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序

平成１７年３月５曰、金沢大学大学教育開発・支援センターは、曰弁連法務研究財団の

後援を得て、＜コンファレンス＞「専門職大学院の将来と認証評価一法科大学院を手が

かりに－」を開催した。本コンフアレンスは、法科大学院の法曹養成教育の現状と課題

の解明を通して、今後の専門職大学院制度のあり方を見通そうとした点において、また、

高等教質の質を保証するための具体的基準と手続に係る諸問題を法科大学院認証評価シス

テムの個別運用事例を通じて議論が行われたという点において、画期的な試みであった。

基調講演の労をとられた飯田隆弁護士は､法科大学院制度の直面する現下の課題として、

「法科大学院への信認の確立｣、「ＦＤの徹底化｣、「新司法試験との戦い」の３つを挙げら

れた。これらは、教育の質保証を通じ教育目標の実現をいかに図っていくべきか、という

根本的な問いを含意しており、我が国高等教育の抱える課題の大きさを象徴的に表現した

ものでもあった。

本センターは、コンフアレンスに先立つ４曰前の３月１曰、第２回大学教育セミナー

「学士課程教育の再構築について考える」を開催した。ここでは、個々の学生の自己実現

と豊かな人格形成に資しうるような高等教育改革の方向'性について、斬新な試みに取組ん

でおられる大学関係者による報告並びにこれらを巡る活発な質疑が展開された。

上記二つの催しは、検討テーマの対象となった学位課程が「専門職学位課程｣、「学士

課程」という違いがあったとは言え、いずれにおいても、学生の学習意欲を掻き立ててい

く上でどのような努力や工夫が必要か、単なる「結果」の成就にとどまらず、各教育課程

の掲げる「教育目的」に対応した人材育成上の成果を達成し、教養ある有為な市民として

の学生の成長を支援していく上でいかなる配慮が求められるのか、という共通課題に直接

向き合い議論が深められていった点において、特筆に価するものであった。

このような意味からも、本センターが執り行った二つの催しの記録を現時点で公にし、

学内外の方々の閲覧に供すべく本誌を上梓することには、相当程度の意義があるものと考

える。また、本誌の刊行を機に、当センターとして、我が国高等教育の発展方向を模索す

る上で、意義深いと思われるテーマを取り上げ企画・編纂してその成果を世に問うという

営みに乗り出すことも検討したい。

最後に、お忙しい中、上記のコンファレンス、セミナーに参集されど報告頂くとともに、

本誌掲載のため、そうした各報告に対し加筆・修正等の労をとられた関係各位、そしてさ

らに、コンファレンスの開催に当り、ご後援の任を快く引受けてくださった曰弁連法務研

究財団の皆さんに、心より謝辞を申し上げる次第である。

平成１８年５月３１曰

金沢大学大学教育開発・支援センターセンター長

青野透
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凡例

、本誌には、平成１７年３月１曰（火）に金沢大学角間キャンパス総合教育棟２Ｆ大会

議室で行われた金沢大学大学教育開発・支援センター主催く第２回大学教育セミナー＞

「学士課程教育の再構築について考える｣、及び同３月５曰に金沢市文化ホールで行われ

た金沢大学主催・曰弁連法務研究財団後援・本センター企画くコンファレンス＞「専門職

大学院の将来と認証評価一法科大学院を手がかりに－」の記録をもとに、それぞれの

講演者、報告者等が該当する部分の記録文書に加筆・修正を加えたものを掲載した。

・上記くコンファレンス＞、＜第２回教育セミナー＞に対応させ、本誌を、「第部法

曹養成教育の今後と質保証システム｣、「第２部学士課程教育の再構築」の２部構成と

した。

･執筆者の肩書きは、便宜上、講演、報告等の発表当時のものとした。
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第一部：法曹養成教育の今後と質保証

システム

コンファレンス

「専門職大学院の将来と認証評価

－法科大学院を手が力、 Ｄに 」



【講演等】

開会挨拶 青野透（金沢大学大学教育開発・支援センター長）

こんにちは。本日は足元の悪い中、当コンファレンスにご参加いただきまして、まこと

にありがとうございます。また、ご講演賜ります先生がたには厚く御礼申し上げます。コ

ンフアレンスを企画した大学教育開発・支援センターを代表して、ごあいさつさせていた

だきます。

ご存じのように専門職大学院制度は、昨年の法科大学院開設によって社会の注目を集め

ました。2002年８月の中央教育審議会答申「大学院における高度専門職業人養成について」

は、専攻分野として法務のほか、知的財産、公共政策、技術経営などを例示しつつ、「将

来的にはより広い分野で多様なニーズが増大していくことも想定されることから、専門職

大学院の対象は特定の専攻分野のみに限定しない」と明記しています。この制度は新たな

分野に確実に広がりはじめており、高等教育一般に大きな変革をもたらすものと予想され

ます。例えば、「専門職大学院設置基準」は「実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事

例研究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適

切な方法により授業を行う」と定めています。

1991年の設置基準大綱化を－つの契機とする大学教育改革の流れの中で、授業方法の改

善、あるいはカリキュラム改革について、さまざまな提案がなされてきました。ＦＤとい

う言葉､学生による授業評価という制度も一定の定着を見てきました。この状況にあって、

実践的な教育に加えて、双方向・多方向授業、あるいは成績評価基準の明示を求めている

専門職大学院制度の導入は、法科大学院だけでも今年の春の入学定員が約6000人近くに上

り、それに対して従来からの社会科学系の大学院修士課程入学者が約１万人であることを

考えますと、既存の大学院にも大きな影響を及ぼすことは必至であります。さらに、今回

のコンファレンスのテーマである、認証評価機関による継続的な評価が義務づけられてお

ります。このような理由から、大学教育の改革の歩みを加速的に前進させるものとして、

専門職大学院制度を位置づけることができます。

ひるがえって、このコンファレンスを主催します金沢大学にとって、どのような意義を

専門職大学院制度に見いだすことができるでしょうか。大学にとっての憲法ともいえます

金沢大学の大学憲章は、「専門知識と課題探求能力、さらには国際感覚と倫理観を有する

人間性豊かな人材を育成する」とうたっております。この観点から、法科大学院の制度は、

本学の基本理念の実質化を検証するうえで、非常に重要な意義を持つものといえます。す

なわち、その授業の内容は単に条文の解釈を行うだけではなく、具体的な事案を基にその

解決能力を養うような内容も含まれ、理論と実践の架橋を目指した教育として、実務家教

員による授業はもちろんのこと、法律事務所等で実際の事件に触れながら実務を学ぶ科目

も設置されています。また、法曹倫理科目がどの法科大学院でも重要視されていることは

言うまでもありません。

地域に根ざした法曹教育を基本理念とし、「適切かつ迅速な紛争解決を目指し、事件を

分野横断的にとらえることができる法律家の養成｣、および「紛争予防のための調整能力

－７－



を備えた、社会貢献をなしうる法律家の養成」を二つの教育目的としている本学の法科大

学院は、大学憲章に「本学の活動が自然・人間と調和した２１世紀の時代を切り拓き、世界

の平和と人類の持続的な発展に資する」と規定する金沢大学の理念を、文字どおり体現し

たものといえます。

金沢大学における教育改善を使命とします当センターがこのような催しを企画し、各地

から法科大学院教育に関する専門家のかたがたを中心に講師としてお招きしましたのも、

法科大学院のみならず大学全体の教育力を上げるために、さまざまなサジェスチョンをい

ただきたいと考えるからにほかなりません。

なお、このコンファレンスは、金沢大学の教育研究改革・改善プロジェクト経費に基づ

くものでありますが、後援いただきました曰弁連法務研究財団には、さまざまな面でご協

力いただきました。御礼申し上げます。

このコンファレンスが、ご来場いただきました高等教育にご関心をお持ちのすべてのか

たがたへの有益な情報提供の機会となり、また、活発な質疑応答を通じて、参加者相互の

情報交換の場となることを祈念して、開会のあいさつとさせていただきます。

－８－



学長挨拶林勇二郎(金沢大学長）
おはようございます。専門職大学院の将来と認証評価のコンフアレンスに，朝早くから

御参集いただき，御苦労様でございます。主催が金沢大学ということで御挨拶させていた

だきますが，法科大学院の認証評価機関である曰弁連法務研究財団に御後援をいただいて

いるところです。

今曰の会議のキーワードは「専門職大学院｣，「認証評価｣，「法科大学院｣，「法曹養成」

等々でありましょうが，これらは大きくくくると大学改革そのものです。そういう意味で

文部科学省高等教育局専門教育課杉野課長には記念講演を，それから，曰弁連法務研究

財団の飯田さんには基調報告をお願いしているところです。その他各界から関係者，代表

者の方々に御参加いただきました。大変ありがとうございます。

さて，我が国では大学改革が大変な勢いで進められていますが，最近の一番の出来事は

国立大学の法人化であろうかと存じます。国立大学に続いて公立大学の法人制度も整備さ

れ，さらには株式会社大学も出来始めており，高等教育界が混沌とした状態の中で，各大

学は自主自立的に多様な個性を求めて動き出していると言えましょう。

この１月には，中教審答申の高等教育の将来像が出され，そこには高等教育機関の７つ

の機能分化について書かれています｡その一方で,２１世紀ＣＯＥを始め,現代ＧＰや特色ＧＰ

などの競争が国・公・私の区別なく仕掛けられています｡混沌とした場に外力を掛けると，

それに合った波長をもつ状態が顕在化しますが，画一から個』性化を目論む大学改革は，ま

さにＧＰという競争を外から仕掛けることで動き始めているという訳です。

大学が社会の要請に応える上での基本は人材の養成であり，学術研究であり，社会貢献

でありましょうが，そこには確かな機能に裏付けられた個｣性が大切であることは言うまで

もありません。

司法制度改革は，法曹の量と質の変化，透明'性の確保や国民参加などをもって，２１世

紀における複雑な法社会の構築を目指すものであり，大学はその目的に合った法科大学院

へと組織改革を進めなければなりません。教員養成における専門職大学院の設置には，団

塊の世代にある教師の大量退職という量的な問題と，初等中等教育に問われている質的な

問題が共存しています。薬学部については，平成１８年度から，薬剤師養成に向けた新た

な６年制とこれまでの４年制が同時にスタートします。さらに，従来の学部にあっては，

学部４年で専門を完結するのか，あるいは学部教育に大学院の博士前期２年を足した６年

とするのかが問われています。

このように，大学の組織の設置・改変は，大きな枠組みがセットされながらも，機能を

もった個性を引き出す自由競争のために事前規制を外していく方向にあります。これが事

後チェックとして，質の保証が求められている所以です。そういった意味での認証評価で

あり，法科大学院がそのトップを切ることになります。すでに曰弁連法務研究財団はトラ

イアル評価を実施され，曰本中がこれに注目し，本日の会議にも関心が寄せられているこ

とと思います。

どうか今曰のコンファレンスは是非とも成果を上げていただきたいと思います。金沢大

学としても，大学は何をすべきかも勉強したいと考えております。それではどうぞよろし

くお願い申し上げます。

－９－



趣旨説明

｢専門職大学院と認証評価一法科大学院を手がかりに－」

早田幸政（金沢大学大学教育開発・支援センター教授）

１．はじめに

先ほどより、本コンファレンスの趣旨説明は、実質的に学長とセンター長より十分行っ

ていただきましたので、私の方では、評価に焦点を当てて趣旨説明をします。

２．「＜仮想問答＞認証評価機関の選択」について

まず、「＜仮想問答＞認証評価機関の選択」を朗読します。

ある評価機関が主催した評価セミナーの会場ロビーでの２人の大学関係者の会話の一

コマを、以下にご紹介しましょう。

名前は、一人が松井さん、もう一人が鈴木さんです。松井さんは、国立大学（法人）

曰本海法科大学院大学に、鈴木さんは、私立エフディー法経大学に在職しています。

曰本海法科大学院大学は、法科大学院課程のみを置く単科大学院大学です。エフディ

ー大学は、法学部、経済学部及び法科大学院課程を擁しています。

２人は、旧知の間柄で、いずれもそれぞれの大学の企画室に所属する事務系職員です。

鈴木：松井さんのところは、どの認証評価機関の評価を受けるかそろそろ決まったの。

松井：いや、それどころじゃないよ。国立大学法人評価の年度評価に対応して、今年度の

業務実績報告書の作成準備に追われているんだから。君のところだって、公共政策大学院

の設置認可申請準備で大変なんじゃないの。

鈴木：ああ、あれは、何とか、この４月に学生を受入れるところまでこぎつけたよ。そう

したこともあって、理事会のほうから、どの認証評価機関の評価を受けるか即刻調査に入

るようにと言われているんだ。ところで、君、知ってるかい。ある認証評価機関が、いつ

認証評価を受けるかの意向調査を行ったところ、平成19年、２０年に90校近くが申請希望を

してきたので、これから意向調査の回答書を提出する大学には、この２年間は避けて回答

してほしいとしきりにアナウンスしているということを。もちろん、噂の域を出ない話し

なんだけどね。

松井：いい情報、聞かせてくれてありがとう。でも、それは、大いにありうる話だよね。

うちの大学も、認証評価のことをそろそろ考えないといけない時期に来ているとは思うん

だけど、なかなかね。法務研究科の教員の方々は、この問題を真剣に考えてる節が見える

けど、執行部周辺の一部には、もう少し時間をかけて検討した方がよいのでは、という空

気もあるのよ・

鈴木：それどういうことなの。

松井：つまり、国立大学にとっては、「あくまで国立法人評価が本チャンで、認証評価は

そのためのトライアル」という考え方が強いんだ。なんと言っても、中期目標期間終了時
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の国立大学法人評価は、資源配分や業務見直し、組織改組と直結するんだから。その方向

性がもう少しはっきり見えないかぎり、次のステップには進みづらいという考慮が働いて

いるのよ・

鈴木：ふうん、やはり、国立大学は大変だね。私立の場合、認証評価のことだけ考えてい

ればいいんだけど、それでも、機関別認証評価、法科大学院認証評価、同じ評価機関で受

けたほうがいいのか、それぞれ違うところで受けたほうがいいのか思案のしどころなんだ

よね。その点、君のところは、法科大学院課程しか持っていないから、認証評価について

は楽だね。別に機関別認証評価なんて受けなくてもいいんだろう。

松井：うちは、機関別認証評価が免除されているなんて話、聞いたことないよ。大学であ

る以上、どちらの認証評価も受けなければいけないはずだよ。

鈴木：ヘえ、そうなのか。じゃあ、認証評価機関の選択についても、僕のところと同じ悩

みを抱えているということだね。

松井：国立大学法人評価との兼ね合いのこともあるしね。この選択の問題、国立大学の場

合、結構厄介なんだ。

鈴木：でも、平成19年、２０年は希望者が殺到することが予想されているし、どこを選ぶに

せよ、早く準備の取りかかったほうがいいよれ。

松井：そりゃそうだ。

鈴木：早く受ければ受けるほど､評価が甘いという話しもどこかで聞いたことがあるしね。

それだと、「早起きは三文の得」ということわざ通りだね。

ここで何が問題かを私なりにまとめてみました。

３．「公共政策」大学院と認証評価

この想定問答では、公共政策系大学院の話が出ています。しかし、それが専門職大学院

か非専門職大学院かについては、ここでは触れられていません。

わが国において、国立大学を中心に公共政策系専門職大学院が置かれ、私学では非専門

職大学院として、公共政策系の大学院が置かれています。それらの間には、いずれも教育

目標、人材育成の目的、カリキュラムの内容、教員組織にそれほど大差はないのです。に

もかかわらず､一方は大学院設置基準によって設置されている公共政策系の大学院だから、

大学機関別認証評価の枠組みの中で評価を受ければそれで済むということになります。一

方、専門職大学院設置基準によって設置されている公共政策系大学院は、別途、専門職大

学院認証評価を受ける必要があります。内容に変わりがないにもかかわらず、設置基準上

の違いによって質保証の在り方に軽重があるということ、この辺りのことが今後、問題に

なるのではないかと思います。

４．認証評価機関の選択と法人評価

国・公・私立大学とも、大学機関別認証評価が義務化されています。専門職大学院を置

いている大学は、国・公・私立を問わず、専門職大学院認証評価を受けることが義務化さ

れています。ただ現在のところ、専門職大学院認証評価については、法科大学院認証評価

のシステムしか立ち上がっていません。国立大学の場合はさらに法人評価を受けなければ
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いけません。中期目標期間評価については６年周期で受けなければいけないのですが、そ

の場合に必ず、教育研究部分については、大学評価・学位授与機構の評価を受けることが

義務づけられています。

公立大学はさらに複雑で、法人化された公立大学は、中期目標期間評価を受ける必要が

あるのですが、教育研究部分については、認証評価機関の行った評価結果を参照とするこ

ととなっています。法人化されていない公立大学については、認証評価１本で済むという

制度になっています。

法科大学院は、一般に、法科大学院認証評価だけ受ければ良いといったような誤解が社

会に流布していますが、そうではないのです。国立大学の場合は、大学機関別認証評価、

法人評価のいずれにおいても、法科大学院が何らかの形で審査・評価されるわけです。私

立大学についても、大学機関別認証評価の中で、法科大学院の部分についての審査・評価

がなされます。

仮に、例えば認証評価の部分だけ取って見ると、法科大学院認証評価で評価基準に適合

していないと、×の判定が下ります。大学機関別認証評価で基準違反が認められないと○

ということになります。これは何ら問題ないケースです。なぜかというと、法科大学院認

証評価の場合は、法科大学院に対しては質の高い評価をすることが期待されます。それに

対して機関別認証評価の中で法科大学院を審査する場合は、ベーシックな部分しか見ませ

ん。ですからベーシックな部分がクリアされて○になります。高度なレベルにおける評価

基準を満たしていないということで法科大学院認証評価で×、これは論理上も法令上も矛

盾がありません。

ところが､逆の場合はどうでしょう。法科大学院認証評価で○がついたにもかかわらず、

大学機関別認証評価で×がついて、ベーシックなところが満たされていないという評価結

果が出ると、法科大学院認証評価に対する社会的な信頼や評価の効力に対する信頼が失墜

しかねない、という事態が起こってしまいます。そういう意味において、すでに大学機関

別認証評価機関と法科大学院認証評価機関との間では、評価における競合関係が発生して

いるのです。

５．評価の切り口と法科大学院認証評価のあり方

最後に、評価の切り口についてですが、評価においてはインプット評価、プロセス評価、

アウトプット評価、アウトカム評価という概念が、評価用語として用いられています。

インプット評価とは、カリキュラムやそれを支える教員組織は適切か、施設・設備や図

書資料が十分か、ということの評価です。しかし、こういうことを評価するのはもう非常

に時代遅れで、これからはプロセス評価やアウトカム評価が重要だと言われていますが、

果たしてそうだろうか、というのがここでの問題です。

この１月の中教審答申「我が国の高等教育の将来像」は、設置認可の重要』性を指摘する

とともに、事後評価においても設置基準の位置づけを明確にしたいと提言しています。要

するに、設置基準の定める要件を備えているかどうかを、インプット評価の手法を通じ、

しっかりと評価したうえでの「上乗せ・横出し」評価ということでないと、評価の信頼`性

が損なわれる、という意がここに含意されているのです。そういう意味で、インプット評

価をこれからどれだけ十分に行えるかによって、その評価機関に対する社会的信頼の高低
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がおのずから決まってくるのだろうと私は思います。

ところで、アウトプット評価、アウトカム評価の違いは分かりにくいということがよく

言われます。私もそのような気がするのですが、ただ、法科大学院認証評価には、その論

理は通用しないと思うのです。というのも、司法試験の合格率はアウトプット評価の問題、

すなわち卒業生がどれだけ試験に受かったかという結果の問題であるのに対し、アウトカ

ム評価では、法曹養成の基本理念に従って、どれほどの付加価値を学生に与え、法曹とし

て必要な知識・能力を身につけさせ得たか、ということが問題となります。評価の切り口

がこのように異なる以上、この両者を混然一体のものとして理解するのは、間違いだと私

は思います。

本日も各評価機関の先生方がお見えですが、司法試験の結果重視か、それとも法曹養成

の基本理念に則した法曹養成教育を重視するのかについて、私の印象では、やはり評価機

関それぞれに温度差、違いがあるように思います。

今後、法科大学院認証評価機関は、各法科大学院の評価において競争関係に立っていく

わけですが、それぞれの評価機関の持っている評価基準とその特質は、その評価を通じて、

わが国の法科大学院の在り方に大きな影響を与えてくると思います。

以上を以って、このコンファレンスにかかわる趣旨説明としました。
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記念講演

｢我が国の高等教育改革と専門職大学院」
杉野剛（文部科学省高等教育局専門教育課長）

（はじめに－平成の三つの大きな改革）

今曰は主として法科大学院、そしてその認証評価の在り方ということでコンファレンス

が行われるということですが、私のほうには高等教育政策と専門職大学院という、少し広

いテーマで話をするようにということで、多少ふわふわした話になるかもしれませんが、

お許しをいただければと思っています。また、私は資料やレジュメを作るのが苦手で、今

曰は何も用意していませんが､できるだけ分かりやすくお話ししますのでご容赦ください。

先ほど来、専門職大学院の話や認証評価の話がいろいろ出てきています。私どもは大学

政策の仕事をしていますが、平成１６年は多分、大学政策の歴史の上で非常に重要な意味

を持つ年として記１億されるだろうと思っています。平成１６年には、大学政策史上、三つ

の大きな出来事が同時に起きました。

（国立大学の法人化）

その-つとして、国立大学は平成１６年４月から法人化されました。各大学はいろいろ

ご苦労されて１６年４月を迎え、その後も法人制度をうまく使いこなすために、いろいろ

な努力をされていることは、よく承知しているつもりです。この法人化の議論は、長い長

い歴史があり、実は古い歴史をたどれば、戦前からこういった議論はあったやに聞いてい

ます。戦後は昭和３０年代の後半ぐらいから、永井道雄文部大臣による大学公社論や、中

教審の４６年答申での法人化の議論、あるいは中曽根内閣時代の臨教審のころの法人化の

議論など、何度も何度も繰り返されていました。

つまり、国立大学は、大学という極めて「自主性こそ命」といわれる組織でありながら、

形式的には国や文部科学省の地方支部局のような位置づけが与えられている。その矛盾を

どう解消するかという問題意識の中で、法人化の議論が何十年にもわたって繰り返された

わけで、この１６年４月をもって、国立大学法人という法人組織に切り替わり、長い長い

議論の歴史を経て、平成’６年に法人化したという出来事が一つであります。

（認証評価システムの導入）

平成１６年の二つめの大きな出来事は、今曰のテーマの一つであります認証評価システ

ムが導入されたということです。認証評価システムは、分かりやすく言えば、国立であろ

うが私立であろうが公立であろうが、およそ「大学」と名のつくものについて、第三者に

よる評価が義務づけられたということです。これまた、長い長い議論の歴史があります。

元をたどれば、終戦直後の大学基準協会発足に至るまでのいろいろな議論と、それ以降の

いろいろな試みの歴史があります。それから今曰に至るまでの直接的な流れとしては、平

成３年の大学設置基準の大綱化と、自己点検・評価システムの導入の議論にさかのぼり、

十数年の歴史があります。

平成３年に自己点検・評価を導入するときも、大変なご議論だったと思います。ご記'億
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の先生もおられるかもしれませんが、私はたまたまそのとき、大学審議会の担当の係長を

していましたので、よく状況を覚えています。大学が自ら、自分の教育研究活動・社会貢

献活動を自己評価、自己点検し、それを公表するということですら、十数年前にはとても

抵抗の強い議論があったかと思います。

それから、国立大学だけは大学評価・学位授与機構による評価を義務づけるべしという

制度改正が行われ、いろいろな経緯があって、ようやくこの平成１６年に、国立であろう

が私立大学であろうが、大学と名のつくものは第三者の評価を受けるべしという認証評価

システムが導入されました。実はその裏には、大学設置の大幅な緩和という規制緩和の動

きもあるわけです。これが二つめの大きな出来事です。

（専門職大学院制度の発足）

三つめの大きな出来事が、専門職大学院制度の本格化で、言い方を変えると法科大学院

制度の創設です。専門職大学院制度そのものは、平成１５年度から導入されたので、１年

ずれるわけですが、その大半を占める、専門職大学院制度を創設の実質的な原動力となっ

た司法制度改革、法科大学院制度の創設が、平成１６年度に実現したということです。

専門職大学院制度そのものも、これがまた実は長い長い議論の経緯があります。そもそ

も大学院制度を考えますと、研究をされている先生がたがいろいろなご本を著されていま

すので、とても詳しくは申し上げられません。役人らしくごく大ざっぱに話しますと、そ

もそも曰本の大学は戦前には大学院制度は、あるようなないような、どちらかというと大

学を卒業して教官になるまでの、たまり場的な組織というか、ほとんどカリキュラムも存

在しないような位置づけでした。戦後、アメリカ流の大学院制度が導入されたわけです。

大学院制度は、いわばアメリカの大学が発明した－大発明だと思います。戦後、曰本の

大学制度にアメリカ流の、スクールとしての内実の伴った大学院制度が導入されたわけで

す。しかし、戦前からの経緯もあり、どうしても学部からある程度、独立したというと言

い過ぎですが、大学院独自の内実を伴うことがなかなか難しかったという戦後の歴史があ

ります。内実が伴った場合でも、どうしても研究志向、研究後継者養成志向といったとこ

ろから、なかなか抜け出せなかったという歴史があります。

そして、ある時期から戦後の大学院改革政策は、そういう研究志向、研究後継者養成志

向の強い大学院から、徐々に専門職業人の養成も可能になるようにということで、専門職

業人の養成に、少しずつウイングを広げていく方向での大学院改革が行われてきたわけで

す。それが、その後の専門大学院制度になり、最終的には平成１５年度から、本格的には

平成１６年度からの専門職大学院制度という、極めて私流に言うといさぎよい大学院制度

となりました。いさぎよいというのは、研究者養成はせず、あくまでもプロフェッショナ

ルで高度な専門職業人を養成する。そのためだけの大学院制度としての専門職大学院制度

がやっと平成１５年度、１６年度からでき上がった。こういう歴史の中で１６年度という年

を迎えたということになるわけです。

（三つの改革の連動性）

少しくどい説明になりましたが、要は平成１６年は、国立大学の法人化、認証評価シス

テムの導入、専門職大学院制度の本格導入ということで、戦前・戦後から続く日本の大学
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制度の大きな課題が、制度的に一気に動き始めたという年であったということです。この

三つの動きをどう見るかが問題になってきます。この三つの動きそれぞれが、別々の経緯

をたどって平成１６年を迎えたわけですが、実はそれぞれ密接に絡んでいる問題だろう考

えます。

（国立大学法人化に伴うマネジメント改革と評価）

まず、国立大学の法人化とは一体何なのだという議論がよくあります。これは国立と私

立の垣根が低くなったというか、国立大学の民営化への第一歩という受け止め方もないわ

けではありません。いろいろな説明はできるのですが、あえて今曰一言で私流に言えば、

国立大学のマネジメント改革、マネジメントを変えるということです。

マネジメントといっても、金もうけとは違うと思っています。金もうけをしてもらって

もいいのですが、金もうけそのものがマネジメントではないだろうと思っています。マネ

ジメントとは要するに、自分のことを自分で決めることができることで、言い方を変える

と、変化する、変わるという決断を自ら下し、自ら実行できることです。

これまでの国立大学は、文部科学省あるいは財務省、総務省、そういう中央官庁が最終

的に「イエス」と言わなければ、一つの組織、一つの教員ポストですら作ることができな

い仕組みになっていました。これからは国立大学は、国からの財政支出を前提にし、国立

としてのミッションを果たしていくことを前提としながらも、日常の活動においては、自

らが判断し、自らが実行することができる仕組みになりました。そういう意味で国立大学

は、マネジメントが新しくなることで、自己責任もできますし、自主性の確立もできるか

もしれません。

ただ、私が思いますに、これは国立大学だけではないのですが、大学という組織は、な

かなかマネジメントが確立すれば、すぐに変化ができるかというと、そうはなかなかいか

ないのではないかと思っています。企業の場合は、マネジメントが確立していればどんど

ん変化ができるのです。なぜかというと、毎年度、毎年度、その企業の業績がはっきり出

るからです。あるいはその企業の中の各部門ごとの業績が、利益、売上などいろいろな面

ではっきりと結果が出るから、マネジメントは機能しやすく、マネジメントを機能させて

変化することができるのだろうと思っています。

それに対して大学は、大学の教育、研究、社会貢献、どれ一つ取ってみても、なかなか

その良し悪し、その水準を評価することが難しいのだろうと思っています。それを何とか

して客観的に評価をして、100％の評価はなかなか難しいのですが、評価の努力を加えて

マネジメントが機能して、大学が変化することができる。世の中の動き、社会の要請を見

ながら評価を受けて、マネジメントを機能させ、新しい一歩を踏み出すことができる。そ

ういうシステムが、どうしても大学の世界には必要なのだろうと思っています。これこそ、

認証評価システムの第一の役割ではないかと思っています。

そういう大学に変化を促す、大学にマネジメントが機能するように促すところで、非常

に評価システムは重要だと思っていますが、もう一つ重要なことがあると思っています。

それは、国民の皆さんに、あるいは社会のさまざまな方々に、大学の実態をよく理解して

もらう。そのうえで、大学に投資をしてもらう。その前提として、評価のシステムはとて

も重要だと私は考えています。
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大学の先生がたの中にはよく知れ渡っていますが、曰本の大学に対しては、公的な投資

額が非常に少ないと言われており、私も少ないと思っています。それは単年度で少ないと

いうより、歴史的にストックの部分も含めて、曰本の大学に対しては、国・公・私を問わ

ず公的な投資は少ないと思っています。ただ、大学に公的な投資をお願いしますと言うか

らには、大学の教育、研究、その他さまざまな活動の実態を、社会の皆さんに理解をして

もらう必要が大前提としてあると思っています。

この面でも大学というのは、その他の社会的な機関に比べて、難しいハンディがあると

思っています。なかなか大学の教育、研究、社会貢献活動は、一般の国民のかたがたには

理解してもらいにくい部分があります。そのためにも、評価システムの確立はとても重要

だと私などは考えています。ちょっと脱線しますが、評価システムの重要`性にはそういっ

た面もあると思います。

（専門職大学院と評価）

三つめの専門職大学院こそ、これから評価に最も敏感に反応し、最も世の中の動きに反

応しながら、変化していくべき大学院だと思っています。言い換えると、専門職大学院こ

そ、これからの大学の姿を、ある面でリードしていく役割を与えられているスクールだと

思います。

先ほど、司法試験の合格率の話が出ていましたが、法科大学院に限らず専門職大学院は

市場感応型のスクール、マーケット・オリエンテッドなスクールだと思います。なぜなら、

専門職大学院は、まず目的が明確で、とてもいさぎよいのです。法科大学院ならば、うち

は法曹を養成するのだということを目的として宣言しているわけです。あるいは会計大学

院ですと、少し幅はありますが、その行き着く先は公認会計士養成だと明確にしています。

先ほど林先生からご紹介がありました、小中高等学校の教師を養成する教職大学院も、教

師を養成するといういさぎよさを売り物にするはずです。

目的を明確にすればするほど、その大学院の成否がはっきりと出てくるわけです。マー

ケットというか、人材の需給関係に左右され、一つ一つの大学院の成否がはっきり出てく

る。そういう宿命を負っているのが、専門職大学院だろうと思っています。「いや、研究

者養成もやっていますから」という逃げが打てない。幅広い教養人も養成していますとい

う逃げ口がない。言い訳ができない。これが専門職大学院だろうと思います。

専門職大学院である限りは、マーケットの動向、その大学院が養成しようと思っている

人材の需給関係をしっかり調査し、その他の大学院、同類の大学院の動向をしっかりとウ

ォッチして、確実に修了生がその専門職として食べていけるところを保証していくことを

考えなければいけない。それが専門職大学院だろうと思います。

そういう意味で、専門職大学院は外部からの評価、マーケットからの評価に、常に敏感

でなければいけないし、それに応じて教育の中身、教育の方法も、不断に見直していかな

ければいけない。そういう宿命を負っているのが専門職大学院だと思います。自ら変化す

る。あるいは外部の評価を受けて変化していく。そういう新しい時代の大学の在り方の中

でも、専門職大学院はいわばその先兵として活動していかなければいけない立場にありま

す。

そういう意味で、国立大学の法人化、あるいは認証評価システム、あるいは専門職大学
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院制度の導入は、一つの大きな流れの中で、それぞれが新しい制度として打ち立てられて

きているものだと受け止めています。

（大学に対する認証評価とマーケット・メカニズム）

こういう話をしますと、よくある議論で、国の大学政策というのはマーケット・メカニ

ズムに委ねる方向で政策のかじを切っているのか、というご指摘を受けることがあります。

あるいは、もう断定的に、国はマーケット・メカニズムに委ねる方向で大学政策を考えて

いると話される方がよくいます。

私は場面場面で言い方をよく変えていて、「そうですね」と言うときもありますが、今

曰は大学の先生がたがほとんどですので、もう少し微妙なニュアンスをお話ししますが、

マーケット・メカニズムを意識すべきだとは思っています。大学はあまりにもこれまで、

マーケットを無視し過ぎていたところがあったと思っていますから、これからは大学はマ

ーケットを意識すべきだとは思っています。けれど、本当を言うと、それだけに委ねるの

ではなく、マーケットではないところの、別の競争システムをどう作り上げていくかが大

きな課題だと思っており、それこそが、認証評価システムの意義だと思っています。市場

競争は意識しなければいけないけれども、大学の場合、市場競争だけではだめで、むしろ

適切な、大学にふさわしい評価システムを前提に、それに基づく競争環境、競い合いの環

境作りが大切だと思っています。

なぜマーケット・メカニズムだけではだめかというと、例えば専門職大学院を筆頭に、

地方ではマーケット・メカニズムに委ねただけでは、大学はやっていけないと思います。

金沢を地方都市と呼ぶべきか、地方の拠点都市と呼ぶべきなのか。でも町を歩いていると、

やはり金沢は大きな町だと思い、私などはもっと田舎ですから、うらやましく思いました

が、でもやはり金沢も含めて、恐らく地方都市はやっていけないと思います。

私は出身が山口県で、山口大学という国立大学があります。マーケット・メカニズムに

委ねたら、山口大学は多分やっていけないと思います。まず、私が山口大学の学長だった

らすぐに考えることは、マーケット・メカニズムでやっていいのだったら、山口ではなく

て隣の博多か広島か、どちらかの巨大マーケットが控えている都市に引っ越しをします。

そちらのほうが、はるかに安定した大学経営ができるからです。でも、それでは曰本全体

の大学システムとしては弱体化するわけです。地方の大学文化、地方の大学が支えている

文化と地方文化が廃れてしまうわけです。やはりマーケット・メカニズムに委ねるだけで

はだめで、地方の大学文化を支える何かが必要でしょう。

あるいは、分野の問題も重要です。マーケット・メカニズムに委ねるだけでは、極端に

いえば、産業界側が求める人材や、そういう分野だけが大学として成立してしまうことに

なり、それでは困るわけです。もちろん国が必要とする分野だけでも、困るわけです。曰

本の大学は、歴史は１３０年ぐらいです。ものすごく大ざっぱに言うと、この１３０年間は、

どちらかというと、殖産興業的な分野や、曰本の近代社会システムを作り上げるための分

野を中心に、少なくとも国立大学は学部の整備がされました。端的に言えば工学部、法学

部、さらに付け加えれば医学部といった分野を中心に整備がされてきました。

それだけでは、まずいわけです。ヨーロッパに行けば、人文科学のすそのの広い学部が

いくつもあるわけです。他方、産業界が求めるだけの分野でも困るわけです。やはり分野
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については、マーケット・メカニズムだけではない。逆に、国の政策の方針だけではない、

いろいろな観点からの分野展開が、曰本の大学や社会のためには必要なわけです。

さらに付け加えると、大学院・学部のバランス、学部教育・大学院教育のバランスとい

う意味でも、マーケットに委ねただけでは、恐らく大学院教育はなかなか根づかないと思

います。大学院教育はお金がかかります。指導する先生がたの人数をたくさんそろえなけ

ればいけませんし、修業年限が長いということは、学生にとっても経済的な負担が大きい

ですから、マーケット・メカニズムに委ねるだけでは、恐らく大学院教育は成立しません。

その意味でも、マーケットに委ねるだけではだめだと思っています。

つまるところ、大学を健全に育てるためには、マーケットの評価に委ねるだけではなく、

大学を健全に育てていくために必要な、大学にふさわしい評価システムを確立することが

とても重要だと思っています。そういう面で、専門職大学院の認証評価システムは、なか

んずく重要です。なぜなら、放っておくと専門職大学院は、マーケット・メカニズムだけ

で淘汰されてしまう可能性が高いからです。専門職大学院が健全に発展し、成長し、地方

都市でも健全に根づいていくためには、マーケット・メカニズムに左右されがちな専門職

大学院こそ、しっかりとした認証評価システムを作り上げていくことがとても重要です。

ところが、正直言って、なかなかうまくいっていません。専門職大学院は法科大学院だ

けではなくて、その他のビジネス系があり、これも純粋にビジネススクールもあれば、技

術経営と呼ばれているＭＯＴ分野もあれば、アカウンティング（会計）や公共政策の分野

の専門職大学院もどんどんできています｡変わったところでは助産師養成も出てきており、

これからは教職分野も出てくるかもしれません。いずれ医学分野もメディカルスクールと

いう形になるかもしれません。現在、すでにある専門職大学院を取り上げただけでも、な

かなか認証評価のシステムができ上がらない。言い方を換えると、認証評価をやろうと言

ってくれる有志の団体がなかなかできてこない。これは困ったなと思っています。

専門職大学院こそ、大学関係者が一生懸命になって、あるいは関係する業界関係者も必

死になって、その分野のための認証評価団体をいち早く作ってもらわないと、危ないぞと

思っているのですが、なかなか動きがにぶいところがあり、私どももも一生懸命、啓蒙と

いうとおこがましいですが、ご理解を求めるための努力をしたいと思っています。

そういう中にあって、この法科大学院の分野は、曰弁連法務研究財団、あるいは大学基

準協会、大学評価・学位授与機構といった関係する団体が、「よし、うちでやろう」と手

を挙げているので、大変心強く思っていますし、さすが法学分野、あるいは法曹関係の皆

様がたはよく制度の趣旨を理解され、ご助力をいただいていると思っています。大変感謝

をしています。他の専門職大学院の動きが鈍い中で、ぜひ、いわばリーディングケースと

いうか、専門職大学院分野のリーダーとして、立派な認証評価システムを作り上げていた

だきたいと思っているわけです。

（法科大学院とその認証評価システムの今後の課題）

ただ、法科大学院関係の認証評価、あるいは法科大学院の在り方そのものについても、

不安がないわけではありません。今曰はこういうせっかくの機会ですので、最後に一言だ

け、私が若干危慎していることを申し上げます。

法科大学院は、誕生のしかたがほかと違うのがやはり決定的に大きいのですが、他の専

－１９－



門職大学院は一つ一つの各大学が、「うちでこんな分野の専門職大学院を作ってみるか」

と考え、徐々に一つ一つの大学が試行錯誤して苦労して準備をして、「あ、ＭＯＴ分野の

専門職大学院ができた」とか、「助産師の大学院ができた」という形で、徐々に一つの分

野のグループができ上がっていくという感じがあるのです。けれども、法科大学院は司法

制度改革という大改革の中で、「一斉のせい」でど_んと作って、ど－んとスタートした。

考えられる限り考え、いろいろなシステムを全部考えて、全部法律に書き込んで、ばさっ

と大学院も作って、一斉にスタートした。これが法科大学院の特徴で、こういうことがで

きる関係者の力量はさすがだ、底力はすごいという気はするのです。けれども、それゆえ

にあえて耳障りなことを言うと、建物だけはいきなり立派なものができた、という感じは

するのです。

いきなり全国に７０校近くの法科大学院ができ、一斉に教育がスタートし、それ以降の

システムもすべて法律も整って整備されている。とんでもなく頑丈な構造の立派な建物が

いきなりでき上がったという感じがします。しかし、頑丈な建物をいきなり造ったがゆえ

に、これから実際にその中で住んでいくに当たっては、いろいろなところで、ここは意外

と住みにくかった、居心地が悪いとか、ここはちょっと生活動線としてよくなかったとか、

いろいろな不自由なところ､調整するところがたくさん出てくるかという気がしています。

そのご努力を、多分これから５年、１０年と、法科大学院関係者、法曹関係者の皆様がた

には、やっていただかなければいけないという気がします。

その他の専門職大学院は、別にがっちりとした法律の枠組みがあるわけではなく、初め

は試運転から始まって、徐々に広がりを作っていこうということです。法科大学院だけは

一斉にどんと作って、もう多分１８年度以降は、新しい法科大学院はできないと思うので

すが、フルセットで仕組みと立派な建物ができてしまったのです。そこからの微修正、リ

フォームを、今後５年、１０年は繰り返さなければいけないかという感じを少し持ってい

ます｡今話題の合格枠の話もそのうちの一つかと思います。その苦しみはあるでしょうし、

私たちも、それを何とかいろいろな形で応援していきたいとは思っています。

その中には、この認証評価の仕組みもあると思います。専門職大学院はいろいろ見方が

あるのですが、成功するかどうかは、突き詰めて言うと、その分野の大学関係者と、その

分野の大学の外の関係者（業界関係者）が、どれほど真剣に手を携えて、あるいはお互い

に耳障りなことを言い合っていくかに、かかるのではないかなと思っています。専門職大

学院の性格を考えると、大学関係者とその関係業界のかたが、どれだけ真剣に向かい合っ

て、大学をよい方向に持っていくように、カリキュラムの見直し、教員・スタッフの差し

替え、そして事後的な認証評価に至るまで、ビこまで真剣に対話を繰り返し、重ねること

ができるかにかかっているのではないかと思っています。

（おわりに）

法科大学院は専門職大学院の中でも、少し異例な形でスタートをしました。法曹関係者

のかたがたの多大なご協力を得て、見事立派な建物ができ、その建物の中に大学関係者と

法曹関係者が同居している形になっています。その同居が真の同居になるように、そして

この立派な建物にふさわしい教育が展開されて、立派な明曰の法曹が育つように心からお

祈りをして、私の話を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
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＜質疑応答＞

（司会）杉野先生、どうもありがとうございました。それでは、せっかくの機会ですの

で、若干質問をお受けしたいと思います。

（Ｑ）ただいまのお話に直接関連はしませんし、この質問を、今の講師のかたにお聞き

するのが適切かもちょっと分からないのですが、法科大学院が当初できるときに、司法制

度改革で３０００名という数字が最初に出てきたわけです。そのあとに、こういう制度が出

てきたのですが、そのとぎに司法試験の弊害が指摘され、法科大学院では普通に勉強すれ

ば、８割ぐらいが受かるという触れ込みだったのです。

ところが、この間ちょっと新司法試験の定員増がありましたが、結局は５割ぐらいしか

受からないとなると、一体、社会人が職を捨ててまで、こういうことにチャレンジするか

という大きな問題が出てきて、法科大学院を出て司法試験に受からないと、これは法学部

を出て司法試験に受からないとか、法律の専門職にならないことと、全然違うわけです。

これは全く非常に困った大きな問題が、近い将来起こるだろうと。そうすると、そもそも

3000名に対して８割となると、法科大学院の定員そのものがおかしいのではないか。し

かし文科省では、これは規制緩和だから、水準をクリアすれば全部大学院設置を認めるの

だという形で、かなり定員が増えてきたのではないかと思うのです。

ここからが質問ですが、最終的にある程度淘汰されて、最終的には司法試験の合格者の

3000名に近いというか８割ぐらいが、法科大学院としての定員になる。いろいろな評価

を経て、最終的にそういう形になるとお考えでしょうか。それとも、そういう見通しは全

然なくて、結局は半分しか受からないという形が、ずっと続くのではないか。そのあたり

の見通しを文科省としてはどう思っておられるのかを、－点お尋ねしたいと思います。

（Ａ）いちばん聞いてほしくなかったご質問ですが、今いちばん論点になっている話で

す。

文部科学省としてという話は、ちょっと横に置いておきます。事実関係を正確にここは

確認をしておく必要があると思うのですが、司法制度改革の３０００人という議論というの

は、要するに司法制度改革審議会の、平成１３年の意見書に書いてあるのです。あそこの

意見書に書かれてあり、あるいは国会で関係の法律が審議されているときに、法務大臣も

答弁されていますが、もう一度あれを確認しなければいけないのです。確かに平成２２年

ころには、とりあえず３０００人を目指すと書いてありますし、７～８割という数字も出て

いますが、あの７～８割のところの文章には、こう書いてあるのです。法科大学院で厳格

な成績評価と修了認定を不可欠の前提として、その修了者が相当程度（それが７～８割と

書いてありましたが)、合格する。それくらいの充実した教育を法科大学院は行うべきで

あると書いてあるのです。

これが「７～８割の合格率を保証した」と言いつのるかたもおられますが、あの文章を

見る限り、あれは７～８割の合格を保証したというよりも、法科大学院側に、きちっとこ

れからはプロセスなのだから、大学の責任で学生をしっかりと選別をする。司法試験の－
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発で選別するのではなくて、数年かけて「君はやめたほうがいい｣、あるいは「２年生に

進級させない」など、大学がある程度、選別することも含めて、厳格な成績評価、修了認

定にも責任を負いながら厳しい教育をする。その結果、修了生の相当程度、例えば７～８

割が合格できる。それぐらいの厳しい充実した教育をやるようにど書いてある。どう読ん

でも、あの文章はそうとしか書いていないのです。これが「７～８割」という数字が一人

歩きをして、何となく、入学定員と先ほど言われましたが、つまりそれは、入学すれば７

～８割は受かるのだという話になってしまっているのです。しかし、それは違います。

私がこんなことを言うと「あんたはどっちの味方だ」と言われるので、言いたくないの

ですが、私の立場を離れて、まず事実関係を申し上げれば、そうなっているのです。

なおかつあの当時、本当は学生定員を抑制したい面はあったのですが、それは規制緩和

の流れの中で、やってはいけないと。その代わり、各大学には設置認可の審査の段階で、

「このままいったら、こんな規模になりますよ。本当に大丈夫なのですね」と、申請され

ている全部の大学に申し上げたけれども、各大学、結局そのまま競い合いの中で申請され

て、結果的に6000人の定員を作られたのです。

受験する学生も、あれは平成１５年の末に認可されて、１６年の１月から試験を受けまし

たが、実は学生定員が６０００人になっていることは、分かったうえで受験をされているは

ずです。当時の新聞も、想定と違うと、警告を鳴らしていました。まさか法科大学院で法

曹になろうという学生さんが、そのことを知らずに受験したというほどの方はいないと思

いますが、そういった中で今の事態を迎えているということです。

「だからいいのだ」と、私は申し上げません。それでもやはり、できるだけ各法科大学

院が安心して教育ができるように、本来司法制度改革審議会の意見書が求めたような教育

ができるような環境を作ってあげることも必要ですから、いろいろな意味で合格枠につい

ては、法務省に対して配慮を求めてきました。配慮してほしいと思っていますが、合格枠

の話を、大学側あるいは文部科学省側が言う限りにおいては、同時に私ども文部科学省お

よび法科大学院側は、「それぐらい頑張っているのだったら、少し合格枠を広げてやって

もいいではないか」と国民に理解してもらえるようにする。それほどの厳格な成績評価と

修了認定をして、それを実証できるかが問われているのだろうと思います。日本にはこれ

まで、どんどん学生をふるい落としていくという学校文化はなかったから、難しいですが、

今それが問われています。現にそれをやろうとしている大学院もあります。

そうやって大学院側が、充実した教育と厳しい修了認定をしながら、国民の理解を得な

がら、当初の予定どおり設定されている合格枠について、できるだけ新司法試験の枠が広

がるように要請していく。その両方に向けての努力が必要ではないかと思っています。

文部科学省としては、そういう法科大学院の立場、考え方をしっかり法務省サイドに伝

えてきましたし、これからも伝えていきたいと思っています。同時に、各法科大学院、い

ろいろ難しい立場にあると思いますので、いろいろな形でバックアップをさせていただき

たいと思っています。こんなところでご勘弁いただければと思っています。

(司会）時間も押していますので、質問はこれにて終了させていただきます。

杉野先生、どうもありがとうございました。
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基調報告

｢法科大学院の現状・課題とその評価」

飯田隆（弁護士、曰弁連法務研究財団常務理事）

（はじめに）

曰弁連法務研究財団は、曰弁連が基本財産を１億円出して作った、大変貧乏な財団です。

弁護士だけではなく、裁判官、検察官、研究者教員、あるいは税理士、司法書士、弁理士、

公認会計士等の隣接士業団体も加わっているオープンな組織です。そういう中で、私ども

は認証評価事業を行っているわけですが、昨年８月末に法科大学院の認証評価機関として

第１号の認証を受け、事業活動を開始しました。この認証評価事業も、弁護士だけでなく、

裁判所、法務省も加わってやっていますし、また、実務法曹だけでなく、研究者教員との

共同でやっている活動であるという認識を持っていただければと思います。

（法科大学院と司法改革）

まず、法科大学院と司法改革ですが、ご存じのように現在、我が国では50年に１回とい

う大司法制度改革が進められています。法科大学院はその第１号の司法改革として、２００２

年12月に法律が作られ、スタートしました。この司法改革の眼目は国民の期待にこたえる

司法制度の構築ということで､そのためには司法制度の人的基盤の整備が必要不可欠です。

それを達成するのが法曹養成で、法曹養成は司法改革の出発点ですし、その中核的な役割

になる法科大学院は、まさに司法改革のかなめであると考えています。その法科大学院の

成否が、この司法改革全体の成否に直結しているという重要な位置づけにあります。

（法科大学院における法曹養成教育）

次に、法科大学院における法曹養成教育の重要性ですが、社会は質・量ともに豊かな法

曹を今求めているわけです。そういう中で、従前の司法試験という、点のみによる選抜の

弊害があまりにも大きかったので、法学教育、司法試験、司法修習というプロセスとして

の法曹養成制度が新たに構築され、法科大学院がその中核的な教育機関として重要な役割

を担っているわけです。

このように法科大学院は、法曹養成に特化した教育を行うプロフェッショナルスクール

で、そこでは法曹に必要な資質・能力、すなわち法曹養成教育が、その中心的教育内容を

成すわけです。

私どもはその法曹に必要な資質・能力は何かについて－つの整理をしました。

私どもとしては、法曹に必要な資質・能力を二つのマインド、七つのスキルという形で

整理しました。二つのマインドとは、「法曹としての使命・責任の自覚」と「法曹倫

理」です。

七つのスキルは、まず第１に「問題解決能力｣、２番めに「法的知識｣、３番めに「事

実調査・事実認定能力｣、４番めに「法的分析・推論能力｣、５番めが「創造的・批判的

検討能力｣、６番めが「法的議論・表現・説得能力｣、７番めが「コミュニケーション能

力」です。しかし、これはあくまで我々の分析であり、一つの例示です。法科大学院はそ
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れぞれの法科大学院で、法曹に必要な資質・能力が何かをよく検討し、自分で見定めて、

それに基づいた、それぞれの法曹養成教育を立派にやっていただく必要があるわけです。

次に、「知識を教える教育から考える力を鍛える教育への転換」ですが、これまでの大

学法学部の教育は、知識を教えることに大きく傾いていたといわれ、司法試験も知識偏重

でした。今回、この教育目的が、大転換を遂げたわけです。すなわち、知識を教える教育

から、考える力を鍛える教育への大転換です。これに沿って、司法試験も大方針転換、す

なわち知識偏重から、考える力を測定する試験へという方針転換が、今なされようとして

いるわけです。

どうしてこういう転換がされたかというと、実務に就いてから、法曹、特に弁護士の力

量の評価に、法的知識の多いか少ないかは、まさに評価の対象になっていないのです。す

なわち、知識のほとんどは、調べればすぐ入手できます。私どもの事務所は、弁護士が20

0人おり、そのうち50人がパートナー、150人がアソシエート（勤務弁護士）です。我々の

重要な仕事は、その勤務弁護士をいかに鍛えるか、教育するかということです。そのアソ

シエートの評価項目には、法Ｉ情報調査力という項目はありますが、法的知識は項目になっ

ていません。私は弁護士になって31年めですが、百数十人の弁護士の成長過程を見てきま

した。ある弁護士が発展し、ある弁護士は発展しない。その差は何なのかというと、まさ

に考える力の大きさ、深さです。ですから、この知識を教える教育から考える力を鍛える

教育への転換は、我々の法曹の成長・発展という現実に裏打ちされた、極めて正しい方向

です。

では、この考える力を鍛える教育とはどういう教育か。これは我々、実務法曹は、実体

験を持っていて皆、肌で知っています。それは合議であり、すなわち双方向、多方向のデ

ィスカッションです。それによって、我々は鍛えられてきました。この合議によって考え

る力がダイナミックに飛躍していくのです。まさに、法科大学院で考える力を鍛える方法

として、双方向・多方向の授業が求められているのは、正しい方向であることを、我々実

務法曹は肌で実感として直感するわけです。

しかし、ここに－つの‘悩みがあります。すなわち、考える力といっても、裸の考える力

というのは、ないのではないかということで、すなわち、そこには一定の基礎的な法知識、

いわば基礎体力のようなものが必要ではないかと議論されています。確かに、考える力、

法情報調査力の前提となる基礎的法知識が必要なことは間違いないところでしょうが、そ

の基礎的法知識の範囲・レベル、そのバーを決して高いものにしてはならないと考えてい

ます。そのバーを高くすることは、知識を教える教育から、考える力を鍛える教育への方

針転換の自己否定になってしまうということです。

（法科大学院の現状と当面の課題）

では、この法科大学院は、開校から１年たつわけですが、それを振り返ってどういうこ

とが特に私の記`億に残ったかについて、３点申し上げたいと思います。

第１点が末修者クラスの混乱ということでした。すなわち昨年の５月、６月ごろ、法科

大学院の未修者クラス、１年生に大きな混乱が発生しました。それは未修者クラス３年コ

ースには、全く法律を知らない純粋な未修者と、法律のことをかじっている半既修者が混

在していて、その間には大きな法的な知識の差がある。それによって、授業がうまくいつ
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ていないという、悲鳴、困惑が我々に聞こえてきました。この混乱は、法科大学院にとっ

ては極めて大きな問題で、しかもこれは法学部がある限り毎年発生するという、構造的な

問題です。

私はこの問題を調べるために、昨年７月初旬、九州地区の五つの法科大学院の先生がた

とディスカッションしました。ちょうど中間試験のあとの時期でした。それから２か月後、

９月上旬にも、次は名古屋地区の５大学の先生がたとディスカッションしました。ちょう

ど前期の試験が終わったあとでした。そこで判明したことですが、純粋未修者は順調に伸

びているという事実でした。両方で共通していたのは、確かに最上位にいるのは、法学部

でしっかり勉強した人たちでした。しかし、純粋未修者は、それにまさに肉薄して迫って

きているということでした。いちばん底辺を構成しているのは、法学部で中途半端に勉強

した人たちでありました。しかも注目すべきは、純粋未修者の中には、少ない法的知識を

駆使して説得的な論述を展開している者が多くいたということです。この点は、法科大学

院で教えなければならない基礎体力としての基礎知識がどういうものかについて、非常に

示唆を与えるものであると考えています。

しかし、今年は昨年と同じ過ちを繰り返してはならないわけです。純粋未修者は多様性

という観点から法科大学院の目玉で、大事にしてほしいわけです。多様な人間がいるとと

自体、その法科大学院の学生の質を高めます。また、我々実務法曹、新しく弁護士を採用

する側においても、法律だけを、法学部と法科大学院で６年も７年も勉強した人たちと、

法律以外のものを４年間以上勉強し、かつ、しっかりと法科大学院で３年勉強した人たち

の二つを並べた場合、どちらが魅力的であるかは一目瞭然です。その意味でも、この純粋

未修者を大切にしてほしいと、心から願っているところです。

次に、新司法試験の合格者問題です。この問題は、２月28曰の司法試験委員会で一応の

決着がなされました。新司法試験の合格者数は、2006年は900人から1100人、2007年度は

その倍にするというものでした。私としては、司法改革のかなめである法科大学院の育成

強化に向けて、もっと法科大学院および法科大学院の学生に、エールを送る内容であった

ほうがよかったのではないかと個人的には思っています。しかし、やはりその前提として、

先ほど杉野さんがおっしゃったように、厳しい成績評価、修了認定がなされないといけな

い。それを抜きにした合格者数、合格率の議論は無意味であると考えている次第です。

しかし、ここでぜひとも考えていただかないといけない問題があります。それはまさに

質・量ともに豊かな法曹を養成するというのが社会の要請です。また、知識偏重から考え

る力を測定するというように、新司法試験はまさに今、大方針転換をしているわけです。

こういう観点から、その中であるべき合格水準は何なのかを、一から考える必要があると

考えています。少なくとも、知識偏重として克服されるべき対象である、現行司法試験と

同じようなものであってはならないと私は考えています。このような新司法試験について

必要な提言をするのも、我々、第三者評価機関の役割であると考えている次第です。

次に３番目の新司法試験のサンプル問題は、昨年11月、１２月に発表されました。そこで

言えることは、新司法試験の出題態様、問題の形式という点では、明らかに知識偏重から、

考える力を測定するという方針転換を鮮明にしている、というメッセージを送っていると

言えます。そういう意味で、新司法試験の委員会ならびに作問検討委員会の人々と我々は

明確に理念を共有していると、自信を持って言えると思います。しかし、これについても
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１月に曰弁連でシンポをやりましたが、サンプル問題の中身自体は、まだ十分考える力を

測定するものになっていないという反省がなされ、さらなる改善が大いに期待されるとこ

ろです。

では、法科大学院の現下の課題は何か。これはそれぞれの人によって違うと思いますが、

私の感じるところを申し上げたいと思います。

第１は、法科大学院に対する信認の確立です。法科大学院がスタートして1年たちまし

たが、法科大学院制度は総体として、いまだ社会からも法曹界からも、法律学の研究者か

らも、そして学生自体からも、信認を得ていないと言わざるをえません。しかし、知識偏

重の教育から考える力を鍛える教育の大転換をしたわけですから、１年足らずで教育内容、

教育方法が確立するはずがありません。しかし、知識偏重の過去の教育からすると、私は

大きく発展していると思います。法科大学院に対する期待が非常に大きい、そのまさに裏

返しとして、期待が大きいがゆえに信認が確立していないわけです。しかし重要なのは、

法科大学院は、我々は黎明期という言葉を使っていますが、まさに立ち上がり期にあると

いうことです。そして、法科大学院総体として、まさに立ち上がっている、完成期に向か

って上昇を続けているとと自体をもって、法科大学院に対する信認がなされなければなら

ないと考えている次第です。

そして、この信認がされることが、さらに法科大学院の上昇力を加速すると思っていま

す。そしてこのような法科大学院の立ち上がり状態、上昇している状態について的確な』情

報発信をする、これも我々第三者評価機関の役割であると考えている次第です。

２番めが、開校１年を踏まえた、ＦＤの徹底的な充実・強化です。私ども財団では、法

科大学院の開校時までに、全法科大学院68校を回りました。私自身でも半数、３４校を回り

ました。昨年の１年間を合わせると、約４分の３の法科大学院の指導層との意見交換をし

ました。私の実感ですが、開校１年めは約３万人の受験生の、上澄み6000人が法科大学院

に入ったと思っています。この法曹養成制度の大変革は、大学や学生サイドに、それまで

なかった大きな情熱とエネルギーを引き出しています。その点だけからしても、この制度

変革は成功だと私は思っています。

そして、学生の質と教員の情熱、エネルギーの観点から、私は大多数の法科大学院が横

一線のスタートラインを切ったと思っています。しかし、それから開校１年、法科大学院

は横一線のスタートから、いくつかの集団に分かれつつあります。しかし、決してこれを

縦一線の状態にしてはならないと思っています。すなわち、全国で多様な法科大学院がた

くさん開花することを願っており、今、まさに胸突き八丁のときにあると思います。

第１に、法科大学院の先生がたのあの大きな情熱、エネルギーが続くことが大前提にな

ります。それを法科大学院全体でいかに共有するかという問題であります。

第２に、その情熱をいかに開花させるか｡法曹養成教育はまさにスタートしたばかりで、

教育内容、教育方法をみんなで模索している最中です。１年めは初めての経験で、運・不

運もあり、やむをえない面があります。しかし、２年め以降は失敗は許されないと考えて

います。

では成功を収め、情熱を開花させるにはどうしたらいいか。それは１年間を踏まえた、

徹底的に厳しいＦＤを行い、その成果を法科大学院全体で共有することです。１年間の成

功例、失敗例は、当該法科大学院の情報だけでは全く足りないので、全国的に集める必要
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があります。また、厳しいＦＤは当該法科大学院の内部だけでは、決して自己完結できな

いと思っています。

標準的な法科大学院は、定員100人以下です。各科目の担当教員は少人数です。その少

人数の中だけでのＦＤには限界があります。外部からのインパクトが必要で、当財団で行

っているトライアル評価は、まさにその－つです。

３番めの課題は、新司法試験との戦いです。新司法試験は、法科大学院にとって非常に

重いことはよく分かりますが、新司法試験について司法試験委員会や作間検討委員会は、

知識偏重から考える力を測定する試験へという方針転換について、明からに我々と理念を

共有しています。ですから、考える力を鍛えるという法科大学院の理念の王道を行ってほ

しいと思います。小手先の受験技術に走ることは法科大学院の自殺行為です。新司法試験

は、まさに問題の態様、内容、採点方針、合格基準のすべてにわたって今、模索中です。

しかし、理念を共有できているので、私はきっといい方向に行くと確信していますし、ま

さにいいものにしなければならないわけです。これは我々評価機関の役割でもあるし、法

科大学院全体でそのようにしないといけない。まさにその時期にあると思っています。

（法科大学院の第三者評価）

では、いよいよ、今曰の本題の法科大学院の第三者評価の意義と役割です。まさに立ち

上がり期、黎明期にある法科大学院を評価しなければならないことが、第三者評価のいち

ばん難しいところ、しかも重要なところです。法科大学院はまさに2004年春にスタートし

て、完成期に向かって今上昇を続けています。現段階の第三者評価の役割は、単に適格．

不適格と判定するだけではなくて、この上昇力を加速させる、そのように法科大学院を支

援することがいちばん重要なことだと思っています。

そして、どのような法曹が求められているのか。法曹に必要な資質・能力は何か。それ

についての社会の要請を、法科大学院に伝えることも重要な役割です。法科大学院の教員

の先生がたは、その存在をかけて、情熱をかけて今取り組んでいるわけです。我々第三者

評価機関としても、何としてもこの法科大学院制度を成功させなければならないとう使命

感と愛情が必要であると思います。

特に我々法曹は、後進の養成の最も大きな部分を法科大学院に託したわけです。すなわ

ち、法科大学院における法曹養成教育の成否は、我々の法曹という職業の信頼に直結して

いる。だからこそ、我々がこれをやっているのだと思っています。

ですから、法科大学院の法曹養成教育の質の担保だけではなくて、その充実．発展を促

進することが、我々の第三者評価を行う趣旨であり、目的です。

しかし、これは決して強制ではありません。また、強制であってはならないと思ってい

ます。すなわち、あくまで学問の自由に裏打ちされた法科大学院の自主性が前提です。第

三者評価は、法科大学院自身の自己改革、自助努力を支援するものでなければならないと

思っています。

（新司法試験と第三者評価）

次に、新司法試験と第三者評価の関係です。先ほど杉野さんが言われたように、新司法

試験はある意味でマーケット・メカニズムだが、それだけに委ねてはならないと言われた
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ご指摘は、まさにそのとおりだと思います。すなわち、新司法試験は試験科目の制約、1

回きりのペーパーテストという制約があります。ですから、法曹養成教育全体を対象には

していませんし、またできないわけです。

先ほどの二つのマインド、七つのスキルを示しましたが、新司法試験が対象にしている

のは、このうちの「基礎的法知識」「法的分析・推論能力」および「事実認定能力」とい

う三つの、しかもその一部分だけです。

我々は、法曹養成教育全体をしっかりやっているか否かが、評価の中心になると考えて

います。そして、プロセス評価に徹する考えです。すなわち、少なくとも当面は、新司法

試験の合格者数それ自体は、評価の対象には考えていません。そして、もしその法曹養成

教育全体をしっかりやっているにもかかわらず、合格者が少ないというギャップが発生し

た場合、それは新司法試験が、法科大学院の教育の成果を反映していないという問題であ

ると考えます。ですから、新司法試験が、法科大学院の教育の成果を適切に反映するよう

にするために重要な提言をし、発言するのも我々の評価の役割であると考えています。

（曰弁連法務研究財団の認証評価事業の概要）

では、このような我々の財団の評価事業の概要ですが、まず、特色としては６点挙げて

います。ユーザーの視点､法律実務家の視点、法科大学院の自己改革の視点、法科大学院

との対話重視、実質重視、法曹養成教育の研究の六つを、我々は特色として考えています。

そして、評価基準は合計47ありますが、それを九つの分野に分類しています。第１分野

が「法科大学院の運営と自己改革｣、第２分野が「入学者選抜｣、第３分野が「教育体制｣、

第４分野が「教育内容・教育方法の改善への組織的取り組み｣、第５分野が「カリキュラ

ム｣、第６分野が「授業｣、第７分野が「法曹として必要な資質・能力の養成｣、第８分野

が「学習環境｣、第９分野が「成績評価・修了認定」です。このような評価をどういう組

織で行うかについてですが、最上位の意思決定機関が認証評価評議会であり、評価報告書

を作成するのが評価委員会であり、実際の評価を行うのが評価チームの評価員です。

評価報告書に異議があった場合は、異議審査委員会で審査し、認証評価評議会で最終決

定するという仕組みです。

認証評価評議会は合計12名で、法科大学院関係者が４名、法曹４名、司法のエンドユー

ザーである一般有識者が４名という構成です。評価委員会は現在23名ですが、４割が法科

大学院関係者、３割が法曹、一般有識者が３割です。

では、実際にどのような評価基準でやっているかということですが、財団は、「法科大

学院評価基準」という合計４７からなる評価基準をもっています。頭の部分の◎、●、○

がその評価基準の性質を示しています。それらは、３つの種類・性格のもので構成されて

います。まず第１が法令由来基準で、これが－つでも不適格だと全体が不適格になります。

第２が追加基準Ａで、財団が独自に加えた評価基準のうちの重要なもので、これが不適格

だと全体が原則として不適格になるわけです。第３は追加基準Ｂで、これはベター基準で

す。

個々の評価基準の評価判定と同時に、九つの分野についての分野別評価も行います。前

者については、評価基準によって合否判定のみするものと、５段階の多段階評価をするも

のとがあります。分野別評価は５段階の多段階評価です。法律で求められているのは、全
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体としての適格・不適格だけですが、私どもとしては分野別評価をして、個々の法科大学

院の努力、頑張りを、適切に反映する評価にしたいと考えている次第です。

（評価員研修）

以上が概要と評価基準ですが、評価員研修のほうに移りたいと思います。この評価事業

を適切に行うためには、当財団では、少なくとも百数十名の評価員の協力が必要と考えて

います。そのために昨年10月以降、５回にわたって理論編の研修を行いました。現在、約

130名のかたがたから、評価員としてのエントリーをいただいています。

さらに今月、３月１１曰、来週には今年行いましたトライアル評価を踏まえて、実践編の

研修を行う予定です。そして私どもとしては、さらに数十名の評価員を確保したいと考え

ています。そして評価員研修をして、トライアル評価をやっていただいて、そして本評価

に臨んでいただく。それによって質の高い本評価をしたいと考えています。

（トライアル評価の現況と実施手順）

次にトライアル評価ですが、今曰のメインテーマの一つであるので、少し詳しくさせて

いただきます。別途、「トライアル評価の概要」という１枚ものをご覧ください。私ども

財団では、本年の秋学期にトライアル評価を３校行いました。國學院と早稲田と新潟です。

現地調査は11月、１２月、１月と、各１校ずつ行いました。極めて短期間でハードなスケジ

ュールの中で、法科大学院にはご準備いただき、私どもに評価の機会を与えていただいた

ことについて、心から感謝とお礼を申し上げたいと思います。そして、まさに黎明期、立

ち上がり期にある法科大学院を、私どものトライアル評価にご提供いただきましたが、そ

の自己改革に対する情熱に、心から敬意を表したいと思っています。このトライアル評価

は、当財団からは評価報告書は一切公表しませんし、私どもには厳重な守秘義務がありま

す。ですから、本曰は外形的な概要と、抽象化された一般的説明をします。

このトライアル評価は、評価基準は９分野あるわけですが、そのうちの数分野に範囲を

限定して行います。しかも、現地調査も１曰だけです。その代わり、評価員は本来の評価

よりも人数を多くしています。本評価であれば、現地調査は、標準的な入学定員100人規

模のところは５人体制ですが、それよりも多くしています。

例えば國學院は入学定員50名ですが、評価員７名で、主査は川端和治弁護士でした。早

稲田大学は入学定員300名、評価員は12名で、主査は宮川光治弁護士です。新潟大学につ

いては、入学定員60名、評価員８名でございました。主査は京藤哲久明治学院大学の法科

大学院長でございました。

このトライアル評価の対象範囲ですが、私どもとしては、評価の９分野のうちの第４分

野、すなわち「教育内容・教育方法の改善への組織的取り組み｣、第６分野の「授業｣、

第７分野の「法曹として必要な資質・能力の養成｣、やはりこれが教育の基本、コアであ

ると思い、この三つを必須にしました。そのほかに協議によって追加したわけです。この

３校のトライアルを行い、現在では第１分野、第４分野、第５分野、第６分野、第７分野

と、９分野のうちの５分野についてトライアル評価が終わりました。

私どもは、今年度の春学期にも、できれば10校程度、秋学期にも10校程度、トライアル

を予定しています。そして春学期のトライアル評価の段階で、全分野についてのトライア
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ル評価を完了したいと思っています。修了認定は、まだ修了者が出ませんからできません

が、それ以外については全分野、全評価基準についてのトライアルを終えたいと考えてい

ます。

では、トライアル評価をどのように行っているのか、「トライアル評価の概要」のほう

に、評価の標準的なスケジュールをお書きしました。

まず、トライアル評価実施についての合意をします。その段階で協定書を締結します。

そのあと、自己点検評価報告書を提出していただき、同時に当財団が行う学生アンケート、

教員アンケートを実施します。これは大体､現地調査曰の約１か月前をめどにしています。

アンケート等は、財団に直接返送されるシステムです。

今回は自己点検評価報告書の作成期間が１か月ちょっとで､大変ご苦労いただきました。

私どもとしては、今後は２か月から３か月の期間を確保したいと考えています。

そのあと、事務局での検討を約２週間、そこで追加質問、あるいは資料請求をします。

そして評価チームの事前検討会は、現地調査の約２週間前に約３時間かけて行います。評

価基準ごとに主担当、副担当を決めて進め、追加質問、資料請求をさらにします。

次が、評価チームの直前検討会です。これは現地調査曰の前曰の夜に３時間かけて行っ

ています。主担当が評価基準ごとに、書面による検討結果ならび現地調査のポイント等に

ついてレジュメを作って検討します。そして前日は同じホテルに全員宿泊します。

次が現地調査です。そのあと、評価チームの事後検討会を、２週間後をめどに行い、大

体３～４時間かけます。主担当が評価チーム報告書の、それぞれの担当部分の案を作成し

て持ち寄るわけです。

次が評価チーム報告書の作成です。これは現地調査曰の大体lか月あと、主査がまとめ

て作ります。そのあと、評価委員会の分科会を、評価委員会のメンバー３名で構成し、評

価報告書の原案を検討します。そして評価委員会で、評価報告書の原案を作り、確定して、

法科大学院に送付することになります。

その対象法科大学院により、意見申述手続きがあります。その期間はlか月です。トラ

イアル評価では、いわゆる異議申し立て手続きは置いていません。その代わりにこの意見

申述手続きで、事実認定部分ならびに評価部分のすべてについて意見を求めるわけです。

それを踏まえて、評価委員会による評価報告書の確定という段階に入ります。本年行った

トライアル評価は、現在この（９）（10）（11）の段階を進んでいるところです。

トライアル評価の、現地調査の標準的なスケジュールは、「トライアル評価の概要」の

２に書いたところです。評価は、事前に提出された自己点検評価報告書、その他の資料、

アンケート等の書面審査と、この現地調査が二つの柱になるわけです。当財団では、評価

における法科大学院との対話、コミュニケーションが非常に重要と考えており、現地調査

を重視しています。まず、朝８時半から９時、ここで評価担当教員、リエゾンスタッフと

の打ち合わせをします。校舎全体の見学も行います。９時から10時半にかけて、法科大学

院の院長、教務責任者等との最初のミーティングがあります。ここで法科大学院長からの

プレゼンテーション、質疑応答、追加質問等がなされます。そのあと授業見学です。

そして、お昼休み時間には学生との意見交換、その後、教員との意見交換、ＦＤ関係者

のミーティングを行います。そして、さらに授業見学をします。この授業見学は何班かに

分けて、可能な限り授業を拝見するということです。同時に、分担して試験答案の閲覧も

－３０－



しました。すなわち試験答案の上の部類、中の部類、下の部類のそれぞれのサンプルを出

していただき、それを拝見するわけです。それによって、私どもとしては授業の成果を見

させていただくと同時に、成績評価・修了認定の、評価の準備をさせていただくわけです。

そのあと、評価チーム内部ミーティングをして、最後に法科大学院の責任者等のかたが

たとの最終ミーティングを行います。

ほぼ10時間ぶつ通しでやるわけで、評価を受けるほうも大変ですが、実施する側も体力

勝負です。私は大学で柔道部にいたのですが、私にとっても大変厳しいもので、これを本

評価で３曰間やるためには、事前に体力を作るところから進めないといけないのではない

かと思った次第です。そのような大変な評価ですので、双方にとって、いいＦＤ活動にな

るようにと願っています。

（トライアル評価の意義）

私どもはトライアル評価に当たり、事前に検討するわけですが、その段階でその法科大

学院の、いいところと問題点とを見抜き、それをジャストミートした指摘をする必要があ

るし、それが評価機関の役割であると考えています。かかる検討を踏まえ、法科大学院と

のミーティングや意見交換会で、かみしもを脱いだ率直な意見交換をしなければならない

と努め、また、できたと思っています。そのような率直なミーティングは、法科大学院内

部だけでは決して実現しない率直な対話であり、コミュニケーションであったと考えてい

ます。

その際に感じたことは、法科大学院のディーン、あるいは指導層のリーダーシップの重

要性でした。これを支援するのも、法科大学院の評価の重要な役割ではないかと感じた次

第です。また、今回のトライアル評価を通じて、教育活動の評価は非常に難しいことを痛

感しました。すなわち、定量的評価よりも定性的評価のウエイトが高くなり、また静態的

評価だけでなく、動態的評価の面が非常に多くなってくるので、評価の実施方法に大変な

工夫が必要であると考えています。そのうえで、評価判定基準の納得性、合理性を確立す

る必要があると痛感しました。当財団ではトライアル評価を通じて、評価基準のバージョ

ンアップを図るとともに、この評価実施方法、評価判定基準を確立していかなければなら

ないと痛感しました。

（法科大学院教育の調査研究）

法科大学院教育そのものの調査研究ですが、まさに法科大学院は黎明期、立ち上がり期

です。その法曹養成教育の充実発展の促進、これが評価の目的です。すなわち評価する側

においても、法科大学院の現状についての十分な』情報と、法曹養成教育についての見識が

問われます。まさに評価する側も、評価されているわけです。これは特にこの黎明期には

重要で、こういうものに裏打ちされた質の高い評価が求められていると考えています。そ

のため、当財団では、認証評価事業の付帯事業として、法科大学院および法曹養成制度全

般に対する'情報収集と調査研究、および法曹養成教育についての調査研究を行うことにし

ています。

具体的には、日本版マックレイト・レポートの作成、および先ほどの二つのマインド、

七つのスキルの教育内容・教育方法の調査研究を目指して、法曹養成研究会を立ち上げま
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した。座長は川端和治弁護士です。我々としては、かかる調査研究に裏打ちされた質の高

い評価、そしてその成果を法科大学院に提供できるような第三者評価事業を行いたいと考

えている次第です。

（おわりに）

最後に、法科大学院は本当に黎明期ですが、私ども法科大学院の第三者評価事業は、そ

れよりももっと黎明期にあることを、率直に申し上げざるをえません。そして我々評価機

関も、法科大学院の厳しい評価にまさにさらされるわけです。そのために、曰進月歩で充

実・発展していかなければならないと考えています。ぜひとも、我々に対しても厳しい叱

喀激励をいただきたいと思っています。そして、この法曹養成教育の充実発展と、法科大

学院制度の充実発展に、我々としても全力で尽力したいと思っています。

法科大学院とぜひとも協力し、手を携えてこの制度をいいものにしたいと心から願って

いる次第です。どうぞよろしくご支援いただきたいと思います。

ありがとうございました。
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【パネル１「専門職大学院としての法科大学院のあり方｣】

第１報告

「大学評価・学授与機構の法科大学院認証評価システムと

その特質」

馬塲剛（大学評価・学位授与機構評価事業部長）

（はじめに）

本年１月14曰付で、当機構は、曰弁連の法務研究財団に約半年遅れて、文部科学大臣か

ら認証をいただき、法科大学院教育の認証評価についても取り組んでいくことになってい

ます。パネルのテーマが「法科大学院教育のあり方」となっており、大変荷が重いのです

が、お招きいただいたのは、評価が法科大学院教育の質の向上にどのような形で寄与する

のかということかと思いますので、当機構が実施する法科大学院の認証評価について、機

構創設の経緯を踏まえながらお話しさせていただきます。

（大学評価・学位授与機構の成立・活動の経緯）

１９９８（平成10）年の大学審議会答申の「２１世紀の大学像と今後の改革方針について」と

いう２１世紀答申において、副題の「競争的環境の中で個`性が輝く大学」ということで、各

大学が一層発展していく基盤として、多元的な評価システムの確立が急務だという点にお

いて、第三者評価の必要性が示されました。これを受けて、機構創設の準備の検討が行わ

れたわけで、大学等の教育研究活動等に関し、各専門分野の方にビア・レビューを基本と

しながら、学生あるいは企業等の利用者の視点なども加味した多様な観点から、評価を行

うための体制を用意すべきだということがあり、平成12年に国立学校設置法の一部が改正

され、当機構が設置されました。これまで、３回の評価の経験を積んできております。主

に、国立大学を中心とした評価ですが、目的・目標をどれぐらい達成したかという教育研

究活動全体の評価を行ってきました。この経験を生かして、法科大学院の認証評価にも反

映できればと思っております。

当機構は、今まで政府の機関でしたが、本年16年度から独立行政法人として新たにスタ

ートしました。機構の行う評価は、法律上、これまでと同様に大学等の教育研究水準の向

上に資することを目的として、大学の教育研究活動等の状況について評価を行い、その結

果については、当該大学及び設置者に提供して公表することになっています。これは、先

ほど杉野課長からありましたが、認証評価制度が導入された目的と一致していますので、

機構としてもこの事業に積極的に対応していきたいと考えています。

（法科大学院認証評価の基本的な方針）

法科大学院認証評価についても、法科大学院の教育等の水準の維持と向上、また個』性的

で多様な発展に資することを目的として、機構としては取り組んでいきたいと考えていま

す。具体的には、３点について実施していくこととしています。１点目は、認証評価制度

の趣旨を踏まえて、法科大学院における教育活動の質を保証するために、教育活動等の状
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況が評価基準に適合しているか否かの認定を行うこととしています。また、教育活動等の

状況について、多面的な評価を実施し、その結果をフィードバックする。それを法科大学

院の自主的な教育活動等の改善に役立ててもらいたいということが２点目です。

さらに３点目は､公共的な機関として設置・運営されている法科大学院の活動について、

広く国民の理解と支持が得られるように、支援および促進ができればということで、教育

活動等の状況、あるいは成果を明らかにし、それを社会に分かりやすく示すこととしてい

ます。片仮名で言うと、１はアクレデイテーション、２はエバリュエーション、３はアカ

ウンタビリテイで、この３つを念頭に評価を実施していくことにしています。

評価の基本的な方針としては、５つ挙げています。１つ目は、評価基準に基づく適格認

定評価です。評価基準は、機構が適格認定をする際に、法科大学院として目指すことが必

要と考える要件を定めたものです。この評価基準に適合していると認めた場合に、適格認

定を行い、その旨を公表することとしています。評価基準の個々の基準としては、５４の基

準を設けており、これらをすべて満たしていることが求められます。基準を満たしている

かどうかを判断する際には、各基準に付された解釈指針も総合的に判断したうえで、判断

が行われる仕組みです。

２つ目は、自己評価に基づく評価です。評価は、教育活動の個｣性化、あるいは質的充実

に向けた法科大学院の主体的な支援、取り組みを支援・促進するものですので、これを実

効あるものとしていくためには、やはり法科大学院自らが評価を行うことが重要だと考え

ています。機構の評価としては、それを分析し、その結果を踏まえて、基準の適合性を判

断することとしています。自己評価は、本当に評価の基礎となる極めて重要な作業なので、

自己評価に際しては、機構の評価を希望する法科大学院については、自己評価を担当され

る教職員の方に、自己評価書の作成の方法や自己評価を判断・分析するときの根拠となる

資料やデータについて、個別に事前に十分な連絡をとりながら行っていきたいと考えてい

ます。

３つ目に、各法科大学院の個性の伸長に資する評価を行っていくということです。評価

基準の判断にあたっては、法科大学院の個性ある特色が十分に発揮できるように、各法科

大学院の有する教育の理念、目的あるいは養成しようとする法曹像を踏まえて判断するこ

ととしています。基準の設定においても、そのような評価が行われるよう配慮しています。

また、ただ基準を満たしているか否かということだけではなく、やはり改善に資するとい

うことから、優れた点があればその点も指摘し、改善を要するようなものや、あるいは特

色のあるものがあれば、その点も指摘し、参考にしていただくことを考えています。この

判断は、基準については満たしている、満たしていないということですが、それ以外にも

10の章ごとに、段階的な評価を実施することとしています。これについては評価手引書の

８ページに詳しく記述しています。

４つ目は、ビア・レビューを中心とした評価です。評価委員には、法科大学院の教育活

動の実状をしっかりと分かっていただいている方に、適切な評価を行っていただきたいと

考えています。法科大学院に関し、高い専門的識見を有する大学関係者、あるいは法曹関

係者、また専門の事項に関して学識経験のある方にお願いして、いわゆるビア・レビュー

を中心とした評価を行うこととしています。そのためにも、評価委員については十分な研

修を行いたいと考えています
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５つ目は、透明`性の高い開かれた評価です。評価結果は確定する前に、評価対象法科大

学院にフィードバックし、意見の申立ての機会を設けることとしています。仮りにその意

見の申立てがあった場合は、再度審議し最終的な評価結果を確定することになります。開

かれたということですので、意見の申立ての内容は、評価報告書と一緒に公表することに

しています。また、評価基準の見直しについても、評価となった法科大学院の意見等を踏

まえながら、常に評価システムの改善を図っていくこととしています。これが主な基本的

な方針です。

（評価結果の公表法）

５４の基準があるのですけれども、５４すべての基準を満たした場合に、評価基準に適合し

ているという適格認定を付与するということです。ただ、それだけでは各大学の自主的・

主体的な教育の改革に、あまり参考にならないのではないか。これは、今までの３回の試

行的評価の経験を踏まえてのものですが、基準ごとに段階的な評価を行うとすると大変と

いうこともあり、章ごとに段階的に指摘することによって、主体的な改革の参考にしてい

ただきたいということで、これはすべて公表されるということです。

「評価実施手引書」に評価報告書のイメージ図がありますが、このような評価結果報告

書が公に出るということです。これは大体のイメージですので、この中身が、大学が掲げ

る目的によっては大分違うと思いますが、イメージ図の２ページのⅡに「認証評価結果」

があります。これが、その機関全体としての評価結果になります。イメージ図の３ページ

から章ごとの評価ということで、「第１章教育目的」ですが、すべての基準を満たして

いるとあり、その根拠理由をきちんと書きます。優れた点があれば、それも指摘します。

また、この点をもう少し頑張ってほしいという点があれば、改善点として指摘します。第

１章の全体としては、「当該章の基準のすべてを満たしており、かつ法曹養成の・・・、

総合的に判断して、優れた状況である」ということで、このようなイメージを考えていま

す。ですから、②の○一，○，○＋、×は、４段階の判断記述を分かりやすく記号で表す

とすれば、このようになるということで、実際の評価報告書でこの記号を使うことは考え

ていません。

基準を満たしていれば○、満たしていなければ×、満たしているのだけれども、こうい

う点はもう少しある程度改善とか、頑張ってほしいというのがあれば○一、また「相応な

状況」で、よくやっている場合は○、極めてよくやっている状況で、他の法科大学院の模

範になるような取組を行っている場合は○＋、という意識で、評価作業のプロセスにおい

て、評価委員の先生方に認識してもらい判断していただこうと考えています。

（評価の効果と法曹養成教育との関わり）

さて、各法科大学院の自主的な改革に委ねて、レベルが上がるのが理想なのですが、下

がった場合にはどうするかという点についてですが、結論的に言うと、それは社会がちゃ

んと見ていくのだろうと思います。これまで３回の試行経験を踏まえると、最初は、国立

大学の評価でさえ、自分の研究業績あるいは教育の中身を自己点検評価させて、それをま

た第三者が評価するのはとんでもないという下地から始まって、３回目のころには大分そ

れが浸透してきて、かなりの自主的な改革が進んできているという状況にあり、それが法
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人化にもつながっていって、今はかなり頑張っていると思います。

法科大学院については私も制度設計にかかわった一人として、これで本当に法学部の先

生方が、これで変わるのかということも大分言われました。当時、いろいろなシンポジウ

ムに出席し、法学教育改革、大学改革を回りながらそれを強調して回りました。それを踏

まえると、法学部の先生方は、かなり頑張っている実態があります。授業が終わっても、

学生が教壇の前に来て教員を離さないということなどを聞いています。まさに黎明期で、

良い教育、良いシステムを作ろうと頑張っていると思います。そういうことを、評価機関

として後押ししていきたいと思っています。

あまりマイナーに考えるときりがありませんが､それでもだめな法科大学院については、

それは市場がきちんと判断していくと思っています。ただ、評価機構としては、評価に関

する情報をいろいろ集積して発信するポータルサイト的な立場もとっていきたいと考えて

いますし、そういう情報を集めながら、各大学の教育改革につながる評価方法を提供して

いきたいと考えています。

法曹養成以外の人材養成に力を入れる法科大学院があればどうなるのかということです

が、やはり3000人という養成枠がある以上、毎年6000人が卒業していくとなると、3000人

が完全にあぶれるという状況に、数字的にはなります。司法試験制度がある以上は、そう

いうことになるわけです。機構としては、法科大学院で学んだ知識を生かして、法曹にな

れればいいのですが、なれなかった場合でも、例えば法曹以外の隣接分野に入っていくこ

とも評価していこうということで、評価基準をつくっています。

やはり、こんなに法科大学院ができるとは思っていなかったわけで、最初は国立大学が

10校程度といったことで議論をしていたこともあります。規制緩和もあって、とにかくい

い人材を養成する、きちんとしっかり教育を受けた人材ができるためには、ある程度の人

数がいないとできないことも事実で、その中で、きちんと社会が見ていくということだと

思います。

（法科大学院修了後の進路と認証評価）

法科大学院修了後の問題ですが、基準の中に、ある程度教育の目的の達成度については、

司法試験だけではなくて、もちろんこれも見ることになっているのですが、基準要綱の５

ページの１－１「教育目的」の、１－１－２に基準があり、「解釈指針１－１－２－１」

に、「各法科大学院の教育目的の達成度は、学生の学業成績及び在籍状況、並びに修了者

の進路及び活動状況、その他必要な事項を総合勘案して判断するものとする」としており、

しっかりやっているかどうかを評価したいと考えています。

法科大学院の目的は、あくまで法曹養成ですが、法科大学院で学んだ知識を生かして、

どういう道に進んでいるのか、プロセスにおいて目的が達成されているのかどうかを、総

合して見ていこうと考えています。力､といって、司法試験の合格率を全く見ないというこ

とではありません。そういうことでは、この司法改革制度そのものが影響しているといっ

てもいいかと思います。基準の検討の最初の段階では、司法試験合格率、合格者数という

文言が入っていましたが、議論の過程で、文言を入れると、司法試験だけに一生懸命力を

入れてしまう法科大学院が出る恐れがあるということもあって､はずした経緯があります。

では、どのように学生を指導していくのかについては、学生の支援体制に関する基準が
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ありますが、履修上の指導体制、生活支援について、キャリア支援について基準を設けて

います。どのようにやられているのか、ただ窓口を設けて、体制を組んだだけではなくて、

それがどのように機能しているかという点を評価していただこうと考えています。公務員

や研究者、あるいは企業法務とか税理士や弁理士、あとは隣接職業分野等ですが、学生は

法曹になりたくて来ているわけですので、そこははずさないで、その上で、３回司法試験

合格へのトライアルの機会がありますので、それを踏まえながら、きちんとしたキャリア

支援をしていっていただきたいと考えています。

（地域の特殊性に対する評価上の配慮）

どういう評価をやるかについては、地域の特殊性を十分念頭に置く必要があります。当

時、地域バランスが議論されたときは、司法試験の合格者は、大手５大学がほとんどを締

めてしまうのではないかということがあり、５大学が入学定員を大幅に増やした場合には、

全部そちらに行ってしまって、地方にだれも来ないのではないか。定員を少なくすれば、

残りが地方に散らばるから、ある程度の学生を確保できるとか、そういうことを聞いたこ

ともありました。けれども、今、地域の問題を処理できる法曹を養成するということで、

地方の大学がある程度定員を抱えながら養成に取り組んでいます｡制度の趣旨からいうと、

ある程度うまく機能しているのではないかと私は思っています。

金沢大学を卒業した人が地方に出て行って、ホームドクター的な発想で訴訟実務にあた

ることもあると思います。ですから、そういう人材養成もある程度は必要でしょうし、中

央にある大学でも、そういう人を養成して、地方にどんどん派遣してくるようなシステム

ができればと思っています。

機構としては、評価に当たっての留意点を二点挙げています。一つは、法科大学院設置

の趣旨、各大学がお持ちの趣旨、歴史、伝統、規模、資源と人的あるいは物的条件、地理

的条件等を考慮して、評価を実施するという点。もう一つは、競争的な環境の中で個性が

輝く大学として一層発展するため、改善していってほしいということで、いろいろな取り

組みをされている特色をしっかり見ながら、必ずしも成果は出ていなくても、努力の部分

をしっかりと見て、評価していこうということをうたっています。そういう方向で評価を

行い、法科大学院教育が良い方向に改革されていくことを期待したい。

（予備評価の実施）

予備評価の実施に関してですが、本評価は、修了者が出る平成19年度から実施するとあ

りますが、本評価の前に機構としても、初めての評価の経験でもありますので、法科大学

院との評価方法等について、共通理解を得ながら、本評価に臨みたいと考えています。ま

た、法科大学院におかれましても、果たして現在の教育活動等の取り組みが、本評価のと

ぎに評価に耐えるものなのか、あるいは本評価を受けるときまでに、今からどういうこと

をやっておく必要があるのか。あるいは、このままでいいのかという不安があるという声

も聞きます。そのため、機構としては、法科大学院の求めに応じて、本評価に先立って予

備評価を行うこととしています。予備評価については、現在の教育活動についてビアによ

る評価を受け、改善点等について、忌憧のない意見交換ができればと思っています。それ

を参考に改善点については本評価までに改善し､優れた点についてはさらに充実を図って、
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本評価に安心して対処できるということを考えています。

また、予備評価については、基本的には本評価と同様な方法で行いますので、予備評価

の結果を、本評価でも活用できるものがあれば、本評価での作業量が分散され、効率的な

評価が行われるのではないかと思っています。したがって、各法科大学院もできるだけ早

い時期に予備評価を受けられ、その結果を本評価の準備に有効に活用いただければと考え

ています。１７年度に予備評価を受けられる法科大学院については、予備評価後も連絡を密

にとりながら、本評価に向けて支援していきたいと考えています。

（より高質の評価システムの確立を目指して）

最後は、よりよい評価システムを目指してということです。本年１月28日に、中教審か

ら「我が国の高等教育の将来像」という答申が公表されました。その中で、高等教育の質

の向上の項目で、評価との関連において、「認証評価や自己点検評価の結果等によって明

らかになった課題や1情報が、適宜適切に社会や学習者に提供され、高等教育の質の維持向

上のために活用されることが求められる」という指摘があります。これは大変重要な指摘

で、やはりこの言葉を思うと、評価を行う側と評価を受ける側とが協働して作業にあたる

ことが、最も重要なことだと思います。とりわけ、評価委員の役割は重要だと考えていま

す。

先曰、アメリカのアクレディテーション・システムの現状を勉強しに行っている私ども

機構の教員が、ある雑誌にレポートを載せていましたので、紹介させていただきます。ア

メリカのあるアクレディテーション団体が開催した、新人の評価委員のための勉強会での

出来事です。勉強会で、スタッフの方が評価委員に対して、「皆さんは大学に潜入したＣ

ＩＡのエージェントではありません。大学の窓拭き係です。大学が中からも外からもよく

見えるようにするのが皆さんの仕事です」と話されたと記していました。大変示唆に富む

話と感じています。機構がこれまで行ってきた試行的評価の中でも、「なぜあら探しや重

箱の隅をつつくような指摘をするのか」と言われることを経験してきましたが、決してそ

ういうことがあってはならないと考えています。

また、答申では、「評価で質の向上を図るためには、評価方法や評価基準の不断の見直

しと改善、評価する側の質の高さや、適正さを担保するため仕組みを整えることが今後の

重要な課題になる」という指摘もされています。

教育サービスのボーダーレス化が言われています。国際的な動きを見ますと、ユネスコ、

ＯＥＣＤのような国際機関では、高等教育の質の保証に関する指針を作成しようとする動

きが、現在始まっています。

また、ヨーロッパでも、1999年の「ボローニャ宣言」が出されたことを契機として、２０

０３年現在で40か国が署名されているそうですが、2010年までに、「欧州高等教育圏」の建

設を目指して、圏内の学位の相互承認や、単位互換の推進などが行われて、高等教育の質

保証と制度の共通化を目指した取り組みが進んでいると言われています。したがって、そ

ういうことを考えますと、認証評価は今始まったばかりですが、その評価の質を向上させ

る取り組みが、これから急務ではないかと思っています。

このため機構としても、大学情報の評価の応用に関する調査研究と、国際的通用力を持

つ大学評価システムの形成に係る調査研究の、二つの調査研究を立ち上げて検討していま
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す。報告書が出たら、それを活用しながら、より良い評価システムの構築を目指して努力

していきたいと考えています。また、評価の国際通用`性ということから、これまで機構が

取り組んできた試行的評価の結果や、評価情報、認証評価基準等について、英訳版を作成

し国外に情報を発信していきたいと考えており、現在、その検討も進めているところです。

以上、現在の機構としての考え、取り組みの状況を報告させていただきました。
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第２報告

「法曹養成のあり方と法科大学院認証評価」
由岐和広（弁護士、曰弁連法務研究財団認証評価事業部事務局長）

（曰弁連法務研究財団の法科大学院認証評価の特質）

本研究財団の第三者評価事業の事務局長をさせていただいています由岐と申しま

す。先ほど飯田から、すでに法務研究財団の第三者評価の概要を述べさせていただき、

今の馬塲さんの意見を聞いて、大きな枠組みとしては、同じ方向を目指しているとい

う感じを持っています。しかし、いちばん重要なことは、実は、我々は法曹養成から

この第三者評価に入ってきました。どちらかというと、二つの団体は第三者評価から、

この法科大学院問題にアクセスしてきたという、大きな違いがあるとおもいます。そ

の結果、組織的、あるいは評価システムの概要については同一でも、恐らくその内容

に大きな違いが出てくるのではないかと思っています。そこで私のほうから、逆にこ

の財団にはどういう特徴があるのかに絞って話をさせていただきます。

まず、法科大学院評価は、「法科大学院評価として完結してはならない」という考

え方を持っています。確かに、法科大学院は法曹養成の中核ですが、法科大学院教育

をめぐる、例えば司法試験制度、司法修習制度に対しても、評価・検討をしていかな

ければいけないと思います。例えば、法科大学院がよい教育をして、司法試験の合格

率が低ければ、それは司法試験が悪いのだと、提言していかなければいけません。残

念ながら、今、法科大学院は黎明期であるがゆえに、そう主張する勇気がない大学院

もあるので、我々はそれをサポートしていくのだという、強い気概を持っているつも

りです。もちろん、司法試験がよくて、法科大学院が良いにもかかわらず、いい法曹

ができなければ、その後のシステム、具体的には司法修習・研修が悪い。これらにつ

いても是正を求めることも我々の任務だと思っています。第三者評価機関は単に評価

大学院だけの評価にとどまらない、もっと大きな法曹養成全体に対する評価機関であ

るという位置づけを、私どもはしています。

二つめは、馬塲さんのところと一緒ですが、あくまでも大学が主体である。やはり、

学問研究の自由は、我々にとって重要な課題だと思います。しかし、それがゆえに自

己閉塞的な大学システムができあがって社会的評価を受けないなら、我々が社会的評

価をサポートしよう。つまり、我々、職能団体である弁護士会が中心に第三者評価を

行うことであることは否定できない事実で、むしろ我々は法科大学院を支援し、我々

の後継者を養成してもらおうという形で社会にアピールする存在として、果たして純

粋なビア・レビューでいいのかという疑問も持っています。

次が、我々が何度も何度も言っていることですが、現状、法科大学院は黎明期です。

安定期ならば、恐らくアメリカのような評価制度でいいのでしょうが、始まったばか

り故柔軟性があるがゆえに、ヘまをすれば悪い方向に向かってしまう恐れも、法科大

学院はあります。これを、私どもは何校かトライアルをして、せっかく法科大学院が
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いい方向に向いて動いているにもかかわらず、悪魔の手みたいなものがどこからか伸

びてきています。それは、予備校や受験団体、あるいは法科大学院自体が司法試験の

予備校となってしまう自体すら考えられるのです。法科大学院は本当にいい法曹養成

機関であってほしい。それがゆえに、やはり我々としては、黎明期に我々が活動する

場が多いのではないかということで、本研究財団は第三者評価の実績がないにもかか

わらず、このようなシステムを立ち上げた次第です。

我々評価機関ができることは情報の提供です。つまり、今法律家、社会に要請され

る法曹は、どのような能力が必要とされるのかということです。これについて大学に

情報提供をしたい。さらに対話を重視していきたい、つまり、今まで職業団体である

我々と法学部は、法学部の先生ならすぐ分かるのですが、全くといっていいほど対話

がありませんでした。同じ法律学を対象とするにもかかわらず、実務家と大学の研究

者は、全く隔絶した社会にいました。私が、この問題に取り組んだとき、そもそも研

究者と我々との間で会話が通じないのです。そういう事態は、すでに５年を経過して

直っていきましたが、これからも継続的に法曹の情報を与えるシステムとして、この

第三者評価機関が重要であるという認識を､私どもは共通の理解として持っています。

したがって、この第三者評価の位置づけが、単に大学評価だけではなく、法曹養成の

中での法科大学院に対する評価を位置づけたい。このような発想の違いがあると思い

ます。

（法曹養成と法科大学院のあり方）

ところで、実は私が法科大学院問題にかかわったのは、７～８年前です。恐らく法

科大学院ができたことによって、法学部はリベラルアーツを行うか学部としては成立

しなくなるであろうと、ドラスティックに、先ほども出た合田さんは言っていました。

僕も、将来的にはそうなる可能性があるのかと思っています。アメリカでは、基本的

に法学部はありませんから、先ほど飯田が、むしろ他学部を出た人ほうがいいと言い

ましたが、私もいろいろな知識を持った人が法律学をやるのが、法律ばかり７年間や

るよりはよほどいいかと思っています。

法曹以外の養成についてですが、本来、専門職大学院は法曹養成を目的とします。

しかも、法学部は、法曹養成を放棄してしまっています。法的知識がある人を養成す

るという命題を建てても、例えば行政法の授業で１年間、監獄法ばかりやっている先

生がおられたり、自分が研究した特殊な分野を講義する法学部の教授がいました。つ

まり、それは法学部の「教育」的にいえば堕落であり、よくないところなので、法科

大学院がそうなっては困りますので一応、現在は法曹養成を目的としていただく。将

来的に改革が必要という中に、この法科大学院の教育目的が変わる可能性はあると思

います。今は黎明期だから、それこそ必死になって、法曹養成を目指していただきま

す。そして、私はその中で新しい展開は、必ずどこかで出てくると思っています。

また、私ども認証評価の関係で言うと、実は地方の大学のほうが、純粋に法曹養成

を目指していただいているのではないかという印象を持っています。東京などは、い
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ろいろな情報が入るために、学生が右往左往していて、予備校へ行って、ダブルでス

クールをやらなければいけないのかと、まじめに聞いてくる学生もいます。つまり、

そういう意味では、地方のほうがいい法曹養成をしていただいているのではないかと

思っています。

二足のわらじをはくようで申しわけないのですが、まさに、私も地域バランスとい

うことは、昨年まで曰弁連の法科大学院センターの事務局長をやっていたときも意識

しました。例えば、島根や、沖縄等も作っていただきました。岡山にも金沢にもでき

たのは本当に喜ばしいことで、我々としては、地方に法曹養成機関が散らばることが

理想ですし、第三者評価機関においても、地域に密着した法曹ということで、単位弁

護士会に、それを支援していくようにお願いしています。

認証評価の関係では、クリニックとか、エクスターン（シップ）に積極的に取り組

むところを、我々は高く評価しようという形で、認証評価の中にいれています。お答

えになっているかどうか分かりませんが、できるだけ地方に頑張っていただきたい。

問題は経済的な問題と、私は岡山の話も聞いていますので、ぜひみんなで力を合わせ

て後継者養成をやっていきたいと思っています。

ところで、私ども法科大学院はプロフェッショナルスクールだと思っています。単

に実務のスキルを教えるだけではなく、プロフェッショナルとしての法曹を育てなけ

ればいけません。そういう意味で、研究能力のある実務家を育てるのが、ロースクー

ルの最も重要な点だと認識しています。

そこで、我々の評価基準で言うと、評価基準３－２－１「教員の担当する授業時間

が、十分な準備をすることできるものであること」、これは教育の面で必要です。雑

用を減らすために、教員の授業やその準備等を支援する仕組み、体制が用意されてい

ることが必要とされています。評価基準３－２－３「教員の研究活動を支援するため

の制度・環境に配慮がされていること」は、法科大学院にとって私は重要な要素だと

思っています。このことは共通の理解として、単に技術、法的実務を教えるだけでは

なく、学問と実務の乖離を回避する意味でも、学問に裏打ちされた実務を教えるため

にも、研究者や実務家に、大学で研究活動する時間に配慮してほしい。それがこの基

準の中に現れています。

卒業後の指導ですが、アメリカでも司法試験のための受験訓練をするのですが、そ

れは単位に入れないというルールがあります。これを真正面から認めれば、また予備

校のようなものを肯定することになるので、ここが難しいのです。先ほど馬塲さんか

らご指摘のあった企業法務という抽象的なことですが、我々もこれを言わざるをえま

せん。ここまでが評価機関で、私個人ではどうなのかというと、平成22年には3000と

なっていますが、もし法科大学院の教育が本当に充実し、多くの人が法曹になるなら、

その3000は通過点だと思っています。これは評価機関としての意見ではなく、私の意

見ですから、ここだけは誤解しないでください。

やはり、多くの人に法曹を目指してもらうことは、私たちにとってはうれしいこと

ですし、それだけ社会の人たちが評価してくれていることだと思います。そして、そ
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の人たちが本当に優秀ならば、私たちはもっと多くの法曹を受け入れるべきだと、私

自身は思っています。それこそがいちばん重要なことであって、小手先のノウハウや

知識を勉強させることが重要だとは、私は思っていません。

（トライアル評価の経験）

私は、３校のトライアルに立ち合いましたが、我々弁護士というのは、私でもけつ

こうですが、遠慮会釈なしに意見をいうものです。大学側からも遠慮会釈のない批判

が我々に寄せられています。私は、いい意味での緊張感がなければ、絶対との第三者

評価は成功しないと思っています。もし、我々が大学に遠慮をしたら、これは評価制

度の死滅であり、大学は社会的要請を放棄する、一つの大きな理由になると思ってい

ます。我々はシビアに、かつ、よい意味での緊張関係を持ってやっていかなければい

けないと思っています。

結論的に言えば、３校を見て、法科大学院が如何に努力しているか分かります。も

ちろん始めたばかりなので、高い評価などは差し上げられないかもしれませんが、そ

れぞれが必死になって努力しています。私どもはその３校に対して敬意を払うと同時

に、私たちはそれを支援していきたい。ある意味で、弁護士会として各単位会にお願

いして、そのように積極的にＦＤ活動を試みている大学を、支援していかなければな

らないと考えています。金沢大学も、恐らくその趣旨から、このコンファレンスを催

しているのだと思います。こういう形で法科大学院が社会に対して積極的にアピール

していくことを、私は重要だと思っています。

（曰弁連法務研究財団と評価委員の関係）

先ほど馬塲さんから評価委員の問題が出されました｡評価委員研修が重要なことは、

我々が評価委員研修を５回にわたって行った経験からも明らかです。短期間ですが、

すでに130名のかたに登録していただいています。200名以上の方が、評価委員として

参加していただけると、私は思っています。さらに300人ぐらいになってしまう可能

性もありますが、このように、熱心な人たちに支えられた法科大学院が、いい方向に

回るようにしたい。しかも、私どもは、決して法科大学院だけが評価の対象ではなく

て、実は私ども弁護士も社会からの評価にさらされています。そういう意味では、企

業や一般有識者にも、我々自身ならびに大学の現状を、見てもらう機会を作っていか

なければならないのではないかという議論をしており、この評価委員あるいはオブザ

ーバーになるかもしれませんが、企業法務にかかわっている人たちにも入っていただ

くシステムづくりも、今後検討していきたいと思っています。

（総合評価と分野別評価）

また、我々の評価は総合評価ではなく、分野別評価としています。その理由は、評

価は大学に序列をつけることが目的ではありません。目的は、その大学の特徴をもっ

と引き出すことです。弁護士もこれからの時代は、多様な弁護士が養成されなければ
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ならないと思っています。専門的な弁護士はもとより、例えば、私は「窓口を担当す

る弁護士」と言っていますが、いろいろな問題をクライアントと話し合い、それを専

門家に振り分ける弁護士のような、多様な弁護士がこれから養成されてくると思いま

す。多様な弁護士に応じた法科大学院も、多様なものでなければいけません。これは、

恐らく曰弁連や、第三者評価事業に携っている人たちの共通の理解です。したがって、

この分野別評価は、その大学が何をやりたいのかをきちんと把握し、それらについて

評価することが重要だと思っています。

分野別評価は九つの分野に分けて、これについて多段階評価を行います。法科大学

院の評価は、情報公開が前提ですので、この評価については公表するという前提にた

っています。Ａ＋、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄという判定を行います。もちろん、評価項目によ

っては適否しかできないものもあります。トライアル評価は、大学から公表するのは

自由ですが、我々のほうからは公表しません。本番は、私どもはこれを公表します。

しかも分野別の評価を公表します。

「Ａ＋」は、取り組みが卓抜している、あるいは卓越した効果が期待できる場合は

「Ａ＋」です。

「Ａ」は取り組みのサイクルが軌道に乗っている、継続的に改善がされる場合が相

当の角度で期待される場合です。

取り組みのサイクルが構築されている、または法科大学院としての取り組みとなっ

ている。法科大学院全体の取り組みになっているが「Ｂ」。

「Ｃ」は当該評価基準の目的を的確に理解し、その達成に向けた組織的な取り組み

がなされている。まだ全体的ではないけれども、組織的な取り組みがなされていれば

「Ｃ」。

「Ｄ」は取り組みがなされていない。これは不適、いけないということです。

我々、評価機関の役割として、いいものをよく、そして大学自身が改善していって

頂くのが我々の願いです。しかし、我々が一生懸命改善をしてもだめな場合は、退場

していただくしかないと思っています。それはドラスティックに「不適」ということ

もありうると思います。現実にそういうことがあるのかは、私どももまだ経験してい

ませんので分かりませんが、そのときこそ勇気を持って、あなたの法科大学院は不適

です、と言う勇気は持ちたいと思っています。

（対話重視と定性評価）

さらにソフトの問題です。幾らペーパーで判定基準を作って、評価をそのとおりに

やっても、恐らくそのとおりうまく行きません。自己点検評価報告書は、やはり形容

詞が多く、飾り言葉が多い。実際に会って、この意味を聞いて、お互いがお互いを批

判し合い、理解し合い、そこで初めて第三者評価がうまくいくのではないか。アメリ

カでは、そういう対話はむしろ回避することによって、公正性を維持する。これに反

するように、我々が対話を重視するのは、黎明期ゆえです。今、評価のための評価は

必要なくて、評価は法科大学院を充実させるためのものです。法科大学院が、自ら改
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革の提言やサポートをする機関として、我々は動いていかなければいけないと思って

います。

そのためにも、定量評価より難しいのですが、教育評価･定性評価を重視していこ

うという考えです。定量評価は、例えば教員割合15対１などという法令基準がありま

すが、このことも重要ですがもっと重要なものは教育そのものだと思っています。も

ちろん、これは評価として難しいことも承知しています。あるいは主観的要素が入り

込むのではないか。しかし、最後は大学を信用しますが、教育そのものの評価こそ現

在我々に求められている評価なのではないでしょうか。これは絶対に、我々がやらな

くてはいけないことだと思っています。我々、特に外の人間というか、私は弁護士で

すから、最後は大学と議論し、大学に教育を任せるという勇気を持たなければ、行き

過ぎた干渉になります。必ず評価委員の先生がたにお願いしているのは、行き過ぎた

干渉だけはやめてほしい。大学は大学の工夫をして、大学が自己改革を遂げるような

システムが最もいいのだと。我々はどうも過度の干渉をしすぎるところがある。それ

は、むしろ大学側から批判してほしいし、私もその点は注意するつもりです。やはり、

評価の客観性と法科大学院の支援が、大きなテーマとして我々に課されている問題で

あることは認識しています。

さらに、法科大学院の第三者評価は、極端に聞こえますが、私は、評価するだけだ

ったらあまり意味がないと思っています。むしろ、法曹養成に関する提言をしていき

きます。これは私がよく出す例ですが、アメリカで若い弁護士たちに文書作成能力が

ないという批判が社会的に出てきたとき、ＡＢＡの基準が単位を１単位から２単位に

引き上げました。そういう形で、私どもは情報提供をして大学と話し合いながら、例

えば評価基準の改定は、曰進月歩といって良いでしょうか、不断にやっていきます。

大学が、この評価基準はおかしいのではないかと言ったときはきちんと議論して、我

々がおかしいと判断したときは､我々は判定基準や評価基準を変えていく勇気だけは、

常に持っていなければならないと思っています。

いずれにしても結論的に、先ほど馬塲さんが言われたように、評価は、評価を受け

る側とする側の共同作業である。この言葉は非常に含蓄があって、これからの法科大

学院の発展のためには必要だと思っています。
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第３報告

「法科大学院制度の成立と法曹養成教育」
田島純蔵（金沢大学大学院法務研究科教授・弁護士）

（法科大学院制度成立の背景）

私は弁護士ですが、金沢大学法務研究科で民事総合演習ＩとⅡを、３年生に卒業の前の

１年間を教えることになっています。今曰のパネル２では、皆さんトライアル評価を受け

た人たちの報告があるのですが、金沢大学はまだ受けていません。受ける前の立場という

意見もあってもいいのではないかということで、お話しさせていただきます。

専門職大学院の将来と認証評価ですが、法科大学院はでき方において違いがあったとい

うことで、専門職大学院としても、認証評価といっても違いがあると思い、その辺を少し

考えてみたいと思います。なぜかというと、司法改革の一環としてできたということで、

ここは全く違います。では、なぜ司法改革なのかを考えることによって、どういう弁護士、

法曹を養成したらいいのかということが出てくると思います。昔の今から20年以上も前の

裁判所はどうだったかというと、－人の裁判官が約200～250件の民事事件を抱えていまし

た。１０時から30分、１時から30分の間に20～30件も弁論をします。その弁論をやる場で何

を言っていたか。「訴状のとおりです」「準備書面のとおりです」だけで、実際上の内容

の話は、そこではあまりなされません。それで、毎月１回そういう弁論が入ってきて、和

解ができればいいのですが、そうでないと証人尋問や当事者本人尋問などの人証の証拠調

べをします。そうすると、なかなか尋問期曰が入りません。２か月、３か月先などという

のは常識でした。しかも、1人に主尋問を聞いたら、反対尋問は次回という具合になって

いたので、非常に時間がかかりました。大体、１審で判決までに２年ぐらいかかるのはざ

らでした。

ところが、これではいけない。なぜそうなってきたかというと、結局、裁判や訴訟をす

る人は一部の人で、通常の人は裁判などはしませんでした。ですから、２割司法ともいわ

れましたが、いわば事前の規制です。事前の規制でそういう紛争を起こさないことも、行

政官庁などの指導によって、事が処理されていました。それは先ほどの大学の評価の話と

一緒です。これが競争原理になって、事前の規制はやめましょうということになりました。

そうすると、事後の規制でルールを作って、社会をきちんと維持していこうとなると、

法曹、法律家の役目が非常に重要だと。そしてそういう場面は非常に増えてくるというこ

とです。そうすると、弁護士の数、法曹の数が足りないことになり、それで毎年3000人ぐ

らいの法律家を育てていこうという話になるわけです。ところが、現行司法試験で増やし

て450人だったのが、700人、1000人と増えてきたわけですが、１０００人ぐらいになってくる

と「これは待て」と。非常に裁判官や指導する弁護士が、これでは非常にひどい人が入っ

てくるという意見が出てきました。そういうことで、点としての司法試験から、課程（プ

ロセス）としての法科大学院となりました。そのプロセスの中で、きちんと法曹として育

成しでいき､それで社会に出していこうという要請が働いてきたということだと思います。

(法科大学院に求められる法曹養成機能）
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では、法科大学院は、どういうことをしなくてはいけないのか。法科大学院の卒業程度

で求められている能力は、司法研修所の前期を修了した程度だといいます。結局、司法研

修所へ行きますと、実務修習があります。民事裁判、刑事裁判、弁護事務所、検察修習な

どの現場に行ったとき、そういうものをきちんと習得できる基礎的な力を、法科大学院で

つけようということです。

ですから、大学教育だけで終わって司法試験に受かって、それから研修所の前期修習で

初めて、要件事実と証拠の見方、事実認定教育が行われた。そこの部分が欠けていました。

要件事実教育は大学では行われませんでした。証拠の評価、事件ごとに無限に証拠がある

わけではありません。それをどう評価するかという、事実認定教育が抜け落ちていました。

そういうところをきちんと補っていくことが大事だと。このような司法研修所の前期や後

期は、先輩の裁判官や法曹関係者からバトンタッチで教えられ、育てられてきました。そ

ういうものを後身、若い人たちにバトンタッチしていかなければいけません。これが一つ

の法科大学院の使命だと思います。

関連して、曰本の法律はなかなか変わりませんでしたが、民事保全法が改正され、民事

執行法が改正され、民事訴訟法が改正されたということで、製造物責任法もでき、それか

ら消費者契約法、実質上民法総則の改正です。そのように、今は法律もどんどん変わって

いく時代になってきています。「新しい酒は、新しい皮袋に入れなさい」という言葉があ

りますが、その意味では、新しい司法制度を担う人たちを育てていかなければいけません。

では、どうやって育てていけばいいのかということで、認証との関係も出てきます。先

ほどから「黎明期」という言葉が何度も使われ、黎明期は混沌としています。決まったも

のが、まだでき上がっているわけではない。そういう中で、みんなでそういう経験などを

生かして、より法曹をきちんと育成できる大学院に育て上げていかなければいけません。

ですから、先ほどからの話でありがたいのですが、評価といっても、切り捨てられるよう

な評価ではなく、‘情報を生かして、悪いところがあれば正して、結果としていい法科大学

院を作り上げていきたい。我々教官等も、そういう気持ちで学生に接して、作っていきた

いと思っています。

（｢金沢大学法科大学院」の法曹養成教育）

金沢大学法科大学院について、少しふれたいと思います。そういう個性があったほうが

いいという話がありました。いろいろなバラエティのある法科大学院があり、法曹が誕生

していいという話がありました。金沢大学法科大学院の目標の、特徴の一つに、地域社会

に根ざした法曹養成が掲げられています。これは北陸三県をまたがる弁護士会などの協力

をいただいて、北陸にその地をかまえています。こういう地にあって、地域に根ざした法

曹を作り、育っていただきたいということです。これは誤解されるのですが、パンフレッ

トに「地域に根ざした」と書かれていますと、これから受けようとする人が、「金沢で弁

護士をやらなければいけないのですか」「裁判官や検事への任官もできないのですか」と

いう質問もあるのですが、決してそういうことではありませんｄやはり、オールラウンド

な力をつけていただいて、ホームドクター的な弁護士を目指しましょうということです。

こう言うと、ホームドクター的というだけで終わってしまうようにも思われるかもしれ

ませんが、これは大事なことで、オールラウンドな力というのは、基本的な力なのです。
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基本的な事件を、きちんと処理できることが、どんな専門的な法律家になるにしても、必

須の条件だと思います。そういう点から言うと、金沢大学がこういう地域社会に根ざした

法曹を養成しようというのは、明日のあるべき社会に法曹を育てていくということでは、

非常にいい目標だと思っています。

金沢大学の法科大学院は、学生数が40名で、これが特徴的だと思います。ですから、演

習的な講座では20名・２０名で教えます。私の場合、民事総合演習Ｉ、Ⅱは、今年の４月か

ら始まります。そういう意味では、まだ教育経験がないことにもなってしまいますが、生

徒からの要望があり、アンケート等をとって、６月から自主講座をやっています。大体１７

～18人のかたが加わってくれているのですが、全くの自主で、こちらが答案を見て、問題

を出して、答案を書いてくる人は書いてくる。そうすると、こちらがそれに手を入れてあ

げます。そういう自主講座を行っているわけです。壇の上から講義をして最後に試験をす

るというだけではなく、きめ細かく見てやることも必要ではないか。

変に、中途半端に勉強して、予備校に浸かってしまっていて、定型的な言葉しか使えな

い人もいます。すると、私は「これは必要ない」と指摘してやります。２回、３回となか

なか直りませんが、私のほうでいいと思った答案を、参考答案でこのほうがいいというの

を、皆さんに付けてあげます。そうすると、そうなっていた人が、突然いい答案を書き出

すこともあります。

既修者や未修者の人でも、非常に筋がいい。ゼロから出発して、今これだけの内容が書

けると、この人は伸びていくという力や可能性を持っていることも分かります。そのよう

な個別的な、きめ細かい指導も非常に大事です。司法研修所では、我々は教官からきめ細

かい指導を受けてきているわけです。ですから、法科大学院でも、そういうものを学生だ

ちと一緒に作り上げていきたいと思っています。
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第４報告

「志願者動向から見た法科大学院・法学部の今後」
足立寛（ベネツセ・進研アド『ピトウィーン』編集長）

（はじめに）

進研アドＢｅｔｗｅｅｎ編集部の足立です。進研アドはベネッセコーポレーションのグ

ループ会社で、ベネッセは、進研ゼミや進研模試でご存知の教育産業の会社です。ただ、

司法試験予備校は経営していません。Ｂｅｔｗｅｅｎは、様々な大学改革のテーマを扱

う専門誌です。法曹関係の専門誌でもないので、正直言って、私自身は法科大学院の教育

の中身についてはまったくの門外漢です。ただ逆に、だからこそ、今日は外野から見た法

科大学院、そして法学部についてお話させていただきたいと思います。特に法学部につい

ては入試結果データもご紹介させていただきながら、皆さんからご指摘やご意見をいただ

ければと思っています。

（法科大学院の志願者・合格者の状況と法学部）

今日私が用意させていただいたのは資料番号５と６です。資料５については、４年制大

学の２００５年度入試の志願者の分析資料です。すべての学部系統の説明と、後のほうは

法学部だけを抽出した志願者データを出しています。現段階で判明している一般入試の大

学の志願状況をまとめています。

資料６は、法科大学院の志願状況と合格者状況の一覧で、こちらは、１月26曰現在で判

明しているものだけを掲載しています。法科大学院はまだ二次募集等をしていますので、

この数字もまだ途中経過で、最終のものではありません。ホームページ等からの数値をま

とめたものです。これらから大きな流れだけ少しご紹介したいと思います。

大学入試センターの適性試験の本試験ですが、昨年の受験者数は２万1344人でした。初

年度は２万8340人で、6996人減少しました。これは割合にして25％程度の減少です。こた

め、各法科大学院でも志願者数の減少は大きいものでした。資料６をご覧いただいてもお

わかりのとおり、法科大学院の志願者の相当数が、２年目に入って激減に近い状況になっ

ていることは、否めないと思います。集計時点では、二次募集や後期曰程などでまだまだ

増える可能性はありますが、それにしても相当減っていることは間違いない。

この理由は、１０月に法務省の試案で、初年次の新司法試験の合格率が34％、そのあとは

22,20％に減っていくと報道されたことが影響したといわれています。ごく最近、その数

値は４割、５割という形に訂正されましたが、当初の予定からは大きく減ったことはまち

がいありません。ただ、文科省の専門職大学院の担当者に聞きますと、実際には報道前の

適性検査の実施段階から受験者が減っているので、このような報道による敬遠が理由では

ないと言われました。減少の最も大きな理由は、法曹への志望の堅い層が１年目に殺到し

たからで、２年目はその反動が出たのにすぎないということでした。減少した理由はどう

であれ、合格率がこれほど低くなることがはっきりしてくると、来年度以降も志願者の減

少につながっていくことは否めないと思います。

今後すべての法科大学院の新司法試験の合格率が４割になるかというと、そうではあり
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ません。ある法科大学院は７割から８割合格、もっと合格するかもしれません。しかし、

ある法科大学院になると、１割にも満たない。ひょっとすると1人も合格しない法科大学

院も出てくるでしょう。好むと好まざるとにもかかわらず、新司法試験の結果によって法

科大学院の序列化がはっきりしてきます。

合格実績が挙げられない法科大学院は、翌年から志願者が集まらなくなり、その状態が

続けば、当然閉鎖の憂き目にあってしまいます。場合によっては、それは法科大学院の存

続だけの問題に留まらず、学校法人全体の存続にも大きくかかわってくる可能性も大いに

あります。私自身は、そのことを大変危'倶しています。

こういう状況の中で、もう一つ注目したいのは、この法科大学院の志願者の多くを下支

えする法学部の人気がどうなのかということです。１８歳人口が減っています。どれぐらい

減っているのかというと、資料５の〈第１表〉を見ていただくと、０５年度入試で「私立大

・計」と書いていまして、右下に「指数」が97.4とあります。去年の指数を100とすると、

今年は、私立大学は全体でほぼ３％程度志願者が減っているわけです。この３％減は受験

人口の自然減の割合です。ですので、それ以上の割合で減っているかどうかという基準で

見ていったときに、学部・学科の人気不人気ははっきりしてきます。

〈第３表＞は、私立大学の学部系統別志願者増減表です。最終の集計数字ではありませ

んが、一般入試の志願者はほぼ網羅しています。法学部は、今年は21万2371人の志願者、

去年は23万2431人ですから、約２万人も減っています。指数は91.4で約９％も減っていま

す。法学部の人気が確実になくなってきています。これは、かつては考えられなかったこ

とです。

分析の文章には、「法学部を中心にまとめた。昨年ロースクールが新設され、法学部の

新しい未来像が示されたことから、法学部に対する受験生の関心が高まっていくかと思わ

れたが、今回の集計を見ると意外に志願者数の減少幅が大きい。それはロースクールの入

学状況や卒業後の新司法試験の競争率予測などが、受験生が考えていたより厳しいことが

分かったからであろう。そのような状況下で、法学部卒業後２～３年のロースクールの勉

学に耐えうるか。ロースクールに進学しなかった者の就職はどうなるのか、法学志望者に

はかえって不透明な部分が多くなる結果となってしまった。それを反映しての敬遠傾向と

いえるかもしれない。中央大、早大、慶大、明治大、法政大、曰本大など、大規模校の法

学部が軒並み志願者を減らしている」と書かれています。

〈第４表〉の国公立・計の指数は94.9で、私立より減少幅は大きい。全体で約５％減っ

ているわけですが、その中で学部系統別にどうなのかというと、〈第６表〉の「法・政治」

は91という指数で、やはり約９％もダウンしており、私立大学同様に不人気傾向となって

います。では、法学部志望をやめて一体どこへ行ってしまったのかということですが、大

体の流れとしては、政策・行政､社会・社会福祉のあたりの学部に流れてしまっています。

資料５では、大学別にも法学部系統の志願者数の増減を掲載しています。０４年度と05年

度を見比べていただきますと、どこの大学も法学部系統が相当数減っています。このよう

に、法科大学院を下支えしていくべき法学部で､今このような現象が起こってきています。

普通、入試といいますと、ある年に志願者が大きく減ると、「揺り戻し現象」と称して、

翌年は穴場と見た受験生が殺到し、また増えるということが起きますが、法学部に関して

は、このゆり戻し現象が起きず、２年続きで志願者が大きく現象しました。０４年度入試
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で減少した理由は、どの大学も法科大学院を作る一方、国公立大学を中心に法学部の募集

定員をかなり減らしたために敬遠傾向が顕著に出たからです。05年度入試でも減ってしま

ったのは、法学部自体の不人気傾向が定着してしまったことを示しています。

（法学部の今後）

法科大学院は未修者枠で法学部以外の卒業生も受け入れるので、何も法曹を目指すのに

法学部出身である必要がないということになってきます。ある一部上場企業の方にお聞き

すると、今後、企業としての専属契約として弁護士を迎え入れる場合も、学部段階では何

も法学部でなくてもいい､むしろ教養系あるいは経済学部や政策系の学部を出ている方が、

様々な学びを経験している分だけ、人間的にも魅力があって、望ましいのではないかと言

われていました。しかしそうなればますます法学部の存在,性が問われるようになるだろう

と思います。

法学部に入るリスクも増大します。例えば自分の大学に法科大学院があっても、法学部

出身だからといって、そこに入学できるとは限らない。むしろ優秀な学生を法科大学院に

入れるために、学外から取ることになってきますと、学内の法学部生はスピンアウトされ

てしまう可能性もあります。

私はある法学部の先生から、今後、法学部は大体三つぐらいの方向性に分かれていくの

ではないかというご指摘を受けました。一つは、法科大学院にしっかり入れさせることを

目的に、法曹教育をしっかり行う法学部です。旧帝大を中心とする国立大学はまさにこの

方式をとっています。２００４年度入試で募集枠を大幅に減らしたのも、法科大学院に入

学できるだけの学力を持った学生だけを入学させたかったためだと私は思います。

二つめは、法学部の中に政治学科などの学科も併設している法学部が多いわけですが、

そのような政策系の学科の教育機能を強化させて、法的な視点に立ったリベラルアーツ教

育を行っていく。そういう法学部が出てくるだろうと思います。三つ目は、かつての教養

部のように、法学部自体を発展的に解消してしまうケースです。法学部の先生方は他学部

に分属されることになります。例えば経済法は経済学科へ、法哲学は哲学科へということ
です。

（法学部の運営と法学部改革）

いろいろなことを申し上げてしまいましたが、要は法科大学院の存続は、法学部の改革と

セットで考えていかないといけないということが申し上げたかったのです。法科大学院の

運用経費の大半は、その大学の学部生が出しています。自分の大学の法学部に魅力がなく

て、どうして魅力ある法科大学院が運営できるでしょうか。

そのためには、広報のあり方ももっと考えていくべきです。もっと社会全体に関心を持

ってもらって、法学部も含めた法科大学院の未来をもっと希望ある明るいものにして、受

験生を逃がさない工夫が必要だと思います。

私はこのままだと、法科大学院は市場での淘汰が進む可能』性が非常に高いと思っていま

す。私は、これからの法科大学院は、新司法試験に合格させるだけを目的にするのではな

く、法曹界以外も視野に入れ、法的知識を持ったリーダー養成機関としての役割を担って

いく法科大学院もあっていいと思っています。
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（法学部、法科大学院の課題）

とはいえ、法律学科の先生などは、プライドが高い人がとくに多くて、政策系の観点も

入れてもっとグローバルな視点で法学部を改革しようとしてもなかなか賛同しないという

話を聞いたことがあります。しかし、法科大学院が出来て、法学部に対する社会や受験生

のニーズは変わってきています。もともと法学部はアメリカの大学にはなかったわけで、

法科大学院はアメリカ型のプロフェッショナルスクールであるロースクールの制度を曰本

に後から導入したものであることは周知の事実です。これまでなじんできた日本型の制度

を変えないまま、アメリカ型の制度を後から導入したことで矛盾が起こってくるのは当然

だと思います。

ただ、一つ忘れてはいけないと思うのは、法科大学院の運営資金はどこから出ているの

かといったについて、当事者の人たちはもっと認識すべきです。法科大学院に入る学生納

付金だけではまったくの赤字で、今は補助金という国民の税金を投下しているのが実情で

す。そのうえ、法学部だけではありませんが、学部生の納付金も相当額が使われているは

ずです。そうすると、時代のニーズに合わないからといって法学部はつぶれてもいいとい

う話にはなりません。法科大学院についても、各大学は莫大なお金をかけて施設・設備を

整え、法科大学院を作ってしまったわけですから、受験生が集まらないといって簡単にや

めるわけにもいかない。これは本当に学校法人全体で考えていかないといけない重要な問

題だと思っています。

もう一つ私が思ったのは、法曹やロースクールの魅力についてのもっとうまい広報を、

社会人や法学部を出ていない受験生に対してできないものでしょうか。例えば、今年、文

科省が「専門職大学院形成支援プログラム」という競争型の教育コンペを行いました。法

科大学院は96件申請があって、選定されたのは48件と半分も選定されました。それはきっ

と世間に対して、うちの法科大学院はこんなにいい教育を始めていますとアピールしてく

ださいという意味も込めて、多分これだけ多く選ばれたのだろうと、私は外野から思うの

です。

しかし、どの大学もホームページを覗いてみると、アピールしている中身は、当事者し

か分からないリーガルクリニック、エクスターンシップなどの専門用語のオンパレードで

す。そんな言葉を書き並べて、うちの法科大学院はこんなにいい教育をしていると宣伝し

ても自己満足の世界でしかありません。もっと分かりやすく法曹の魅力やロースクールの

教育の魅力を伝えていかなければ､潜在的なニーズすら生まれてこないという気がします。
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パネル１ディスカッション司会者としての感想
前田早苗（大学基準協会評価・研究部長）

司会者をやらせていただいての率直な感想は、とにかく難しかったという一言に尽きま
す。

その理由は、まず第一に、パネルのテーマが「専門職大学院としての法科大学院教育の

あり方」であるにもかかわらず、そのパネリストの顔ぶれが、つまり４人のうちふたりま

でが（そして司会者である筆者も)、評価機関のスタッフであったことです。このテーマ

とパネリストのアンバランスさが、現在の法科大学院の状況をよくあらわしています。

これには、法科大学院とその認証評価が同時に法制化されたために、法科大学院の教育

の成果である修了者の進路までも含めて充分に自己点検・評価を行い、その結果を評価す

るには、どうしても５年以上かかるはずなのに、法科大学院には発足から５年以内に認証

評価を受けることが義務付けられてしまったという事情がからんでいます。充分な成果を

挙げてから評価を受けることが許されないことが、評価機関が法科大学院教育のあり方に

深く関与しなければならない要因になっているのです。もちろん評価機関は評価だけやっ

ていればよいわけではありません。評価を通じて、質の保証を担保するだけでなく、質の

向上を支援することが評価機関の重要な目的です。そのことは認証評価機関のふたりのパ

ネリストも強調しておられました。

第二に、法科大学院と認証評価機関の置かれているもうひとつの困難な状況が、司法試

験の合格率の問題に焦点化されてしまうという点です。法科大学院がどんなによい教育を

しても、認証評価機関がどれだけ厳格な評価を行っても、社会の関心は司法試験の合格率

のみに集中することは想像に難くありません。

こうした状況において、法科大学院の認証評価機関に課された役割は、機関別の認証評

価や他の専門職大学院とは大きく異なるといえます。

その点で、大学評価･学位授与機構と曰弁連法務研究財団という２つの認証評価機関に

ついて、評価基準や評価方法など、印刷物を通してあらかた知っていたつもりでしたが、

パネリストおこ方のお話を伺うと、評価に対する姿勢が大分に異なるのではないかという

ことに改めて気づかされました。それぞれの設立の経緯によるところが大きいのですが、

前者は設置基準をはじめとする諸法令、法科大学院制度の成立のプロセスで築かれた様々

なコンセンサス等に関する遵守状況に力点が置かれ、後者は、大学外部の法曹実務家の法

科大学院に対する支援が強調されています。どちらも大切な視点です。

筆者の所属する大学基準協会も、これから法科大学院の認証評価申請を行う予定です。

何もかもが初めてづくしのなかで、３つの認証評価機関がそれぞれの特色をどう生かして

評価を行っていくべきなのか、そしてそのような認証評価機関の体制が法科大学院の将来

にどう貢献できるのかが問われていると言えます。法科大学院教育に対するそれぞれの認

証評価機関の役割と課題とを強く自覚させられました。

認証評価機関以外の、おふたりのパネリストの発題から、またそれを踏まえたフロアか

らとの討論から、司会者の仕事を通じて勉強させていただきました。
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おひとりが法科大学院実務家教員として法科大学院教育のあり方について、もうおひと

りが法科大学院の外部から志願者の動向を中心に､それぞれ貴重なお話をいただきました。

その後のフロアとの討論をあわせて、このパネルでは法科大学院をめぐる独自の課題も少

なからず指摘されました。

具体的には、さまざまな制約があるなかで、それぞれの法科大学院がどのような個性を

発揮し、社会に良き法曹を送り出すことができるかという中心的課題をはじめとして、志

願者減少の問題、法学部の今後、法曹以外に進む学生の評価、法曹過疎地域の問題、教員

の教育負担等々です。また確認しておきたいことは、法科大学院を法曹養成制度全体のな

かでのひとつのプロセスと捉えることが強調されるあまりに、法科大学院を設置する大学

の財政的負担に代表されるような、大学という枠組のなかにこそ法科大学院があるのだと

いうことが忘れられるようなことがあってはならないことです。

１９８０年代半ばに設置された臨時教育審議会以降、大学改革が盛んに行われてきました。

その出発点としての臨教審の答申においては、大学が主体的に改革を行うのだという姿勢

が読み取ることができました。しかしながら、そのあとの改革は、総合規制改革会議や経

済財政諮問会議にみられるように、大学の外側から、大学は何をやっているのだという批

判とともに、改革案が外圧として導入されてきたように思えます。大学団体に身を置くも

のとして自戒の念もあるのですが、やや乱暴な整理をすれば、大学は自分たちをよくする

ために制度を作っていくはずだったものが、その制度改革が旧態依然とした体制の中でな

かなか進まないうちに、業を煮やした外側からの要求によって、ある改革の方向性が決め

られてしまった。１８歳人口の減少という人口動態や文科省の大学をめぐる競争的な環境

創出の方針がその外圧を後押しする形になり、今度はその改革の方向性に大学側が何とか

応えようという姿勢で臨むようになってきてしまったと言えるのではないでしょうか。

法科大学院においても、司法試験の合格率が法科大学院の教育成果やその評価と合致し

ないものであるならば、司法試験の方に問題点があるのだと言えるような、大学と法曹関

係者が一体になって、ともすれば流されがちな改革動向に待つたをかけられる、そういう

内実をつくっていくことが大切であろうと痛感しています。
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【パネル２「法科大学院の認証評価ロ

第１報告

「法科大学院の認証評価と法曹養成教育

一日弁連法務研究財団・トライアル評価『評価チーム」の
主査の経験を踏まえて－」

宮川光治（弁護士、元司法研修所民事教官）

（はじめに）

ずっと同じテーマで議論をしてきて、最後にパネリストになる者のつらさを先ほど

から感じています。皆様もお疲れですので、最初２～３分雑談をさせていただきます。

数曰前に、現在の司法研修所の弁護教官６人の人たちと懇談をする機会がありまし

た。この４月入所の修習生は５９期ですｄ私は平成元年から４年まで、司法研修所教

官で民事弁護を教えていたのですが、その当時の42～45期の司法修習生の人たちと、

最近の司法修習生はどう違うのかということで、興味を持って話を聞きました。司法

修習生は、おおむね有能で、質が高い人材です。しかし、大体合格者700～800人ぐら

いの段階から、つまり数年ぐらい前から少し状況が変わってきて、特にこの２～３年

は目に見えて変化しているというのです。教官達の言葉では、大体57期ぐらいで、現

行司法試験で受かるべく人たちは合格し、いささか非人間的表現ですが、「滞貨は一

掃されたと思う」と。現在、修習の現場では、教育に苦労していると言っていました。

果たしてそのとおりなのかということについては、昔も教育にそれなりに苦労した

者としては、疑問がないわけではありません。しかし、ある程度はそのとおりだとす

ると、法学部教育、予備校教育、司法試験というプロセスと、その後に司法修習を置

くというこれまでの法曹養成の在り方が、制度疲労していて、法律家の質を向上させ

る、数を増員させるという社会的な要請には、まさに耐えられないシステムであった

ことを表していることとなります。

法科大学院は、それに代替するシステムとして作られたわけですので、数年後に同

じような繰り言を現職の司法研修所教官達から言われないように､大学人のみならず、

私たち認証評価をする者の責任は重いと感じているところです。

（法科大学院認証評価の課題）

曰弁連法務研究財団では、昨秋から三つの大学のトライアル評価を行いました。私

は、そのうちの一つ、早稲田大学のトライアル評価で主査を担当しました。それから、

この評価委員会の分科会委員の１人として、あるいは評価委員会委員として、國學院

大学と新潟大学の各法科大学院のトライアル評価の自己評価報告書と、それから評価

チームの報告書を読ませていただいて、評価委員会の報告書をまとめるという作業に

参加しました。

－５５－



その内容については、厳しい秘密厳守の責務が課せられていますので、ここでは少

し抽象的に、評価機構の立場として、今後考えるべきことを、３点申し上げたいと思

います。飯田さんや由岐さんの報告と一部重複するところがあるかもしれませんが、

お聞きください。

第１点は、法務研究財団は何のために評価をするのかということです。大学評価・

学位授与機構、それから基準協会もおやりになる。それと異なって、私たち法務研究

財団が、この評価をする意味、視点というか、基本は何なのか。それは、社会の法曹

養成に対する要請を踏まえるということですが、その原点にいつも立ち返る必要があ

ると思います。

評価機構として、この現代社会、あるいはさらに近い将来の社会で、法曹にどのよ

うな役割が期待されているのかについて、もっと探求をし、その成果・視点を、認証

評価の取り組みに反映させていくことが必要ではないか。そのことが私たち法務研究

財団の認証評価の、特色であり、大切なことであると思います。

先ほど大学評価・学位授与機構の馬塲さんから、授与機構はビア・レビューを中心

とする評価を行うというお話がありました。確かに、２５人の評価委員会のうち、１５人

が大学関係者で占められていて、法曹界は５人、一般有識者は４人、残る１人は大学

センターの関係者という構成です。司法制度改革審議会意見書は、透明性の確保のた

めに、一般有識者の参加を求めていますので、数人は参加させることは必要です。透

明↓性確保のために、ある程度開かれつつも、大枠としてはまさに大学関係者による評

価であるとみることができます。こうした評価の在り方は、供給者支配にならないよ

うに十分配慮していかなければならないとされているところであるかと思います。

これに対して法務研究財団は、４対３対３という割り振りで、評価委員会を構成し

ているのです。これはビア・レビューとノンピア・レビューの中間形態を目指してい

るということを表しています。ユーザーの視点を、ある程度評価の中に取り入れてい

くということがこうした組織構成にも表れているわけです。

法曹に期待される機能が大きく拡大しつつある。法曹の在り方は実に大きく変動し

ています。そういう中で、先ほど市場感応型という表現がありましたが、企業から市

井の市民に至るまでの方々が、法曹に何を望んでいるのかを探求していく。変わるべ

きものと変わらざるものとを見分けつつ､その成果を法科大学院に示していくことが、

法務研究財団の評価の課題としてあるわけであり、そのことを具体的にどう実現して

いくかということを深めなければならないと思っています。

第２点は、評価の適正・客観性・公平性を担保するために、考えなければならない

ことがいろいろあるということです。まずは、評価担当者の問題です。

実際に評価を担当していますと、事実の認定と評価に、個々の評価委員の個性が、

非常に色濃く表れてくるということに気づきます。法務研究財団の評価委員は今、リ

スト上は130人、さらに200人くらいまで増えるだろうと思いますが、法科大学院制度

の理念が、まだまだ評価委員全体にすべからく共通のものとなっていない。意識変革

は、法科大学院の教員のみならず評価委員において、いまだ達成されていない状況で
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す。その結果、考え方の違いが、事実の認定と評価の両側面に影響しています。

対策として、まず第１に、どこの機関でも考えられていることですが、評価委員の

研修を十分に行うということがあります。財団でも第１回研修を終えて、第２回の実

務研修を予定して、これからも研修を続けていく予定です。

第２に、評価チームの中での議論を充実させる。事前、中間、現地調査の際、報告

書案ができたときの議論を十分に行って、理解の共通化を図っていくことが必要だと
感じています。

第３に、評価チームの人的構成に配慮する必要があると思われます。事務局スタッ

フが評価委員メンバーの個性をよく把握して、組み合わせ、それから主査・副主査の

人選に、細心の注意を払っていくことが必要です。

最後に、以上とは異なった問題ですが、評価のプロを養成する、幅広く経験を積ん

だプロを養成しなければならない、ということがあります。ＡＢＡのアクレディテー

ションでは、そうした人材が複数、存在しています。４０年、５０年という長い歴史の中

で養成されてきたのですが､私たちは、それを１～２年で作り上げなければならない。

経験豊富で、広い全体的な視野で評価ができる人材を、何人か創造することも課題の
一つです。

評価の適正・客観性・公平性を担保するためには、以上の要員面での課題のほか、

評価基準を洗練していくという課題があります。法務研究財団の場合は、原則として

評価基準毎に段階評価を行っていき、その上で、分野別の段階評価をします。その評

価の各段階について具体的到達水準をきちんと明示しなければなりません。その水準

策定のために、努力を繰り返しておりますが、トライアル評価を繰り返す中で精度が
高まっていくこととなるでしょう。

第３点は、評価事業は法科大学院における実務法曹養成教育を支援していくために

行うわけですから、法務研究財団は組織として法曹養成教育の内容と方法について調

査研究を深めなければいけない。評価委員の個人的な見識に依拠して、評価作業をし

ていくという名人芸的なものではなく、組織的に調査研究を集積して、その集積した

ものを評価委員に、そして法科大学院に伝達をしていくことが大切であると思ってい

ます｡

例えば、「双方向・多方向の授業」についてみますと、私たちがトライアル評価の

際に見た授業では、Ｓ年制課程の１年次の基本法のカリキュラムでは到底無理であり、

講義方式を貫くということが最も効果的であるという信念の下に、授業を講義で通し

て展開しておられる教員もおられます。

ある大学での基本法の授業では、その教員のかたが著者の１人であるテキストを用

いて講義されているわけですが、質疑は一切されない。どうもみてみると受講してい

る人の数が少ない。数えてみると、本来いるべき数の7割ぐらいなのです。つまり、

欠席が多いということです。そして授業を参観している間、眠りっぱなしの学生が数

人いる。法学部でおやりになっている授業と、おそらく同じことをやっておられるの

ではないか。
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他方、講義と双方向・多方向での討論を、そして討論の一部ではソクラティック・

メソッ膜を導入しながら討論するということを、実に見事に組み合わせながら展開を

されている基本法の授業を見ました。教室が生き生きと活力があり、欠席者も眠って

いる者もいません。学生もそうした授業には高い評価をしています。

法務研究財団では、これまで教育の内容、教育の方法について、何回かシンポジウ

ムを重ねたり、出版したりしてきました。アメリカの調査をしてもおり、その調査を

まとめたものが、近く出版されます。そういった調査研究により、私たちが到達した

事柄、方法論があり、現実に－部の教員の人によって、すでに実践されてもいます。

それらをさらに深め整理して、法科大学院にそれを提示していく、そのための研究組

織を立ち上げましたので、ご期待していただきたたいと思います。

（法科大学院の自己点検評価報告書）

なお、今回３大学の法科大学院の自己点検評価報告書を熟読しましたので、感想を

申し上げますと、各大学とも短期間にもかかわらず、非常に立派な報告書を作成して

いただきました。ただ、中には作文的なところがあって、美しく書いてあるところも

あるのですが、これはすぐに分かるのです。「ここは作文だ」と。チームで検討して

いますと、「ここに何か不足なところ、隠されたところがあるのではないか｣、「ここ

については追加資料として、こういうものがあるかどうかを質問して、あれば提出を

求めよう」という指摘の声が上がってくるのです。こうした経験から、作文で誤魔化

されることは、まずないと感じています。

（法科大学院の法曹養成教育と司法修習との連携）

ところで、法科大学院の教育は、司法修習と連携を持って構想されることになって

いますから、その後の司法修習で、どのような教育がされるのかをにらみながら、法

科大学院のカリキュラムも、編成されていかなければいけないと考えています。逆に、

司法修習も法科大学院教育の実情を常に把握して変化をする必要があるでしょう。

先ほどの実務と理論の架橋というところではなくて、科目構成・履修単位のところ

でそのことに触れています。「法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学、隣接科

目、展開先端科目のすべてにわたって授業科目が体系的かつ適切に開設されており、

学生の履修が各科目のいずれかに過度に偏ることないように配慮されていること｣。

先生のご質問の第１点、司法研修所の前期修習がなくなるわけですが、そのことを踏

まえて法律実務科目が適切に開設されているか、体系的かつ適切に開設されているか

ということが評価基準の中に、存在しています。

１か月の導入教育が当面行われることになっていますが、これがいつの時点になっ

たらなくなるかという問題ですが、私は最高裁司法修習委員会の委員の1人として、

その委員会で議論したことがあります。法科大学院教育が成熟して、そういう導入教

育が必要なくなったときであるということです。前期修習で現在教えているようなこ

とは、法科大学院で教育されることが期待されているのでして、そのために、適切な
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カリキュラムが設けられていることが必要であるということです。

実際、各法科大学院のカリキュラムをチェックしていきますと、いずれの法科大学

院でもそのようなことを配慮されて、例えば民事については民事実務基礎科目という

カリキュラムが置かれていて、そこで訴状や答弁書の基礎的なものの起案とか、要件

事実教育が行われています。それから事実認定についても、基礎的な教育を行うよう

です。執行・保全についても基本的なことは学ぶこととなっています。私の考えです

が、そういった授業が適切に展開されれば、いきなり実務に入っても、これまでと同

様のレベルで入っていけると思います。そうした状況であることが、法科大学院全体

にすべからく確認できる曰はそんなに先ではないと思います。

（学生の身分と実務教育）

法科大学院の学生の身分について、法的な手当をしなければ、臨床教育、クリニッ

ク、エクスターンシップなどの教育を、適切に施行できないのではないかというご質

問ですが、それはそのとおりかと思います。また、そういう努力を現にしています。

ただ、いきなり法制化といっても無理なので、刑事については法科大学院の関係者と

法務省の間で協議が行われていますし、曰弁連の法科大学院センターの中でも、その

ことについては議論されています。

（法科大学院における後継者養成問題と法学部の今後）

法務研究財団の法科大学院評価基準の中には、後継者の養成に対してどのように配

慮しているのかを、正面で取り上げた項目はないと思います。議論されているのは、

今、法科大学院立ち上げのとぎで、教育の方法論などについても模索している段階で

すから、ここ２～３年は皆さん、本当に教育に没頭されることが必要であると。しか

し、その後は法科大学院が成熟していく中で、研究活動の機会を十分に確保する。例

えば、数年間は教壇から去って研究活動をすることを保証する、ということを実現で

きるよう努力したいと考えています。

ここからは、私の個人的意見ですが、法学部は将来存続していくのかという問題が

ありますが、私は、法学部を、法学を中心としたリベラルアーツを学ぶ学部として変

化させて残すべきであると考えています。私は、学生時代、日本法制史、西洋法制史、

東洋法制史、法哲学、法社会学、比較法、英米法、ソヴィエト法といった授業や演習

を受けました。それも平松義郎、久保正幡、滋賀秀三、川島武宜、石村善助等といっ

た名教授の授業でした。それらの授業での知見や感銘を受けたことは残り続けていま

す。そうした学問が実務家を養成することを主眼とした法科大学院という組織で発展

していくということは困難なことでしょう。また、学生時代にゼミで読まされた川島

・所有権法の理論とか我妻・債権法の優越的地位とか平井・損害賠償法の理論などと

いうモノグラフィーが法科大学院の研究室から生まれるとは考えがたいことです。法

科大学院は､実務技能や事実認定等の分野において新しい学問を創造するでしょうが、

法実務と離れたところで、歴史、経済、社会との接点を踏まえて研究をされる人たち
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が必要です。その人たちが、どこで養成され、どこでそういう研究活?動をしていくの

かといえば、それは法学部でしか今のところはありえないでしょう。そうした基礎研

究をしっかりやられた方々が法科大学院でも教え、また研究に戻る、そういう移動と

交流が今後二の大きな課題であると思っております。
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第２報告

「法科大学院認証評価の重要`性と今後の検討課題

一「評価者』、『被評価者』双方の経験を通して－」
本間一也（新潟大学大学院実務法学研究科副研究科長）

（はじめに）

新潟大学の本間と申します。私は昨年、ある大学に対して行われた曰弁連の法務研

究財団のトライアル評価に評価委員として関与しました。さらには今年の１月に、今

度は曰弁連の法務研究財団のトライアル評価を受け、評価を受ける立場も経験いたし
ました。

そういう意味で、評価する側とされる側の両方を経験したという貴重な経験をさせ

ていただきました。本日ここに呼ばれたのも、恐らくそういう趣旨で何か話せという

ことかと思い、その際に感じたことを幾つかお話しさせていただきます。ただ、もう

すでにこれまでの報告で言われてしまっていますので、私が話すことはほとんどない

状況ですが、幾つか感じたことを申し上げます。

１つは第三者評価の重要性です。２つめは、評価してみて感じたことですが、第三

者評価は非常に難しいということです。最後は、実際に今度は評価をこれから受ける

わけですが、ユーザーの視点から、評価機構に対して幾つかお願いがあります。以上、

３つの項目についてお話ししますが、特定の大学を念頭に置いてお話しするわけでは

ないことをご理解ください。

（第三者評価の重要性とFD）

まず第１に、評価の重要性ですが、大学という組織の現状を考えますと第三者評価

はきわめて重要だと感じています。先ほど来、大学に最終的には任せ、過度の干渉は

避けたいという話がありましたが、今現在の大学では、任せてもらっては困る状況で

す。将来的には任せていただける形にならなければいけないとは思いますが、大学が

任せていただける存在になるためにはやはり第三者評価が極めて重要だと感じていま

す。

といいますのは、自己改革に向けた組織的な取り組みへの熱意において、教員個人

にかなりの温度差があるという現状が存在するからです。自己改革には当然痛みが伴

うわけで、そうしますと年配の教員の方は、「私はもうすぐ定年だから」とか、ある

いは若手ですと「研究にいそしむ時間が欲しい」ということで、どうしても及び腰に

なってしまいます。こういった温度差があるという状況、あるいは機動力が乏しいと

いう状況は、組織が大きくなれば、それに比例してますます強まると感じています。

また、教員どうしの相互評価制度やＦＤが近年行われています。ＦＤ自体行ってい

ない大学は、まず考えられないわけですが、問題は定期的に集まって話をすることが

ＦＤの趣旨であるのではなく、やはり話し合った内容を実現していかなければいけな

い。ＦＤ活動に関しては、話し合うところまでは行くのですが、それを実現するとい
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う方向においては、まだ不十分だという状況があります。

とりわけ、ＦＤを真剣にやりますと、教授内容、教授方法に踏み込まざるをえない

ことになります。我々大学の教員は、本来、教員免許を持っていないわけで、教授法

について特別な訓練を受けたわけではありません。それぞれ皆さんが、自己努力によ

っていろいろな方法を開発してきたわけです。いろいろな形で、教員どうしが「お前

の教授法は悪い」とか「いい」とかいう話をする機会は、これまでなかったわけです。

しかし、ＦＤを真剣にやっていくと、特定の教員の教授方法等、あるいは教授内容に

ついてまで踏み込まざるをえなくなる。つまり、従来アンタッチャブルな領域とされ

ていた部分、聖域に踏み込まざるをえないことになるわけですが、そういった勇気が

まだまだ大学には欠けていると思います。

（第三者評価と法曹養成の「基本理念」の周知）

また、法科大学院制度の理念に対する共通認識の欠如が、大学教員の中にはやはり

強いのではないかと感じております。先ほど、宮川先生のご報告にもありましたけれ

ども、もともと法科大学院構想が公にされた段階でさまざまな意見がありました。十

分な議論あるいは準備期間を経ることなくこの法科大学院制度がスタートした状況が

あり、いまだに共通認識についてやはり不十分な部分がありまして、それがいろいろ

な形で表れてくるように思います。共通認識を持つためには当然いろいろな議論をし

なければいけないわけですが、法科大学院では、教育に大きな時間を取られていて、

それが十分できていない状況があります。

さらに、従来の司法試験という点のみによる選抜ではなくてプロセスとしての法曹

養成という法科大学院制度の理念に対する共通認識が欠けていることから、熱意はあ

るわけですが、それが異なるベクトルのほうに向いている教員も中には存在するとい

う状況があります。つまり、特定の科目についての授業は一生懸命やるが、２１世紀の

司法を支えるのにふさわしい資質や能力を持った法曹を養成しようという気構えをも

って教育に当たっている教員が法科大学院にどれだけいるのかについては、私はかな

り疑問を持っています。

要するに、法科大学院制度がうまくいくためには、やはり熱意のある教員を１人でも

多く集めなければいけないと感じているわけですが、それがまだ不十分であり、そう

いった大学の現状を考えると、やはり第三者評価という外圧を用いて自己改革ないし

は法科大学院制度の理念を維持、堅持していくことがやはり必要になってくると思い

ます。

（あるべき法曹養成像と評価基準・項目の関係）

次の項目は、第三者評価の難しさということです。これは実際に私がやってみて思

ったことですので、これについては異論があろうかと思いますが、まず第１は、評価

基準を設置する際の難しさです。一般論として言いますと、評価の項目だとか基準を

設定する場合は、最初にあるべき姿、理想像を明確にしたうえでそうした姿・理想像
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を具体化するという観点から行うということになろうかと思います。

ところが、法科大学院制度自体が、ご存じのとおり、我が国で初めて導入された制

度であるということもあり、あるべき姿ないしは理想像自体がかなりあいまいだと感

じています。現在、曰弁連をはじめとして３つの機関から評価項目・評価基準が出さ

れていますが、このあるべき姿が、基準項目から見えてくるのだろうかという点につ

いては、率直に言って私はかなり疑問を持っています。

それから、例えば「理論と実務の架橋」は、法科大学院制度のキーワードの一つで

すが、この意味自体も実はかなりあいまいです。これをあいまいにしたまま、当該法

科大学院における教育内容・方法において理論と実務の架橋が図れているのかどうか

という評価を果たしてすることが可能なのかどうか。これも実際にやってみて、非常

に難しいと私は感じました。

（評価基準適用上の課題）

２つめの問題は、評価基準の適用上の難しさに係わるものです。評価基準自体はあ

る程度抽象的なものにとどまらざるを得ない性質をもつものですし、基準に適うもの

かどうかを判断する場合にも適合の程度（グレード）がありうるわけですから、評価

基準を適用する際の目安となる、いわば「判定基準」のようなものが通常作られてい

るわけです。例えば曰弁連のものでは、基本的に、ＡからＤまでの多段階評価を実施

することになっています。実はこの判定を行う際に、Ｄなのか、あるいはＡなのかと

いうのはすぐ排除するというか、法科大学院自体が設置基準に基づいて設置され、ま

た開設されたばかりですので、それはないだろうということでいいのですが、その中

間の部分をどう評価するか、これは実は非常に難しいところがあります。それは具体

的な評価項目のいかなる部分に着目するかによって、ＢなのかＣなのか、あるいはＢ

×なのかＣ○なのかといった評価が分かれることになるかと思います。評価を正確か

つ公平に行うためには、可能な限り、具体的な「判定基準」を策定することが必要で

あると思います。

（書面審査と訪問審査の関係）

３つめは、書面審査、訪問審査の難しさということです。実際に経験してみて、こ

れはきわめて困難であるという感想を持ちました。つまり、教育内容や教育方法の現

状評価を行う場合、書面を対象とした審査にはやはり限界といいますか、相当に困難

なものがあります。曰弁連の場合には、当該法科大学院に対して「自己点検・評価報

告書」の提出を求めています。ところが、この報告書では、書式や記述すべき大きな

項目自体は決められていますが、記述すべき細目や記述方法が明確に定められており

ませんので、やはりこの記述内容にばらつきが見られるように思われます。ですから、

この自己評価報告書を求める場合は、明確かつ具体的な指示を出す必要があるのでは

ないかと思いました。

もっとも、あまりにも詳細な`情報を報告書という形で求めますと、今度は訪問調査
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の意義がかなり薄まる危険性もあります。訪問審査を行ってみて難しかった点があり

ます。確かに、訪問調査では率直な意見交換ができます。また、書面では分からなか

った部分がリアルに体験できるという利点もあります。

しかし、この訪問審査において、特に今回のようにトライアル評価の場合には時間

が限られていましたが、教育内容や方法について短時間で評価することは非常に難し

いと感じました。

（学生による授業評価の位置づけ）

また、学生自身による授業評価に対する過信はやはり危険ではないかと思います。

曰弁連法務研究財団の評価には、アンケート調査が組み込まれていますし、実際に訪

問審査において学生と意見交換をするわけです。その際に、気をつけなければいけな

いことは、学生の評価は、同一の項目に対して、実は非常に極端に別れる場合がある

ということです。この傾向が非常に強いのは法学未修者学生の場合です。法学未修者

には多様な学生が存在します。この法学未修者学生が、例えばある授業の評価をしま

すと、ある学生にとってはその授業は極めて分かりやすくて素晴らしいという評価が

下されます。しかし他方で、ある学生は、すでに知っていることを、なぜだらだらと

繰り返すのかといったマイナス評価をくだし、同一の授業に対する評価が正反対に分

かれる傾向にあります。こうした傾向は、いわゆる「純粋未修者」と、法学部で中途

半端に法律学をやった学生とで、評価が極端に分かれるという点にもみられます。

他方で、学生は一定の甘えを持っています。この甘えを見抜く力もやはり必要では

ないかと思います。つまり、たとえて言えば、学生たちは、はしと茶わんを持って食

`卓についてただ待っているだけで、法科大学院が何かを与えてくれるだろうという意

識が強いように思われます。学生たちは、自分たちが望んでいるものを与えてくれる

場合にはいい評価を下すのですが、それを厳しく突き放したような部分に対しては、

かなり厳しい評価をするといった傾向があります。したがって、学生自身による評価

をやはり過大に評価してはいけないのではないかと感じました。

（評価委員の質の確保問題）

次に、評価委員の質をいかにして確保するかという大きな問題があります。自戒を

込めて申し上げますと、評価員に必要なのは、法科大学院制度に対して十分に理解し

ていることはもちろんですが、やはり、大学という組織、それから教育内容、方法の

現状とその課題を十分に理解していることではないかと思います。つまり、評価員が、

教育内容や方法における苦悩を十分に理解しているからこそ、その悩みを共感するこ

とができますし、また、質問を通じて教育の核心部分に迫ることができるのではない

かと思います。ですから、法律上の専門的な知識を持っているとか、長年の実務経験

を有するといったことではなくて、やはり実際に教育に当たられた経験を有するかた

でないと、なかなか分からない部分があろうかと思います。

また、評価される側も、実は評価委員を評価している部分があります。ですから、

－６４－



いい意味での緊張感が、評価には必要ではないかと思うわけです。つまり、評価する

側も、評価されているのだという意識を持つことが必要ですし、場合によっては満身

創湊の状態で帰ってしまうこともありうることを自覚したうえで、やはり真剣に評価

を行うべきではないかと思います。今回の評価委員が、そういう部分に欠けていたと

いうことを申し上げているわけではなく、一般論として、そういうことが今後一層必

要になってくるのではないかと思っています。

（認証評価機関に求められるもの）

最後に、認証評価機関に対するお願いということですが、実際にやってみて感じた

ことを幾つかお願いとして揚げてみたいと思います。

まず第１点は、評価委員による事前・事後の十分な議論がやはり必要ではないかと

いうことです。特に事後の、実際に訪問審査を終えた後の議論が、やはり十分なされ

なければならないのではないかと思います。もちろん、時間的な制約がありますし、

メール等で済ませられることもあろうかと思いますが、やはり十分な議論が必要だろ

うと思います。

２つめは、（評価報告書では）評価の十分な根拠を示す必要があるのではないかと

いうことです。つまり、ある項目について、基準に合致しているとか、ＡとかＢとい

う結論を示すだけではなく、やはり具体的にどのような根拠に基づいてそのような結

論（評価）に至ったのかを示す必要があるのではないかと思います。

３つめは、否定的ないし消極的評価をするだけでなく、具体的な改善策を提示する

必要があるということです。

４つめは、評価が分かれた部分ついての処理方法です。先ほどの宮川先生のご報告

にもありましたように、評価委員の評価にはかなりの個性があります。ある項目につ

いて高い評価を下した評価員の評価と、そうではない評価を下した評価員の評価があ

る場合に、どのような処理をするのか。概ね高い評価であったという形で記載するの

か、それともこのような意見もあったという形で記載をするのかによって受け取る側

の印象はかなり異なってきます。この部分についてどのような処理をされるかを、明

確にしていただきたいということです。

５つめに､可能な限り多くの,情報を公開しないと意味がないだろうということです。

評価が、単に大学のランク付けにつながるような形になってはいけないと思います。
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第３報告

「法曹養成教育の自己改革と認証評価

一「被評価者」の視点から見て－」
平林勝政（國學院大學法科大学院長）

（第三者評価を前提とした自己点検評価の重要性）

皆さん、最後のパネルで「みんな言われてしまった」と言われているのですが、まさ

に私は最後の最後で考えてきたことについて、話をさせていただきます。

一つは、認証評価が重要であることはもちろん当然ですが、そのときに自己点検評

価や認証評価を、その後の改善改革にどうやってつなげていくかが、やはり私もいち

ばんこの問題が重要なところだと思います。そのときに、我々の評価を受ける側の問

題として、先ほど来、自己点検評価報告書を出しているわけですが、それが必ずしも

十分なものではない、あるいは修飾が多いというご批判もいただいているわけです。

例えば私の経験で、大学基準協会の大学全体の第三者評価を受けた経験もあるわけ

ですが、そのときはかなり作文をして、あまり自分たちの欠点は書かないで、なるべ

く長所を中心に書くという書き方をしました。しかし、法科大学院の認証評価につい

て、本当にそれだけでいいのかというと、もちろん自虐的に書く必要はないとは思い

ますが、やはり自分たちが自己評価として、こういう欠点を持っているのだというこ

とを、やはり率直に書いていかなければならないだろう。そう思って、私どもの自己

点検評価報告書は、それなりに自己批判的なことも書いたつもりです。

そして、それをだれが書くのかというときに、本来は、法科大学院の教員全体が分

担をして、それぞれ書くことがいちばん望ましいことです。私はそのトライアル評価

を受けたという経験で話していますが、今回のトライアル評価の場合、時間的にとて

も短い時間でしたので、必ずしも全員が、自己点検評価報告書を書くところに十分に

参加したとはいえない。ただ、学部のときの評価報告書に比べると随分、進歩してい

たかと思います。

そのことは、外圧を利用することにもつながっていくわけです。否応なしにと言っ

たら語弊がありますが、自分たちのやっていることを点検することによって、自分た

ちが抱えている問題点を、教員一人一人が自覚するというメリットが私はやはりある

と思います。そのことが実は、いの一番でこのトライアル評価を受けようと決断した、

私の最初の目的でもあったわけです。

これはかなり國學院大學の特殊性もあるわけですが、その國學院大學の法科大学院

の７～８割方は、ほかの大学の先生がたで占められています。國學院大學の法学部か

ら専任で移っているのは私１人で、あと３名が兼担というか併任で移っています。１９

名いますが、あとの15名は全部ほかからいらしています。そうすると、國學院大学の

法科大学院を作っていくプロセスの中に、必ずしも先生がたが参加したとはいえない

状況がありました。そこをもう１回、自己点検評価をしていくプロセスを経て、我々
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がどういうことを考えて、この法科大学院を作ったのかを、全員が認識できるいちば

んいい機会だろうと。それを第三者の目でチェックをしてもらうことによって、さら

に改善をさせていくことができるだろうと思い、おっちょこちょいだと言われたこと

もあるのですが、ともかく私としてはいの一番にトライアル評価を受けたということ

です。

その意味で、評価報告書の原案をいただいていますが、その中でかなり具体的に、

アドバイスなりサジェスチョンを「こういうふうにしたらいいのではないですか」と

いうことも頂いています。それも全部が全部、賛成できるかどうかはまた置くとして、

それを一つの契機として、我々としても今後の課題として考えていきたいと思ってい

ます。

（評価基準に求められる視点）

さて、評価基準をどう設定するのかと考えたときに、とても難しい問題があると思

うのです。それは法科大学院の理念からみて、絶対的にこれは落とすことができない

という絶対的な評価基準と、各大学の理念、あるいは実情に応じた相対的な評価基準

というべきものの、恐らく二つがあるように思えるわけです。

例えば授業のしかたで、講義方法がいいのか。双方向・多方向、あるいはソクラテ

スメソッドがいいのか。そういう議論の中で、ある大学ができたからといって、ほか

のすべての大学がそれができるかというと、これはもう教員の能力はもちろん、自己

研鎖を積んでいかなくてはならないのですが、受ける学生との関係で、授業の方法が

決定される側面があるでしょう。ですから、一つの理念型としてあるとしても、それ

をやっていなければ評価が低くなることには当然、ならないのではないか。

例えば基礎的な知識を授与するというとき、学部でやっているような、本当に一方

方向で、一切の質問を受け付けないという講義方法は、さすがに否定していかなけれ

ばならないと思います。私どもとしては、おおよそ講義７，そして双方向３．７対３

ぐらいの割合で、少なくとも法律基本科目については授業を展開していこうと、これ

が始まる前に法科大学院の準備教授会の中で、議論をして進めたところです。これも

先生がたによって、実は７対３が８対２になったり、あるいは６体４になったりど若

干のばらつきがあって、これも１年終わって検討をして、反省をし、今後の２年めに

向けてどのように修正をかけていくかを検討しているところです。

もう一つ具体的な事例で、実務と理論との関係で、これを架橋するのが法科大学院

の一つの使命であり目的であるといわれています。例えばリーガルクリニックの教育

の中で、今現在は初級の、模擬裁判やロイヤリングのシミュレーションをやっている

わけです。そのとき、実践的な教育だけをそこですべきであって、要件事実について

の講義をそこでするのは、適当ではないのではないかという評価もいただいているわ

けです。

ただ、例えばリーガルクリニックの教育の中では、学生の習熟度に応じて、要件事

実についての基礎をもう１回振り返りながら、現場の中でやはり要件事実が重要なの
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だということを確認しながら、リーガルクリニックのロイヤリング等もやっていく必

要J性も、場合によってはあるだろう。学生のある程度、要件事実についての知識が十

分に固まってくれば、それはもちろんやる必要はなくて、もう少し実務的なことをと

いうふうに、学生の教育の成果を見計らいながら、それとの相関関係中で授業は展開

されていくべきだと私は思うわけです。

そうすると、ある一つの理念というものを措定して、相対的に学生との相関関係の

中で、理念の修正を場合によっては施さなければならない場面も、あるのではないか

なと考えているわけです。その点は、またご批判をいただければと思います。

（学生による授業評価の位置づけ）

それから、学生の声の評価のしかたも、お話が出ていますが、私どもも、学生が言

うようなことを、すべて実現すればいいとは思っていません。学生のほうではかなり

甘えがあって、全部教えてもらうものだという態度が、しばしば散見されるわけです。

それに対しては、もともと法科大学院の教育は、自分自身で考える力を養うのだから、

決して学生の言う授業の展開をするつもりはないわけで。そこら辺、学生との緊張関

係も必要でしょうし、もちろん学生の声を吸い上げる組織も作り、対応をしているわ

けです。ですから、学生とのコミュニケーションを取りつつ、学生をある程度指導し

ていくことも、していかなければならないだろうという点について、トライアル評価

を受けた結果として教授会の合意を形成することができました。そういう意味でも、

私どもとしては、このトライアル評価を受けた意味はかなりたくさんあったと思って

います。

（認証評価の水準の「一元化」問題）

最後に、認証評価の機関が複数存在することについて、各認証評価機関の評価の基

準に、ばらつきが出てこないだろうかと、一般論としては少し懸念をしているところ

です。認証評価そのものが、厳しい評価をしていかなければならないことについては

全く異論がないわけで、むしろそうあるべきだと私も思うわけです。ただ、もし万が

一、複数ある評価機関の中で、基準やスタンスのばらつきがあると、どうしても易き

につくという法科大学院が出てくることも、ないわけではないと思います。そこら辺

について、評価機関相互における調整をして、その間にぶれのないように、ぜひして

いただきたいなど思っています。

（臨床法学教育の取組と学生への対応）

なお最後に、臨床法学教育の問題について、一言申し上げたいと思います。

実は私どもの國學院大學と明治学院大学、東海大学、そして濁協大学の４大学は、

共同して公設事務所を活用した臨床法学教育ということで､臨床法学教育については、

かなり力を入れて実現していこうと思っているわけです。これはもちろん、東京弁護

士会との連携とご助力があってのことです。ただ、少なくとも現在、まだ公設事務所
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を使った臨床法学教育は始まっていません。この４月から始まりますが。そうすると、

現在の既修コースの２年生が、それを受講する資格があるわけですが、現在の２年生

の数が少ないこともあろうかと思います。

もう一つは、3000人の合格者、それから20～30％の合格者という問題が、どれだけ

影響しているのか分からないのですが、必ずしも学生自身が臨床法学教育を、我々が

思っていたよりも、受けたいとは思っていないのが現実です。これは我々としては、

法科大学院の基本的なコンセプトからいっても、非常に重要なので、「実務と理論の

架橋の最終的な総仕上げの場であるから、ぜひ受けたほうがいいよ」とアドバイスす

るようにしています。

そして、本当は言いたくはないのですが、「新しい新司法試験を受験するに対して

も、決して無駄にはならない、むしろ有利になるのだよ」と教育しています。それで

もやはり、先ほどのような幾つかの理由で、実際問題として我々が想像したよりは、

学生の関心が薄いというのも現実だと思います。この点に対しては、我々も学生を指

導して、その意義と有効性を、きちんと教育していかなければならないと思っていま

す。
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パネル２ディスカッション司会者としての感想

山岸駿介（教育ジャーナリスト、曰本私学教育研究所所長）

語られることが、ほとんど語られてしまったという話が出ましたが、できるだけ語

られていないことについて、私が感じたところに触れたいと思います。一つは、やは

り法曹の世界というか、法学教育の世界と関係のない部外者が入っていることは、あ

らゆるシンポジウムで重要な話です。

足立さんの発言がとても面白かったのです｡私も足立さんと同様の意見の持ち主で、

法科大学院を作ることによって、国立大学法人はあまり危機感がないと思いますが、

私立大学にとっては、法学部どころか、他学部の学生の授業料をピンハネしないと成

立しないことになっているわけです。これが、この制度の決定的な欠陥なのです。そ

れで授業料が200万だの300万というと、「高い」と世論は反発するのですが、決して

高くはないのです。それだけかかるのです。国立大学も含めてそうなのですが、それ

に対して文部科学省は学費助成措置として、２年で50億という数字を出して、法科大

学院関係の要望に添ったわけです。けれども、この50億は、文部科学省の予算全体で

やり繰りしているのであって、他省庁の予算を持ってきたわけではないのです。

つまり、大学で使うか、小学校で使うか分かりませんけれども、その分を法科大学

院のために使っているのです。この認識が皆さんがたにないと、これからの後の議論

は、自分たちのことだけしか考えない議論になってしまう恐れがあることだけ、一言

申し上げます。特に、この問題にリーダーシップを握っておられるかたに、ぜひ考え

ていただきたいと思います。

それから、ここで語られたのはやはり当然、理想像、あるいはこの分野を開拓され

たかたの情熱は、絶対に大切なことです。それを否定する気は全くありません。けれ

ども、そればかりではなく、理想が高ければ高いほど、現実にどういう理想を阻害す

るような問題が起きているかを、ドライにえげつなく議論をしないと、本当を言うと、

こういう会合はあまり役に立たないのではないか。この法科大学院の会合を言ってい

るのではなくて、一般論としてシンポジストに頼まれたとき、常に思うのですが、「教

育界というのは」と言うべきなのか、あるいは曰本人が会合を持つというのは、すべ

てそういうことなのか、非常にきれいな建て前ごとで語られて、おしまいになるわけ

です。ですから、銭金の話も出なければ、予備校の話も出ないわけです。せいぜい出

て「3000人では足りない、せめて4000人にしろ」とか「５割でだめで７～８割だ」と

いう、そこまでなのです。

ところが、予備校に聞いてみると、これもひどい話で、大体ここではランキングに

してはいけないというのが共通の話ですが、現実にはランキング化しようとみんな鵜

の目鷹の曰で見ているわけです。それをさせないノウハウや方法を語るのが、こうい

うところなのだろうと僕は思っているのです。ところが「それはさせてはいけない」

というところで終わってしまうわけです。ところが、それをやっている予備校は何と

言っているかというと、「上位10校ぐらいで、新司法試験の合格者の７割か８割は占
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めてしまう」とか、「もう数校足すと、９割を占めてしまう」などと、身も蓋もない。

本当かうそか分かりません。私はあとでこれを全部調べて、そのときが来たら、予備

校の評定をしてやろうと思うぐらいです。そういう言い方で、危機感をあおるのかど

うか分かりませんが。

しかも初中等教育に関しては、予備校とか塾に完全に脱帽したのです。皆さんがた

が大学の先生が、お客さんに入れている高校生は、高校の先生は東京を見れば分かる

ように、予備校の先生に教え方を学ぶのが、東京都教委の方針でしょう。法科大学院

は、いくら何でもそういうことにはならないと思いますが、そういう状況で、決して

曰本社会全体が「予備校はだめだ」「塾はだめだ」と頭越しにならないような、押さ

えつけられないような状況になっていることを、意識はしていただいたほうがいいの

ではないか。「ランキングがいけない」と必ず言うのですが、曰本人を問わず国際的

にも、人間はランキングが好きなのです。それでまた随分、無茶苦茶なランキングが

出ている。ですから、それを理屈でもっていろいろなことで考えるのは、重要なので

す。

もう一つ、これは決定的なことですが、法科大学院は戦後の曰本の大学教育におい

て、前人未踏のことをやるのだと、一方では実は期待しているのです。それはなぜか

というと、戦後の大学ができないことをやるのです。ともかく、学生さんは勉強する。

個人的に勉強する人は、今までもたくさんいたし、そういう人が学者や何かになった

のです。しかし、ある一つのある学部とか学科とか研究科が、ものすごい勢いで勉強

しているという例は、多分、今までになかったと思うのです。特に文系で、いちばん

勉強しない法律・経済・経営・社会科学系の中において、法科大学院がこのようにな

ったというのは、すごい。

ですから、私は専修大学と西南学院の学長さんと、新聞紙上で対談したとぎ、「先

生の大学はそうでしょう」と言ったら皆さん、そうおっしゃる。これを法科大学院の

学習に対するすごいエネルギーというか情熱を、大学全体に広げるのはその大学の教

員なのだと。その法科大学院生のために、先生がたほかの学部の学生のなけなしの授

業料から、少しずつ作っているのだから、そのぐらいのいいリターンを求めて当然で、

僕はそうあってほしい。それはものすごく難しいことだけれども、そうあってほしい。

それから、だめな大学はスピンアウトさせるということは、制度としてはそうなの

です。それがいかに難しいか。大学を切るなら、教員も切らなければだめです。教員

はそのままの体制で残しておいて、そして大学を消すとか、できない不適な学生を飛

ばすというのはいけないのです。大学の先生だけはいいなどということは、ありえな

いのです。戦後の大学が、それで今批判を浴びているのです。

ですから、大学を評価機関によってアウトにするのであれば、先生をアウトにしな

くてはいけない。そういう力を、どこに持たせるかという議論がない。つまり、経営

と教育、あるいは研究の分離を問題にしない限り、これはできないのです。大学評価

機構が何をやろうと、大学基準協会が何をやろうと、あれはみんな評価をするのです

が、結果としてはその評価は、ＦＤでどうだとかという自己反省を迫るための資料な
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のです。ところが、自己反省はしないのです。

なぜしないかというと、ＦＤに参加している大学の先生は、何人いらっしゃいます

か。国立大学でも私立大学でも、ＦＤに人が集まらないことで嘆いている。さらに、

中教審の大学分科会などで委員をされている先生の話に聞くと、「頼まれるから、あ

ちこちの大学に講演に行くけれども、集まってくる人数が少ないのだ。やる気がなく

なるよな」と言うのです。これがＦＤの実態なのです。このＦＤに皆さんが頼るわけ

です。

皆さんがたは、法科大学院だけは別だと思っておられる。だからこれは期待するの

です。ほかの大学教員と違った、質の素晴らしいＦＤに熱意があって、自分の授業に

何とかという前提でないと、ＦＤには頼り切れない。むしろ先ほどお話しになった戦

後30年も40年も講義一辺倒でやってきた先生が、ＦＤをやって変わるのか。「ちょっ

と先生、法学部に戻ってください」と研究科長が言えるか。こういう問題があるのだ

ろうと。これは日本の大学の風土なのです。学長や研究科長を選挙で選んでいる限り、

「先生ちょっと辞めてよ」とか「カリキュラムを変えるよ」というのは、できないだ

ろうと私は思っています。

専門教育課長がマネジメントの確立と、講演の中で言いました。杉野さんがどこま

で腹の中で思っていたのか、僕もあの講演からは分かりませんが、マネジメントの確

立というのは、経営と教学の分離だと思っています。東北大学が、学長選びでかなり

画期的なことをやった。あるいは滋賀医科大学が、選挙で１位になったのを外して、

２位になった現職の学長を､引き続き学長にするというふうに学長選考会議で決めた。

こういうことが広がるかといったら、絶対に広がらないです。ですから、今までどお

りにやっているのです。このあたりのところを、リーダーシップを握っているかたは、

どう考えるかということが語られなかったけれども、やはりなかなか議論のしょうが

ないのですが、難しい問題だろうなど思って聞いていました。
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コンフアレンス総括

由岐和広（弁護士、曰弁連法務研究財団認証評価事業部事務局長）

実は、後半のほうは私も議論に熱中して、メモを取っていない部分もあります。さ

らに、私は総括とかまとめがあまりうまくありません。むしろ、自分から切り開いて

いくほうが好きですので、もし間違った意見把握があった場合は、どうかご容赦をお

願いしたいと思います。

私は今回、このようなコンファレンスを開いていただいた金沢大学に、本当に敬意

を表したいと思います。評価学と法曹養成という全く異質の制度がくしくも出会い、

法科大学院の発展を考え、共に検討してきて、ここ３年ぐらい活動をしてきました。

青野さんが、法科大学院が学問と実務の架橋、あるいは研究と教育の架橋の場として

機能することが必要なのだと、あいさつの中で言われました。その後、林学長も、高

等教育の混沌化、黎明期における法科大学院において、まさに抽象的課題から、具体

的現実的実践の段階に入ったという認識をお示しになり、我々法科大学院の第三者評

価事業にかかわる者としても、まさにこうした認識を共有していかなければならない

と思っています。

さらに、早田先生がこの認証評価について、３点ご指摘になり、我々に対して貴重

な意見を言っていただいたと思っています。それは機関評価と認証評価の関係につい

てです。認証評価はご承知のとおり、専門教育に対する評価ですので、かりに認証評

価と機関評価が矛盾する、とりわけ認証評価が甘い制度であった場合、認証評価制度

の信頼`性が損なわれてしまう。このような指摘があったと思います。さらに、評価機

関の選択の問題や、評価の切り口についてもインプット評価も重要なのだという認識

を示しました。私ども法務研究財団をはじめとして評価機関は、どちらかというと、

アウトカムに力点を置いた評価をしようと考えていましたが、この点についてはもう

一度、我々も考えていく課題だと思っています。

しかし、重要なのは、アウトプットとアウトカムが違うという認識で、この点は恐

らく、その後シンポジウムのパネラーの皆様から、たくさんの指摘があったように、

司法試験の問題が絡んでいると思います。

さらに、その後の杉野さんは面白い話だったと思うのですが、高等教育改革と認証

評価について、平成16年は画期的な年だったとし、三つの問題、あるいは三つの改革

を指摘していただきました。一つが国立大学の法人化。二つめが認証評価システムの

導入。そして三つめが専門職大学院の本格化、法科大学院の設置という問題の指摘で

した。そのうち、国立大学については、いずれも法科大学院は検討を迫られている問

題であり、私立大学も、やはり専門職大学院の本格化と認証評価システムの導入につ

いては、緊急の課題として検討しなければならない課題であることは、ご承知のとお

りです。

国立大学の法人化がマネジメントの問題である。もちろんこれには深い意味がある

のですが、つまり大学自体が、大学の主体性を生かせる、あるいは大学の独立を、も
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つと声を高々に主張していいと私は理解しています。そして、まさに大学が主体であ

るが故に、社会からの厳しい評価にさらされることは、もとよりです。社会の評価と

いうと、どちらかというとマーケットをすぐイメージしますが、直ちにマーケットに

さらすことが、必ずしもよいことではないと私も思っています。かりに司法試験をマ

ーケットとするなら（私はそうは思っていませんが)、司法試験に合格する人が多い

大学がいい大学となりますが、私どもがマーケットと考えているのは実社会です。や

はり、先ほどのマーケットというのは、司法試験ではなく、実社会が受け入れる法曹

で、実社会で活躍できる法曹を養成するのが、専門職大学院の使命でならなければい

けないと考えています。その意味で、法科大学院は先兵であるという表現は全く同感

です。

特にマーケットのみではなく、大学にふさわしい評価システムを我々が確立しなけ

れば、大学は直ちにマーケットの波に飲まれ、結局は大学教育自体が荒廃していく恐

れもありますので、我々評価機関に与えられた責務というのは大きいと認識していま

す。

法科大学院について不安面も述べていました。確かに「よういドン」で法科大学院

はハード面をそろえました。これから私どもはソフトを、充実させていかなければな

らない。このような指摘は正しいと思っています。ソフトの充実は、１に大学の努力、

２に第三者評価機関の評価の充実、さらには大学をめぐる人々・先ほど職能団体も含

めていいと思いますが、実社会の指示を受けなければ、恐らく大学改革、大学の不安

は解消されないと思います。そのうえで、大学改革を実現していってほしいと思いま

す。

忘れてならないのは、この中で、大学自身が改革の主体であること。２番めに、大

学と第三者評価機関の関係については､本当にいい意味での緊張関係を持たなければ、

仲間意識やなれ合いになってしまう可能性も非常に含んでいることは、私どもも評価

を実践させていただく中で経験しています。その意味でも、杉野さんがおっしゃった、

いい意味での緊張関係をどのように実現していけばいいのか。これが大きな課題だと

思っています。

その後、飯田さんから、法曹養成という視点から意見を述べてもらいました。どち

らかというと、このシンポも第三者評価から迫ってきたのに対して、私や飯田さんは

法曹養成の視点から、この分野にかかわってきたことは事実です。そして現在、多く

の法科大学院が問題を抱えていることを指摘しながらも、法科大学院に対する期待、

信頼を適切に述べていただいたと思います。黎明期における法科大学院に対する第三

者評価。つまり、それは法科大学院の上昇力を支援することが一つあるのです。そし

て、法曹に対する社会の要請を伝えるのだということを、述べていたと思います。「法

曹を養成しろ」ではなくて、法曹に関する情報を伝えるところに、やはり同じ思想的

基盤があると思っています。勿論、大学の主体性なくしては、この法科大学院構想は

絶対にうまくいかないという信念があります。独善ではない。ここがいちばん難しい

ことだと思います。
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さらに法科大学院の評価基準の在り方や、トライアル評価の内容について述べてい

ただいたと思います。これは三つの評価機関に共通する内容だと思いますが、第三者

評価事業自体の質の向上を、我々は自戒して考えなければならないという意見だった

と思います。

第二部は、馬塲さんから、まず意見が出されました。それは法科大学院の質の評価、

多面的評価、あるいは自主的活動という意味で、法科大学院の特徴を指摘しながらも、

その法科大学院のいいところを評価していきたい。この考え方は、恐らく財団も基準

協会も、同じような考え方だったと思います。

もちろん、評価結果の公表については、各機関とも、恐らく法定化されていますの

で、公表しなければならないと考えています。さらに、田島さんからトライアル評価

を受ける前の立場という形で、意見提起があったと思います。言われるとおり、法科

大学院は司法改革の一環としてできた。田島さんも、私と同じ東京弁護士会に所属し

ている関係で、弁護士としての立場から、やはり法科大学院というのは法曹養成の一

環であるという強い認識とメッセージを、この場でお述べになったと思います。

法科大学院の授業の内容と、司法修習の関係について、やはり議論のテーマにして

いたと思います。これは実は法科大学院が、どのような教育をするのかを踏まえて、

修習制度を考えなければならないところもあり、かなり難しい問題であることは事実

です。宮川先生は、実は最高裁の司法修習委員会のメンバーとして、一応、既に修習

内容の概要を決めましたが、法科大学院の充実度によっては、恐らく修習制度の在り

方も変わっていかなければならないと思います。

さらに、金沢大学の現状についてご説明いただいた中に、地域社会に根ざした法曹

の養成がある。あるいは40名という少数教育の中で、新しい教育ができる。あるいは

考える力と、予備校的答案の問題性を指摘していたと思います。これらは恐らく今法

科大学院が抱える大きな問題点であり、我々はこの問題から逃げてはいけない。まさ

に泥にはいつくばっても、我々はいい法曹を作っていくのだという決意と熱意を持た

なければならないという見解だったと思います。

さらに足立さんは、大学改革関連の専門誌のご出身で、法学部人気についていろい

ろ述べておられました。馬塲さんのほうから反論があったと思うので、ここでは客観

的に述べさせていただきますが、法学部への希望者が減少していることがあったと思

います。私は、法学部への現象には、別段あまり問題意識を持っていません。なぜな

ら、法科大学院には、いろいろな人間が来てほしいからです。その意味で法学部が減

少するという現象に対して、やはり危機意識を持つとしたら、今までの法学部教育に

対してこそです。大学関係者は危機感を法学部教育そのものに持っていただきたいと

思います。

さらに、法科大学院が淘汰される可能性についても、これは今のところあるともな

いともいえません。まだ始まって１年ですので、法科大学院を育成、充実させようと、

法科大学院関係者は本当に懸命に頑張っている。実務法曹も、何しろ法科大学院に頑

張ってもらうなら、どういう援助でもしていこうという覚`悟があります。その結果、
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自分の仕事がおろそかになってはしょうがないのですが、法科大学院に本当に我々は

大きなものを期待しているのは事実です。

これは単に法科大学院だけではなく、それを取り巻く業界人、職能団体が支援して

いるということだけは、法科大学院関係者に理解していただきたいと思います。

さらにこの中の会場質問で幾つかありましたけども、岡山大学の岡田先生から、地

域バランス、法曹過疎をなくすという指摘がありました。私が回答させていただいた

ように、必ずしも地方だから不利、東京だから優位ということはありません。ある地

方の大学で、情報がないから学生の前へ来いと言われれば、私はどこでも行きます。

そして、東京の情報を伝えます。そういう人がたくさんいます。宮川先生にしる飯田

さんにしろ、私も40校ぐらい大学を回っています。全然いといませんので、お互いの

情報を交換しながら、いい法科大学院を作っていただいたらいいと思います。

さらに平林先生から会場発言でしたが、卒業後の指導とか、教員の能力問題の指摘

があったと思います。そのほか、厳しい指摘ですが、法曹や法科大学院の広報がへた

なのではないかと。もっといろいろなところで、法科大学院、法曹の重要性を広報し

てくれど。これは我々にとってはありがたい指摘で、我々として今後一つ一つやって

いかなければならないと思っています。

第三部パネル２では、宮川先生、本間先生、平林先生から、たくさんの有益な指摘

をいただいたと思います。とりわけ宮川先生が、評価機構は法曹に期待される役割に

ついて探求して、認証評価に反映させていく。実は、このことがいちばん重要かと思

っています。つまり、認証評価には、与えられた評価基準があるわけではない。時代

によって要請する法曹が違う。評価基準も、その時代の要請によって変えていかなけ

ればいけないのではないか。その意味で、どういう法曹が社会から期待されているの

かを踏まえて、評価基準も不断の見直しが必要だろうと。

しかし、我々実務法曹がすべてＩ情報を知っているわけではないのです。法科大学院

からの情報を得たり、実務法曹も情報を提供し合いながら、協議して新しい時代の新

しい法曹を育成していくシステムを、やはり作っていただきたいと思います。

その中でユーザーの視点を、とりわけ指摘したことは重要だったと思います。その

後本間先生から、さまざまな問題指摘がありました。これは宮川先生とも共通してい

るのですが、評価委員の研修の重要性。評価チームの議論の充実と、人的構成に関し

て細心の注意を払わなければいけない。あるいは評価に、十分な根拠と納得度を与え

なければいけない。あるいは評価に、具体的な改善策を提示しなければいけない。こ

れらについては、もっともなことだと思います。評価は大学を支援するためのものな

らば、ただＡＢＣＤをつければいいのではなく、大学に具体的な改善策を提示できる。

そして評価委員自身も大学の研究者や実務家と一緒になって研鎖していく努力が必要

であることは、疑いのない事実だと思っています。

そしてこれからは、法科大学院の認証評価について、平林先生からは、自己点検プ

ロセスを経て、國學院がなぜこの評価を受けたか。我々も、ＦＤ確保の一環として受

けてくださいと、無理やり平林先生にお願いした経緯があり、平林先生も、やはりこ
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れを経て法科大学院がより充実していけばいいのだという考え方をお示しいただいた

ことは、私自身にとっても本当にありがたいことだと思います。もちろん、平林先生

は法科大学院、私は第三者評価の側ですから、いい意味での緊張関係はずっと持ち続

けていきたいと思います。その中で、評価基準の設定について、法科大学院の理念か

らして絶対的なものと、大学の個性に合わせた基準があってもいいのではないかとい

う指摘は、私にとっては有益な指摘でございました。

山岸さんのコメントでも、法科大学院の財政問題とか、あるいは我々法科大学院が

自己満足に陥っていないか。予備校との関係はどうするのか、ランキングの問題、司

法試験の合格率の関係はどうするのかなど、厳しい質問が与えられています。我々も

実は５年間、こうした問題に悩んできました。しかし、この問題は一朝一夕で解決す

る問題ではないことも事実です。もちろん、我々として、これらの疑問に答えていく

努力を不断にしていかなければいけないと思っています。

そのほか、法科大学院にかかる諸問題。司法修習の問題なども提起されました。最

後には事後研修の問題についてまで、議論が及びました。今回、このように法科大学

院を中核とする法曹養成全般にわたって、第三者評価との関係で、広く深い議論が行

われたことを、私が知る限り初めてだと思います。このような機会を与えてくださっ

た金沢大学に、あらためて感謝すると共に、今曰ご参加いただいたかたに、あらため

て感謝したいと思います。どうもありがとうございました。
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閉会挨拶 畑安次（金沢大学大学院法務研究科長）

本日は、早朝から長時間にわたりご討議いただきましたことを、厚く御礼申し上げ

ます。

今の由岐先生のまとめですべて尽きているわけですが、金沢大学のロースクールは

40人の少規模ロースクールですが、多くの大学と共通するところもあります。国立大

学法人のロースクールの施設・設備については、既存施設・設備の有効利用が前提に

なっています。ロースクールが設置されたからといって、特別に施設・設備が整った

というわけではありません。本学の場合は、教育学部および共通教育の建物を利用し、

全学的に調整して授業をやっています。したがって、施設・設備の面で極めて不十分

ではありますが、今後、全学的な理解を得て、この充実に努めていきたいと考えてい

ます。

もう一つ、今曰のお話しでも出ましたが、ロースクールの院生が、すべて司法試験

に合格すれば問題はないのですが、データ上、先ほどもパーセンテージが出ていまし

たが、そういうわけにもいくまいという厳しい状況にあります。そうしますと、その

手当をどうしていくか。実は昨年の３月の段階で、人事院から私ところへ話があり、

「この問題をどうするのですか」という問題提起をされました。私は「うちは４月か

ら発足するので、新司法試験に合格しなかった人をどうするのかと、今言われても困

る。我々はすべて合格させるという心づもりで対処している」と答えた次第です。も

っとも、人事院はそういうことも見ていて、いろいろなことを考えておられるようで

す。いずれにしても、不合格者が出た場合の対策をどうしていくかが全国的に問題に

なってくると思います。

最後に、今曰の報告ディスカッションを聞いていまして、一定の方向を出していた

だいたと思われるのは、飯田先生、由岐先生から、司法試験の合格者を何人出したか

ということが、当面は基本的には評価の対象とならないという点であります。問題は、

どういう教育をやっているのか、教育評価の高いロースクールの合格者が少ない場合

は、出題にも問題があろうと、検討していかなければならないのだという問題提起を

いただいたということです。マスコミ報道は、司法試験が終われば、北大から琉球大

まで合格者数の一覧表を提示するでしょうし、世間一般にはその評価で受け取られて

しまう。けれども、それではだめだというご指摘をいただいたことは、非常に重要な

ことだと考えています。

いずれにしても、私どもは定員40人の少規模ロースクールで、現在、北陸３県の弁

護士会からも強力な支援をいただいて､授業等についても担当していただいています。

今後さらに、今回のこの集まりを－つの契機として、本学のロースクールの充実に努

めていきたいと思っています。

本曰は長時間にわたって、ありがとうございました。
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コンフアレンス資料解説

堀井祐介（金沢大学大学教育開発・支援センター助教授）

コンファレンス「専門職大学院の将来と認証評価一法科大学院を手がかりに－」

において、講演、報告用に配布された資料のいくつかについて簡単な説明を加えさせ

ていただく。なお、資料番号１，２については、本文中にくみこまれているので省略

させていただく。
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資料番号３法科大学院の現状・課題とその評価

｢法科大学院の現状・課題とその評価」飯田隆（日弁連法務研究財団常務理事・弁護士）

1．法科大学院と司法改革

2．法科大学院における法曹養成教育の重要性

3．知識を教える教育から考える力を鍛える教育への転換

4．法科大学院開校１年間を降りかえって

（１）未修者クラスの混乱

（２）新司法試験合格者数問題

（３）新司法試験のサンプル問題の発表

5．法科大学院の現下の課題

6．法科大学院の第三者評価の意義と役割

7．新司法試験と第三者評価

8．当財団の第三者評価事業の概要

9．当財団の法科大学院評価基準

10．評価員研修

11．トライアル評価

12．法曹養成教育の調査研究

13．結び
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トライアル評価の概要

05.3.s飯田隆

1．トライアル評価の標準的なスケジュール

(1)トライアル評価実施について合意

(2)自己点検評価報告書の提出

当財団の学生アンケート、教員アンケート実施

現地調査曰の約１ヶ月前

(3)事務局での検討

(4)評価チームの事前検討会

現地調査日の約２週間前

(5)評価チームの直前検討会

現地調査曰の前日夜

(6)現地調査

(7)評価チームの事後検討会

現地調査の約２週間後

(8)評価チーム報告書の作成

現地調査曰の約１ヶ月後

(9)評価委員会分科会による評価報告書原案検討

(10)評価委員会で評価報告書原案の確定・法科大学院へ送付

(11）対象法科大学院による意見申述手続

１ヶ月以内

(12)評価委員会による評価報告書の確定

2.トライアル評価における現地調査の標準的なスケジュール

(1)８:30～9:00評価担当教員・リエゾンスタッフとの打合せ（校舎全般

の見学を含む）

(2)９:00～10:3０法科大学院長及び教務責任者等とのミーティング

(3)１０:40～12:１０授業見学

(4)１２:20～13:２０学生との意見交換会

(5)１３:30～14:１５教員との意見交換会

(6)１４:15～15:ＯＯＦＤ関係者とのミーティング

(7)15:10～16:４０授業見学（並行して、試験答案の閲覧）

(8)１６:45～17:３０評価チーム内部ミーティング

(9)17:30～18:３０法科大学院の責任者等との最終ミーティング
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この２点は、基調報告「法科大学院の現状・課題とその評価」の際に使用されたも

ので、法科大学院認証評価機関としての曰弁連法務研究財団の考え方、トライアル評

価、評価員研修などの活動を踏まえての現状分析が示された。また、この発表では以

下の２つの冊子も補足資料として参照された。なお、これら２冊は財団法人曰弁連法

務研究財団にて入手可能なものである。

.「法科大学院認証評価（財団法人曰弁連法務研究財団)」

財団法人曰弁連法務研究財団発行の法科大学院認証評価に関するパンフレ

ットで、評価体制、評価の概要、２つのマインド７つのスキル（法曹に必要

な資質・能力について)、評価のプロセス、Ｑ＆Ａ，財団の活動実績・活動

予定がわかりやすくまとめてある。

.「法科大学院評価基準（財団法人曰弁連法務研究財団)」

財団法人曰弁連法務研究財団による法科大学院認証評価に関する説明冊

子。Ｉ総説では、評価の目的および評価にあたっての考慮事項、評価およ

び評価基準、評価の方法、評価の実施体制、評価の周期及び時期、評価報告

書とその確定、評価結果の通知及び公表、評価報告書確定後の事情の変更、

年次報告書、評価手数料等について書かれている。Ⅱ評価基準では、我言お

うから始まり、法科大学院の運営と自己改革、入学者選抜、教育体制、教育

内容・教育方法改善への組織的取り組み、カリキュラム、授業、法曹として

必要な資質・能力の養成、学習環境、成績評価・修了認定といった項目につ

いての評価基準が示されている。
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資料番号４法科大学院の認証評価

馬場剛（独立行政法人大学評価・学位授与機構評価事業部長）

蔑構の役習

（機構の目的として）

大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行い、その教育研究水準の

向上を図ることにより、我が国の高等教育の発展に資する（機構法第３条関係）

（業務として）

大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況

について評価を行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、

並びに公表する（機構法第１６条関係）

法科大学院認１１１，の目的

(1)我が国の法科大学院の教育等の水準の維持及び向上を図る

(2)法科大学院の個性的で多様な発展に資する
具体的には、

①教育活動等の質を保証するため、教育活動等の状況が評価基準に適合して

いるか否かの認定

②教育活動等の改善に役立てるため、多面的な評価を実施し評価結果を当該

法科大学院にフィードバック

③法科大学院の活動について、広く国民の理解と支持が得られるよう、支援

及び促進していくため、教育活動等の状況を明らかにし、それを社会に示す

評価の基：な方6

(1)評価基準に基づく適格認定評価
(2)自己評価に基づく評価

(3)各法科大学院の個性の伸長に資する評価
(4)ビア・レビューを中心とした評価

(5)透明性の高い開かれた評価

４予備評価の実施

当該法科大学院関係者の評価に対する理解と習熟を高めるとともに、本評価に

先立って教育活動等の改善に資する（平成１７年度から実施）

基本的に、本評価（平成１９年度から実施）と同様に実施

５よりよい評価システムを目指して

評価は、評価を行う側と受ける側の協働作業

評価の質の向上を図る（17.1.28中教審答申：我が国の高等教育の将来像）
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○「法科大学院の認証評価馬塲剛（独立行政法人大学評価・学位授与機構)」

これは、パネル１「専門職大学院としての法科大学院教育のあり方」報告において、

馬塲氏が独立行政法人大学評価・学位授与機構の法科大学院認証評価機関として、評

価における機構の役割、評価の目的、基本方針などについて報告される際に使用され

た資料である。この報告では、また、以下の４つの冊子も参照された。なお、これら

４冊は独立行政法人大学評価・学位授与機構にて入手可能なものである。

．「法科大学院評価基準要項（独立行政法人大学評価・学位授与機構)」

独立行政法人大学評価・学位授与機構の法科大学院認証評価基準について

まとめられた冊子。「Ｉ総則」において評価の目的、評価基準の性質及び昨曰、

適格認定の用件等についての説明の後、「Ⅱ評価の基準」において、教育目

的、教育内容、教育方法、成績評価及び修了認定、教育内容等の改善措置、

入学者選抜等、学生の支援体制、教員組織、管理運営等、施設、設備及び図

書館等の各項目において評価基準が列挙されている。また「Ⅲ評価の組織

と方法等」においては、評価の組織、評価の方法等、追評価、評価の時期、

予備評価、教育課程又は教員組織の重要な変更への対応、情報公開、評価基

準の改定等、評価手数料について説明されている。

．「評価実施手引書法科大学院認証評価（機構評価担当者用）（独立行政法

人大学評価・学位授与機構)」

独立行政法人大学評価・学位授与機構の法科大学院認証評価担当者用の評

価実施手引き書。法科大学院認証評価の対象及び内容等、法科大学院認証評

価の評価方法（１）書面調査、法科大学院認証評価の評価方法（２）訪問調

査、評価報告書原案の作成について、具体的な説明がつけられている。また、

認証評価スケジュールや関連法令等も掲載されている。

.「自己評価実施要項法科大学院認証評価（独立行政法人大学評価・学位

授与機構)」

独立行政法人大学評価・学位授与機構が法科大学院側に要求する自己評価

の実施要項。序章で法科大学院認証評価についての説明がなされた後、第１

章「法科大学院認証評価（本評価）について｣、第２章「法科大学院認証評

価（追評価）について｣、第３章「法科大学院認証評価（予備評価）につい

て」の各章が続く。第１章から第３章では、それぞれの評価について、評価

の対象、評価の内容、実施時期などが説明されている。また、認証評価スケ

ジュールや関連法令等も掲載されている。

．「訪問調査実施要項法科大学院認証評価（独立行政法人大学評価・学位

授与機構)」

独立行政法人大学評価・学位授与機構が認証評価で行う訪問調査について

説明した冊子。訪問調査の概要、訪問調査実施までの準備等、訪問調査当曰

の対応等、訪問調査スケジュールについて記されている。

－８４－



②章ごとに，「基準ごとの分析・判断」及び「優れた点及び改善を要する点等」につい

て分析し，その結果を以下に示す４段階の判断記述に当てはめて，最も適切と判断され

るものを記述します。

・当該章の基準のすべてを満たしており，かつ，法曹養成の基本理念や当該法科大

学院の目的に照らし，総合的に判断して，優れた状況である。（○+）

・当該章の基準のすべてを満たしており，かつ，法曹養成の基本理念や当該法科大

学院の目的に照らし，総合的に判断して，相応な状況である。（○）

・当該章の基準のすべてを満たしているが，法曹養成の基本理念や当該法科大学院

の目的に照らし，総合的に判断して，改善を要する状況である。（○一）

当該章の基準のうち，満たしていない基準があり，章として問題がある。（×）●

－８５－
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Ⅱ評価の基準

第Ｉ章教育目的

１－１教育目的

１－１－１

各法科大学院においては。その創意をもって，将来の法曹としての実務
に必要な学識及びその応用能力並びに法律実務の基礎的素震を函薑するた
めの理論的かつ実践的な教育が体系的に実施され，その上で厳格な成績評
価及び修了認定が行われていること。

１－１－２

各法科大学院の教育の理念，目的が明確に示されており。その内容が基
準１－１－１に適合していること。各法科大学院の養成しようとする法曹
像に適った教育が実施され,成果を上げていること。

解釈指針１－１－２－１

各法科大学院の教育目的の達成度は，学生の学業成績及び在籍状況，並び
に修了者の進路及びＩ舌動状況，その他必要な事項を総合勘案して判断するも
のとする。
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第７章学生の支援体制

フー１学習支援

７－１－１

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，また,Ｉ
教育課程上の成果を上げるために．各法科大学院の目的に照らして，履修
指導の体制が十分にとられていること。

解釈指針７－１－１－１

入学者に対して，法科大学院における教育の導入ガイダンスが適切に行わ
れていること。

解釈指針７－１－１－２

＄産学末修者に対しては，法律基本科目（エ年次科目）の学修が適切に行わ
れるようにづ履修指導において,特段の配慮がなされていること。

解釈指針７－１－五一ｓへ
法学En5修者に対しては，各法科大学院における法学既修者の認定の方法に

応じて，理論教育と実務教育との架橋を図るために適切な履修指導が行われ
ていること。

解釈指針７－１－１－４

履修指導においては，各法科大学院が掲げる教育理念及び目的に照らして
適切なガイダンスが実施されていること。

７－１￣２

各法科大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で，教員と学生
とのコミュニケーションを十分に図ることができるよう，学習相談,i助言
体制の整備がなされていること｡〆

解釈指針７－１－２－１

オフイスアワーが設定されている場合には,それを有効に活用できるよう，
学生に対して各教員のオフイスアワーの日時又は面談の予約の方法等が周知
ｊされていること。

解釈指針７－１－２－２

学習相駿か助言体制を有効に機能させるための施設や環境の整備に努めて
いること｡

７－１－ｓ

各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること。｡▲
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フー２生活支援等

７－２－１

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，学生の
経済的支援及び修学や学生生活に関する相談・助言，支援体制の整備に努
めていること。

解釈指針７－２－１－１

各法科大学院は，多様な措置(各法科大学院における奨学基金の設定，卒
業生等の募金による基金の設定，他の団体等が給付又は貸与する奨学金への
応募の紹介等)によって学生が奨学金制度等を利用できるように努めている
こと。

解釈指針７－２－１－２

１掌生の健康相談，生活相該，各種ハラスメントの相談等のために，保健セ
ンター，学生相談室を設置するなど必要な相談助言体制の整備に努めている
こと。

職業支援（キャリア支援）フー４

７－４－１

学生支援の一環としてつ学生がその能力及び適性，志望に応じて，主体
的に進路を選択できるように,必要な情報の収集・管理・提供，ガイダン
ス，指導，助言に努めていること。

解釈指針７－４－１－１

学生がそれぞれの目指す進路の選択ができるように，その規模及び教育目
的に照らして，適切な相談窓口を設置するなど，支援に努めていること。
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資料番号５全国国公立大．私立大志願者の志望動向調査

私立大へＯ「全国国公立犬・私立大志願者の志望動向調査受験生は国立大を敬遠、

一公立改革大学の志願者伸びず－」 （(株）進研アド大学改革企画室）

霞
<第１表＞０５年度

OaZ10現在

系統別志願者増減表

篭
（豊島継男事務所･鰯進研アド鯛査）

05年度学<第３表＞ …

052.10現在

地区 05年度 04年度 増減 指数

北海透 26b７２５ 羽,７５４ －３，０２９ 8968

東北 24,648 醜,８６２ 1,786 107.8

関東･甲信越 l35b609 138,467 -2,858 9正９

東京 1,12ａ２４４ 1.l6Z421 -41,177 96-5

東海･北陸 1590530 150,635 8,895 105-9

近畿 503bＯ４７ 519,816 -16,769 96.8

中国･四国 31,237 鍋,１６０ －Ｌ９幻 94.2

九州 閲Ｃｌ剛 ＭＤ７１３ －１，５９３ 98.1

私立大・計 2.090.160 Z14a828 -56.668 97.4

学部系銃 05年度 ０４年度 増減 指数

法 zｍｂ３７１ 幻ユ４３１ -20,060 9Ｌ４

経済･経営･マネジメント “40564 4540561 -9,9Ｗ 97.8

総合政策･政策科学 za411 ”｡２７１ 40140 Ｕ8.6

社会･社会福祉 Ｍ７Ｄ７０６ 139,388 8,318 l０ａＯ

琿境 2４００２６ 240899 -Ｗ３ 96.5

国際･外国語 l15b7弱 1２２５１８
■●

｡⑨ －６，７６２ 9４５

情報 5Ｚ309 57bＯ６３ 246 10064

文･人文･教養･心理 3350322 3狸,８７６ -7,5風． 9768

理 63,5Ｗ 670598
●

●
■

-4,oｎ 9４１
＄＝

理工･工・メディア 321,妬５ 33＆蹄９ -176694 9４８

農･生命科学 5Ｑ３１０ “,４１４ -4,104 9２５

医 5ｓ198 51,437 3,761 107.3

看蔑･医療･健康 36,344 31,888 4,456 114.0

歯 6,165 6,254 －８９
■

98.6

薬 77,578 83,655

■

-6iO77 92.7

生活科学･家政 32,754 33,581 －８２７ 97.5

教員養成 20,034 19,246 788 104.1

芸術･デザイン 40,064 40,752 －６８８ 98.3

ｽポーツ 23uＯ９６ 22,737 359 101.6

私立大・ilf 2.090.160 2,146.828 -56,668 97.4



i霞11篝
（文科省発表のデータを基に筆者作成）
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<第４表＞０５年度国公立大学日程別志扇者増減表

<笛G壷＞０５年度国公立大学学部系統別志願者増減表

05.2.2午後３時現在 (文科省発表のデータを基に筆者作成）

区分 日程
05年

募集人員
05年

志願者
05年

倍率
04年

募集人員
04年

志願者

04年

倍率
増減 指数

国立
前

後

62,170

200988

195,777

176,705

3.1

8.4

62,087

2１，３６８

2080660

187,417

3.4

8.8

-12,883

-10,712

93.8

94.3

国立計 83.158 372.482 4.5 83,455 396.077 4.7 -23,595 94.0

公立

前

後

［ ．

12,747

30465

2,012

55,242

36,997

25,707

4.3

10.7

12.8

12,001

3,528

1,998

56,172

37,774

26,852

4.7

10.7

13.4

-930

-777

￣

1,145

98.3

97.9

95.7

公立計 18.224 117,946 6.5 17,527 120,798 6.9 －２．８５２ 97.6

国公立計 101,382 490.428 4.8 100.982 516,875 5.1 -26.447 94.9

系統 ０５年度 ０４年度 増減 指数

法･政治 23,506 25,844 -2,338 91.0

経済･経営･商 55,353 61,395 -6,042 90.2

社会･社会福祉 7,656 6,192 1,464 123.6

国際･外国語 14,024 16,859 -2,835 83.2

傭報 6,900 7,556 -656 91.3

文･人文･教養 38,316 39,747 -1,431 96.4

理学 26,646 29,491 -2,845 90.4

工学 113,666 122,205 -8,539 93.0

農･畜産･水産 25,363 27,221 -1,858 93.2

医学 45,869 47,204 -1,335 97.2

医療･看護 13,314 13,342
￣2８ 99.8

歯学 4,536 4,745 -209 95.6

薬学 8,969 9,707 -738 92.4

生活･環境 6,514 6,164 350 105.7

教員養成 62,508 70,416 -7,908 88.8

体育･芸術 12,380 12,939 －５５９ 95.7

総合 24,908 15,848 9,060 157.2

総計 490,428 5160875 -26,447 94.9



学別志願者数の増減
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￣橋 法 1.140 1.052 8８ 108.4
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法･政治 岡山 法昼 594 582 1２ 102.1
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昨年度までの３カ年推移

国公立大学学部系統
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◆耳焦人貝も受Rn者致は大学公表佼のみq〔Hfも新設大学・学部・学科、２部・夜囲を含む．椎】R入拭は含まず．
$2004年度の受HR者数は2004年５月１８日現在の集計．推面入試は含まず６

＄合格者平均１日差伍は入試繕泉田五の餌ぺによる．

受験人口の減少を受けｖほとんどの学部系統で受験者数が減少した．法学系統では、今年度入試で法

科大学院設置に伴う募集人員削減が相次ぎ、受験者数もほぼ同じ割合で減少したが、上位の大学では厳

しい競争になった模様である。

篭
５ａ７５４３５５４２５４７２５６８２３９２ａ７３９３６195212181791187531181945Ⅱ1.8061291595042

*募朱人且は大学公表伍のみ簸叶．新設大学・学部・学科、２部・夜閲を含む．-12入陵のみ｡
*2004年度の受敏者数､合格者割増率、裏反倍率は2004年５月18日現在の集叶．
*合桧者平均煩差随は入拭結果pH麦の調べによる．

9５

二度までの３カ年推移

募集人貝
002 003 000

差

Ｗ-002

受験者
０

0２ 、 、Ｉ

差

℃4-J0２

合格；
０

0２

;平均０
0

0３

､差i､［
℃４

（、

差

04ﾖ0２

人文科学 6,126 60109 60132 ６ 27,961 26,686 25,893 ▲２０６８ 5９．４ 59-9 59.7 0.3

､国語学 2000 10980 10973 ▲２７ 8.083 80959 8220 137 605 6１．５ 610 0.5

ヨ t学 6.060 6.120 5.353 ▲７０７ 24.083 24.571 210681 ▲２４０２ 59.6 59.6 6ｑｌ ０５

E済･経営 ● 商学 １Ｍ0７ 11.315 11.236 ▲１７１ 51.572 52464 48264 ▲ａ308 54.9 55.7 5丘９ 1.0

ｔ 上会学 ２０４３ 2.063 10993 ▲５０ 8,546 9.278 6254 ▲２２９２ 5丘４ 562 5丘５ ０１

回 l際 関係学 757 751 748 ▲９ 3.108 3.6弧 2.908 ▲２００ 59.5 603 59.8 0３

養成･教育学一 14,051 14031 130804 ▲２４７ 59.914 60.942 55489 ▲4.425 54, 5４７ 54.7 ｑ７

生活科学 778 797 889 111 Ｍ3４ 4,238 3.737 303 562 5６．６ 5丘９ ▲０．３

芸術学 Ｍ19 Ｍ2１ 1.471 5２ 12172 5.285 10.491 ▲1.681 50.5 51Ａ 52ｐ 1.5

建合科学 3.033 3.012 8６ ▲４７ 12273 12270 10.417 ▲1.856 56-3 57J0 56.9 ０６

保健衛生 4.928 5.483 6.313 1.385 2ｑ314 24.872 ２４２８３ 4､069 56母 56.6 56.3 △０２

医 4.034 4.0迦 4.010 ▲２４ 23.149 22763 21.948 ▲1.201 7２１ 71.5 71.9 ▲

歯 598 633 2５ 3.312 3,412 3.723 411 661 6ａ５ 6３８ ▲２２

藁 １ ● 9９ 1.185 1,198 ▲１ Ｍ1５ 8.847 8，００３ ▲４１２ 66.8 67.4 683 1-5

理． 8１ 8.226 8.183 ▲７７ 32.113 31.652 270554 ▲4.559 59.7 ５９９ 59.5 ▲ｑ２

エ
●

28.1 １４５ 28.581 28.425 ▲４２０ 101.622 104.090 92199 ▲12.423 5３７ 引3 544 ．ｕ７

屈・水産 6． 6.099 5.983 ▲１２２ 256859 25201 20761 ▲5.098 5６．９ 57, 564 ▲ｕ５

合計 1０１０１ i5３ 101.793 101330 ▲３２３ 428.930 42901別 391.925 ▲376005 5ａｌ 56.7 56.6 ０５

邪某人員

qO2 Ｕ３ D４

受肢者
Ｕ２ Ｕ３ Ｄ４

合格:１
Ｕ２

爵平均Ｉ
．U３

ﾛ差匝
Ｕ４

合１

００２

各省剤11
Ｄ３

I串
004

実質債】
００２ Ｕ３

偶

ＵｕＩ

ノ し文科学 31.100 28213 28483 259.閃１ 2閲.481 幻1Ｊ9３ 5丘９ 56.6 573 260.1 2７４１ 2522 3２ 3４ 3.2

タ ･国旙学 467鋼 4.678 5５５３ 36275 37295 32874 5５２ 57.1 町J７ .２５７６７ 244.3 230.8 ３０ 3３ ２６

：学 19ｐ3５ ・17.130 18.829 204.609 195.926 17ｑ988 56.9 5１６ 59.1 279.1 幻 241コ 3．９ 4.1 3.8

允
杠 :済･経営。 商学 ４Ｍ6７ 4｣lp59 42676 435.370 425m6０ 357242 51β 5２６ 541 湖9J0 24Ｍ 狸8β ３．６ 4０ 3j７

ｔ :会学 15458 14349 15.811 125.577 123.559 105.309 53.8 53β 544 218Ｊ 2259 2005 ３７ 3.8 3.3

回 I際関係学 １２９６０ 2412 2β9７ 18.680 18.128 150141 5５３１ 569 58.7 218⑪ 246.3 185.6 ２９ 3.1 ２８

罰 【貝養成･教育字 3.561 2J3１ 2883 37J282 鋼３５９ 39.145 552 50ｐ 572 195, 246, 型1， 5Ａ 5６７ 6.1

生活科学 5.駒７ 5,879 6.246 40β6９ 4q770 42186 51.9 526 駒｡６ 2102 187.3 171β 3５ 3Ｊ 3J９

芸術学 6.831 7２１４ ７ｐｌ３ 41.110 37月7４ ３２５９３ 5ｑｌ 5ｑ９ 525 1632 -15ａ６ 1413 ３７ 3３ 3.3

縫合科学 5６ 5.641 6４１７ 側４３２ 41.661 460Ｍ ～5ａｌ 5480 5ａｌ 20Ｗ９ ?zｸﾆ５ 2145 3.6 3３ 3３

心信U巴1Ｎ。目 Ｍ4７ 7p4５ 6.888 59.9側 67.611 62β9７ 52, 528 5４１ 2１２６ 2０ 200Ｊ ４４ 4.6 4.5

医 2201 2191 ・２１４１ 42608 46257 45p5５ 67.6 672 67.9 154ｐ 15Ｚ８ 1473 1２６ 13.4 143

歯 1.135 ；1.106 1.110 5.582 6２３２ ６２４０ 53.8 547 5風８ 1372 13769 138.6 3β 4１ ４１

薬 ・3.522 3.727 4,632 706109 7Ｍ32 7Ｍ5２ 59.8 6ｑ５ 6q９ 3102 29ａ４ 2838 6.4 6.9 5.8

理 40483 4ﾕ6０ 4,477 690947 7ｑ571 58.618 釘.１ 573 57.9 454.1 4８ 4582 ３４ ３４ ２９

工 釦｡365 ２７０６２０ 276770 275268 263.539 223p8２ 51.0 5Ｍ 523 ･２８９３ 2982 289.6 3.1 3２ ２８

HL･水産 3.421 3.536 3.705 閃.439 53.574 側.9鋼 弱｡８ ５丘３ 5５４１ 3059 294.3 2782 5．１ 5.1 4．７

合ﾛナ 195212 1810791 187β3１ 1β１Ｍ5１ 1.806.129 ､595p4２ 5ａ７ 5483 55.4 ､254コ 256.8 2392 ３７ 3.9 3.6



資料番号６０５年度法科大学院入試結果

○「０５年度法科大学院入試結果（１月２６曰現在）（(株）進研アド）

各法科大学院毎に､既習・未習､入試方式､入試曰程､定員､２００５年度出願者数､２００４

年度出願者数、一次選考通過者、最終選考受験者、２００５年度合格者、補欠合格候補

者数、手続者数、２００５年度／２００４年度出願者比、２００５年度出願／定員比率、２００５

年度出願者／合格者比率を表形式にまとめたもの。

この２つは、ベネッセ・進研アド「ビトウィーン』編集長である足立氏のパネル

１報告において使用されたもの。報告では、主に、法学部関連についての項目を参照

されながら話を進められた。

これらの他に、パネル１の司会を担当していただいた前田氏から、同じく法科大学

院認証評価機関である財団法人大学基準協会からも「法科大学院基準（案）財団法

人大学基準協会」を提供していただいた。これは、財団法人大学基準協会の法科大学

院認証評価基準をまとめた冊子で、法科大学院基準として、理念・目的ならびに教育

目標、教育の内容・方法等、教員組織、学生の受入れ、学生生活への支援、施設・設

備、図書館、事務組織、管理運営、点検・評価等、情報公開・説明責任の１０項目に

ついて、評価の視点と重要度のレベルが記載されている。この冊子も財団法人大学基

準協会にて入手可能なものである。

－９６－



補欠合格
候補者数■』｜呂二一三一ニヨコ田昌一謡■呂呂ココロ召三コ■

字》》》》』｝｝｜｝二一一一一一一一二一一｝一二壺一｝一｝一一壺一■■一■・
■
脇
鰯
剛
脇
腿
■
腿
魍
■
■
醐
鼬
■
脇
脇
■
脇
鼬
■
■
・
・
■
■
■
・
・
■
■
。

６
４

１
－
１
８
１
９
７
０
０
１

１
１
１
７
４
６
１
８
０
８
９
１

２
５

０
０
０
０
６
９
３
６
０
０

３
４
８
１
１
２
０
２
０
５
６
９

Ｗ
Ｗ
Ｗ
４
３
４
３
２
５
Ｗ

４
３
４
４
４
Ｗ
７
０
４
３
５

４
３

３

１
Ｉ
ｌ

ｌ
ｌ

Ｄ
Ｄ
Ｄ

Ｄ
Ｄ

＃
＃
＃

＃
＃

９
９

６
４
７
３
０
９
８
０
７
０

３
８
８
３
１
８
８
６
０
３
１
１

４
８

５
１
８
３
８
３
８
９
１
４

１
１
５
４
３
６
９
２
０
８
１
０

６
４
４
４
４
９
４
０
７
５
Ｗ

５
３

３
２
６
４
３
５
３
２
６
７

５
１
１
１

１
ＩＤ＃

一橋大

一橋大

１
℃
「
Ｉ

大阪大

神戸大

大学
既修
未修

入試
方式

入試
曰程 定員

05年度
出願者数

04年度
出願者数

一次選考
通過者

最終選考
受験者

05年度
合格者数

補欠合格
候補者数 手続者数

０５/0４

出願者比
05年度
出願/定員

05年度
出願/合格

●
Ｐ 上海道大 1００ 549 848 503 418 1２９ 65％ 5.49 4.26

■
Ｐ
ご
■
Ｐ
ご
■
Ｐ

ｂ海道大

上海道大

上海道大

既修
宋修

井願

■■■■■般
￣般
￣ 1９ 8０

7８

217

1６７

6７

1９９

1５８

5７

1７３

112

5０

5２

1１

#､1V/0１

#DIV／

■
Ｐ

■
Ｐ

上海道大
b海道大

瞬修
未修

１
，

■
■
７
●

8７ 7９ 7６
２

1４

#DIV/0１

#DIV/0１

東北大 1００ 389 633 1５０ 1１０ 61％ 3.89 3.54

東北大

東北大

既

未‘

彦
一
彦 6０

4０

205

1８４

1次試験
ナシ

150
5５

5５

#DIWO1

#､1V/0１
筑波大 4０ 497 221 #､1V/０１
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■
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二葉大 既修 2年コース 3５ 425 711 60％ 12.14 #､1V/0１
千葉大 朱修 3年コース 1５ 253 634 40％ 16.87 #DIV/０１
東京大 300 1２９８ 2005 976 318 65％ 4.33 4.08
果泉大 既修 200 759 869 628 210 87％ 3.80 3.61
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１
℃
①
Ｉ

大宮,去科大学院

大宮,去科大学院

大宮,去科大学院

大宮法科大学院

大宮,去科大学院

大学
既修
未修

入試
方式

入試
曰程 定員

05年度
出願者数

04年度
出願者数

一次選考
通過者

最終選考
受験者 合格者数

補欠合格
候補者数

入学者 05/0４

出願者比
０５年度
出願/定晨

東北学院大 未 塵 5０ 1０１ 259 4１ ３９％ 2.02 2.46
東北学院大

東北学院大

既，

未‘

摩

参 Ａ日程 3５

1２

8９

1７５ :露

韓鼠

ii毒寒寒
Ｉ鏡腱鶏

1０

8４

０

4１

６ 7％ ０．３４ #DIV/０１

東北学院大 未 彦 B日程 1０ 譲鐇iｂ
東北学院大 未 窪 Ｃ曰程 ５ 8４ 0％ ０００ #ＤＩＶ/０１
白鴎大 3０ 1１２ 350 2３ 32％ 3.73 4.87

白鴎大 未修 Ａ曰程 1４ 1０５ 207 6１ 2１ 51％ 7.50 5．００
白鴎大 既修 Ａ日程 ７ ７ 1４３ 1０ ２

白鴎大 未修 Ｂ日程 ６

白鴎大 既修 Ｂ曰程 ３ 5％ 1．００ #DIV/０１
駿河台大 6０ 280 990 5８ 28％ 4.67 4.83
駿河台大 既修 A曰程 1０ 2７ 630 2７ 1７ ６ 4％ 2６７０ 4.50
駿河台大 併願 5０ 5０ 3１ 1６

駿河台大 未修 2５ 1２１ 1２１ 8８ 2５

駿河台大

ｑ
ｑ

土未 8２ 8２ 5６ 1１

駿河台大 B日程 2５ 360 0％ ０．００ #DIV/０１
協大 5０ 280 774 256 232 4６ 36％ 5.60 6.09
瀦大 1期 4０ 273 630 256 232 4５ 2６ 43％ 6.83 6．０７
協大 ｎ期 1０ ７ 1４４ １ 5％ 0.70 7.00

大宮法泰､大学 廃 未修 1００ 642 1６０５ 407 320 1５２ 40％ 6.42 4.22
大宮法奉､大学 l完 宋修 昼間主 Ａ 4０ 429 850 283 206 9１ 50％ 10.73 4．７１
大宮法奉､大学 屍 未修 夜間主 Ａ 4０ 213 385 124 114 6１ 55％ 5.33 3.49
大宮法季､大学’ 虎 宋修 昼間主 Ｂ 1０ 226 ０％ 0．００ #DIV/0１
大宮法奉壜大学屍 未修 夜間主 Ｂ

←

1０ 1４４ 0％ 0.00 #､1V/０１
青LＬ|学院大 ナ 6０ 990 1450 1０５ 68％ 16.50 9.43

青山学院大

青山学院大
青山学院大
青山学院大

青山学院大

既修

未修

特

3年標準 2０

2年短縮 4０

特別

社会人
〕年標準

別他学 部

990

457

993

533

6３

1９

2３

３

1１

217％

0％

49.50

0.00

15.71

0．００

学習院大 6５ 380 1３６１ 337 1９６ 7３ 28％ 5.85 5．２１

学習院大 既修 5０ 238 767 205 1２７ 5３ ４ 31％ 4.76 4.49

学習院大 未修 1５ 1４２ 594 1３２ 6９ 2０ ７ 24％ 9.47 7.10

慶応義塾大 260 1５２６ 2１９７ 361 1９９ 69％ 5.87 4.23

慶応義塾大 既修 1８０ 989 833 251 1１０ １１９％ 5.49 3.94

慶応義塾大 未修 8０ 537 1３６４ 1１０ 8９ 39％ 6.71 4.88

國學院大 1００ 259 740 1９２ 35％ 2.59 #DIV/0１

#DIV/０１ 6.23 3.40



【繭l総数-鱸１
補欠合格
候補者数

】５土

－１隔日／告

併願 秋季 ６７ ＃、1Ｖ/0１ ＃ＤＩＷＯｌ ＃DIWO！

既修 秋季 １０ ＃DIWO！ ０５０ ＃ＤＩＷＯ！

宋修 春季

併願 春季
既修 春季

５０ ３９３ ８７９ ２０９ ６２ ２１ ４５％ ７．８６ ６３４

既修 前期 １５ ７８ ４８ 24(+7） ５．２０ ＃ＶＡＬＵＥ！

未修 前期 ２５ ２６２ １１４ １０１ １９ ＃DIWO1 １０４８ ８４５

既修 後期 ＃DIWO1 ２８０ ＃ＤＩＷＯ！

宋修 後期 ３８ ＃ＤＩＷＯ１ ７．８０ ＃ＤＩＷＯ１

１１８７ １９２０１００ ６３９ ５１１ １７６ ６２％ １１８７ ６．７４

既修 ５０ ５１２ ６０７ ２９１ ２４２ ５７ １２ ８４％ １０２４ ８９８

未修 ６７５５０ １３１３ ３４８ ２６９ ７０ ５１％ １３５０ ９．６４

併願 ３７８ ４９

５０ ８２２ １５３１ ５４％ １６４４ ＃ＤＩＷＯ１
既修 一般 １８６ ４７１ １８ 1７ ３９％ ９．３０ １０３３

既修 社会人 ５８ １８５ １２ ３１％ ＃DIWO1 ４．８３

宋修 一般 ３１６ ３０ ３０ ９１％ ９５７ ９．５７

」
・
つ

宋修 社会人 ５５９ ３０ ３０ ５２％ ＃ＤＩＷＯ！ ９７０

４２ ５１３ １２０６ 103 ５２ ４３％ １２．２１ ９．８７
既修 ３０ ２６５ ６２９ ６０ ４２％ ８．８３ ８０３

未修 １２ ２４８ ５７７ ４３ １９ ４３％ ２０６７ １３０５

既修 １２

宋修
５０ １９１ ４６６ １６０ １４８ ４１％ ３８２ ３１３

５０ ３２３ ９０５ ３６％ ６．４６ ＃ＤＩＶ/0１
４０ ８２３ ６６２ １９９ １９５ ８９ ４９％ ８０８ ３．６３

１０ ２４３ ０％ ０００ ＃ＤＩＷＯ！
３００ ３３５０ ５４１３ ７２４ ７００ ３７６ ６２％ １１．１７ ８９１

既修 ２００ ２１３０１６０９ ４６０ ４５１ ２４８ １９５ ７６％ ８０５ ６４９

未修 ９０ １７４１ ３２８３ ２６４ ２４９ １２０ ６８ ５３％ １９．３４ １４５１

特別 １０ ０９０ １．１３

１４１ ９５ ４７５０ ３６６ １００６ ３６％ ７．３２ ７７９

既修 ２５０一期 １５ １３％ ０８３ ５５０

宋修 一期 １５１ ６６７ 117 ８０ ２０ ２３％ ＃ＤＩＷＯ！ ３６８

社特 １０二期 ００００％ ＃ＤＩＷＯ！

７９宋修 １８２二期 ２３０％ ＃ＤＩＶ/０１ ＃ＤⅣ/０１

６８４ １４４１ ６５５０ ４７％ １３６８ １０５２

大学
既修
朱修

入試
方式

入試
日程 定員

05年度一
出願者数

０４年度
出願者数

一次選考
通過者

最終選考
受験者 合格者数

補欠合格
候補者数

入学者 05/0４

出願者比
05年度
追願/定屋煙

一
画

學

學

院大

院大
併願

既修

Ｂ

Ｃ

秋季

秋季 1０

6７

５

1mmi､蝋Mmll蝋1１

mlImlMMlm蝋Ｉ

1９２ 1８１ 5５ 1０ #DIV/0１

#､1V/０１

#､1V/０１

0.50

#DIV/0１

#DIV/0１画
一
画
一
国

學

學

澆大

焼大

虎大

ロ
ブ 苣修

｛卜願
既修

Ａ

Ｂ

Ｃ

春季
春季
春季

1０

MMllMmmilm鱗
limlll鯛!i鑓鰯
lMiMmm鰯､#’11$

1４

８

駒澤大 5０ 393 879 209 6２ 2１ 45％ 7.86 6.34

駒澤大 塵 前 1５ 7８ 111Mmm職iiii3 4８ 4５ 24(+7） ２ 5.20 #VALUE！

駒澤大 未 惨 前拘 2５ 262 MlmmMmi鰯､鱗 114 1０１ 3１ 1９ #､1V/0１ 10.48 8.45

駒澤大 既 塵 ５ 1４ ImiM1mi灘i蝋 ９ #､1V/０１ 2.80 #DIV/0１

駒澤大 未 摩 ５ 3９ M露llmmm1MMii 3８ #DIV／ 7.80 #DIV/0１

上智大 100 1１８７ 1920 639 511 1７６ 62％ 11.87 6.74

■■ 二智大 既修 5０ 512 607 291 242 5７ 1２ 84％ 10.24 8.98

上智大 未修 5０ 675 1３１３ 348 269 7０ 51％ 13.50 9.64

上智大 併願 378 4９

成践大 5０ 822 1５３１ 54％ 16.44 #､1V/０１
成践大

成践大
既

既‘

惨

彦

￣般

社会人
2０

1８６

5８

471

185

1８

1２

1７

７

39％

31％

9.30

#DIV/0１

10.33

4.83
成践大

成践大

未（

未‘

鯵

鰺

￣般

社会人
3０

287

Z９１

316

559

3０

3０

3０

3０

91％

52％

9.57

#DIWO！

9.57

9.70
専修大 4２ 513 1206 1０３ 5２ 43％ 12.21 9;8７
専修大

専修大
既

未，

惨

塵
1期

3０

1２

265

248

629

577

6０

4３

3３

1９

42％

43％

8.83

20.67

8.03

13.05
専修大
専修大

既

未，

塵

惨
五期

1２

６

創価大 5０ 1９１ 466 160 148 6１ 41％ 3.82 3.13

大東文化大 5０ 323 905 36％ 6.46 #DIV/0１

大東文化大 Ａ 4０ 323 662 1９９ 1９５ 8９ 49％ 8.08 3.63

大東文化大 Ｂ 1０ 243 0％ 0．００ #DIV/0１

中央大 300 3350 5413 724 700 376 62％ 11.17 8.91

中央大 既修 200 1６０９ 2１３０ 460 451 248 1９５ 76％ 8.05 6.49

中央大 未修 9０ 1７４１ 3283 264 249 120 6８ 53％ 19.34 14.51

中央大 特別 1０ ９ ８ 0.90 1.13

東海大 5０ 3６６ 1００６ 1４１ 9５ 4７ 36％ 7.32 7.79

東海大

東海大
既修
未修

￣期
￣期 4０

3３

1５１

250

667

2４

1１７

1５

8０

６

4１ 2０

１３％

23％

0.83

#DlV／

5.50

3.68

東海大

東海大

社特
未修

二期

二期 1０ 1８２

1０

7９

０％

230％

０．００

#DIV/０１

#DIV／

#ＤⅣ/０１

東洋大 5０ 684 1４４１ 6５ 47％ 13.68 10.52



補欠合格
候補者数

－
－
二
』
Ｉ

関東学院大

大学
既修
未修

入試
方式

入試
曰程 定員

05年度
出願者数

04年度
出願者数

－次選考
通過者

最終選考
受験者 合格者数

補欠合格
候補者数

入学者 05/0４

出願者比
05年度
出願/定晨

東洋大 宋修 Ａ曰程 1５ 258 422 245 2６ 61％ 17.20 9.92

東洋大 既修 Ｂ曰程 1５ 1２３ 496 9６ 1７ 25％ 8.20 7.24

東洋大 未修 Ｂ日程 1５ 1８２ 496 1５２ 2２ 37％ 12.13 8.27

東洋大 共〕園 Ｃ日程 2０ 1２１ 523 23％ 6.05 #､1V/0１
日本大 1００ 425 1１８７ 340 1１０ 4５ 36％ 4.25 3.86
曰本大 既 惨 5０ 1７９ 411 1３３ 5５ 1５ 44％ 3.58 3.25

曰本大 未 蔭 5０ 246 776 207 5５ 3０ 32％ 4.92 4.47

法政大 1００ 834 2397 1７８ 1６１ 35％ 8.34 5.18

法政大 既 摩 7０ 562 974 1２７ 2１ 58％ 8．０３ ４．４３

法政大 未 膠 Ｉ 1０ 7６ 755 5９ 1８ １０％ 7.60 4.22
法政大 未 摩 1１ 1０ 1０３ 358 6０ 1６ ７ 29％ 10.30 6.44
法政大 未 膠 Ⅲ 1０ 9３ 310 5９ 30％ 9.30 #DIV/０１
明治大 200 2589 3１８８ 1２４１ 623 276 81％ 12.95 9.38
明治大 摩 1００ 1１５６ 1２４２ 629 312 1４１ 93％ 11.56 8.20
明治大 未 摩 1００ 1４３３ 1９４６ 612 311 1３５ 74％ 14.33 10.61
明治学澆大 8０ 471 1２７１ 291 8５ 37％ 5.89 5.54
明治学
明治学

明治学

澆大

澆大

澆大

未

既）

既，

彦
蔭

膠

Ａ

Ａ

40～6０

20～4０

419

921 1８８

7８

6９

７

4４ 45％ #ＶＡＬＵＥ！ 6.07

明治学院大 Ｂ(デ《び入学含む） 350 0％ #DIV／ #DIV/０１
明治学院大 ＡＯ ５ 5２ 2５ ９

立教大 7０ 618 1３５０ 485 193 8５ 5８ 46％ 8.83 7.27
立教大 摩 3０ 1３２ 564 8８ 3８ 3１ 1９ 23％ 4.40 4.26
立教大 未 摩 4０ 486 786 397 1５５ 5４ 3９ 62％ 12.15 9．００
早稲田大 300 2264 4557 764 753 333 50％ 7.55 6.80

神奈川大 5０ 313 856 37％ 6.26 #DIV/0１
神奈川大 前期 3５ 313 615 1２６ 5２ 51％ 8.94 6．０２

神奈川大 後期 1５ 241 ０％ 0.00 #DIV/０１
関東学院大 6０ 339 887 1５１ 1１０ 38％ 5.65 3．０８

関東学院大 既 摩 前轍 3０ 4４ 1７７ 2９ 1７ 25％ 1.47 2.59

関東学院大

関東学院大

未‘

既‘

惨

摩
前轍

０
５
３
１

251

1１

494 1２２ 9３ 51％

#DIV/０１

8.37

0.73

2.70

#､1V/０１

関東学院大 未 膠 1５ 3３ 216 １５％ 2.20 #､1V/0１

桐蔭横浜大 未修 7０ 466 1０２２ 448 1１２ 1１０ 46％ 6.66 4.16

山梨学院大 4０ 222 554 ０ 40％ 5.55 #､1V/0１

9８

1１

1７５

2３

9３

1０

2５

３

56％

48％

9.80

０．７３

3.92

3.67



補欠合格
候補者数

既u1ジハ｡ｴ、ハロｴｂｕｏ午伐ｕ4千反一八遇蚊於透補欠台船人亭省００/Ｏ４ＵＯ午I芸０５年l其｜
未修方式曰程定員出願者数出願者数通過者受験者合格者数候補者数出願者比願/定ロ願/合格
既修３０１試験 ０％＃、1V/０１＃DIV/０１
宋修１５１１３２１９ ５２％７５３５６５

隻 １０７ ０％＃ＤＩＶＯＩ＃ＤⅣ/０１

２５８７20940４１７６２ ５０％

ｌ
〕
ｇ
ｌ

大学
既修
朱修

入試
方式

入試
日程 定員

０５年度
出願者数

０４年度
出願者数

一次選考
通過者

最終選考
受験者 合格者数

補欠合格
候補者数

入学者 05/0４

出願者比
05年度
出願/定晨

山勇

上I勢
上 課

学
邑弐「
、。

危尹Ｉ
，』

廃大

亮大
尻大

既

未，
束

摩

夢
参
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補欠合格
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補欠合格
候補者数

】、土

３８１１３５ １６３ ４．６６４３％ ２０４８０

社会 ７４ ２１５ ７２ ３４％ １．７６
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第二部：学士課程教育の再構築

第二回大学教育セミナー

｢学士課程教育の再構築につし て考える」、



はじめに

「学士課程教育の再構築について考える」
西山宣昭（金沢大学大学教育開発・支援センター）

戦後、高等教育の普及率は増加の一途をたどり、今まさに大学全入時代を迎えよう

としていることは周知のとおりである。このようなユニバーサル化の状況にあって、

大学教育において何がなされるべきかという根源的な問いに対する答えが模索されて

いる。一つの方向が学士課程教育の再構築である。四六答申においてすでに、一般教

育と専門教育という形式的な区分を廃した総合的な教育課程の編成の必要性について

言及されているが、大学の大衆化に伴う問題が予見されたことがその背景にある。そ

して今、教養教育と専門教育との有機的連携をいかに具体化するかなど、学士課程教

育の具体的なモデルを構築することは、国立大学法人化、少子化などにより現実味を

帯びてきた大学の生き残りとも絡み、各々の大学にとって喫緊の課題である。

学士課程教育の再構築を考える上で、繰り返されてきたキーワーＦは「教養教育と

専門教育との有機的連携」である。２００５年１月に出された中央教育審議会大学分

科会の答申「我が国の高等教育の将来像」においては、学士課程について「教養教育」

と「専門基礎教育」を中心とした再編が提言されている。これは、特定の学問領域を

核としつつも学士課程教育の目的が、専門的知識の習得ではなく、激しく変遷する困

難な社会に柔軟に対処するために必要な基盤的能力の養成であることを指している。

特定の学問領域における具体的な題材に基づいて、派生する幅広い知的基盤を形成さ

せ、問題発見、問題解決能力を養成させることは有効な教育方法である。多くの学問

領域においてパラダイムの転換が起こりつつある今、各々の専門領域に固執すること

なく旧来からの学問領域の相互の関係性を改めて全体から眺め、新しい学問領域をそ

の系譜に取り込むことが学士課程教育のカリキュラムを検討する上でまず求められる

ことであろう。

学士課程教育のデザインにおけるもう一つの視点は、学生の自立性、主体的な学び

をいかに促すかである。これは、冒頭の問い「大学教育において何がなされるべきか」

に回帰する時、ごく自然に導かれる。自立性、主体性こそ知的基盤形成、問題発見、

問題解決能力養成の前提である。言うまでもなく、多くの教員が学生の主体的学びを

促す方策について試行錯誤を重ねている。ユニバーサル化の状況にあって、その方策

を得ることはますます困難な作業となるであろう。しかし、確かなことは、学生自身

が自分の興味を自ら見つけるプロセスにおいてこそ最大の教育効果が得られることで

ある。

本学は、平成２０年度に現在の８学部を３つの学域に再編・統合することを中期計

画に掲げている。まさに金沢大学の学士課程教育の再構築が行われようとしている今、

大学教育開発・支援センターとしても全国の大学の状況を整理し、議論の場に提供す

ることによって責務を果たさねばならない。このような意図に基づき、第２回大学教

育セミナー「学士課程教育の再構築について考える」が企画された。関西大学文学部
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の山本冬彦氏には「関西大学文学部改革と教育の課題」について、九州大学高等教育

総合開発研究センターの副島雄児氏には「九州大学２１世紀プログラムで育ったもの

－卒業生の輩出を迎えて－」について、そして京都大学高等教育研究開発推進センタ

ーの田中毎実氏には「学生の主体的学びを促す教育システム」についてご講演いただ

いた。いずれの講演においても、個`性的な学士課程教育のモデルの提示や核心をつく

提言がなされた。

関西大学文学部は従来の８学科をｌ学科に統合した上で、学科ごとに学生を募集し

ていたところを一括募集とし、２年進級時に学科内の各専修に分属させるシステムに

改めた｡テーマプロジェクトと呼ばれる２年サイクルの短期プロジェクトを立ち上げ、

３年進級時の学生を所属する専修によらず募集し、プロジェクト内で卒論指導まで行

う。これは、学生の能動的な進路選択を促す機会となる。さらに、学校インターシッ

プを導入し、教職志望以外の学生にも学校という社会の体験を通して自身の適性を把

握させ、学習への自発的な動機付けを促す取組が行われている。

九州大学の２１世紀プログラムは、学生定員２０数名の小規模なものであるが、学

生は所属学部のカリキュラムには従わず、２１世紀プログラムのチューター教員の指

導のもと学生自身の方針に基づいて理系文系学部にまたがって科目履修を行い、４年

間を通して学生独自の出口を見つけさせる。２１世紀プログラムの学生には、大学院

進学が強く推奨されている。

関西大学文学部、九州大学２１世紀プログラムのシステムは、遅い専門化いわゆる

レートスペシャリゼーションを意図したものだが、そこでは学生の主体性を引き出す

仕掛けが組み込まれている。それぞれ、中教審答申「我が国の高等教育の将来像」の

中で学士課程の類型として提示されている「専門教育完成型」と「総合的教養教育型」

とに対応する独創的なモデルと言えるかもしれない。なお、いずれの場合も十分に設

計されたコアカリキュラムが用意されている。

カリキュラムというシステムは、その要素である各々の授業に基づいて機能するこ

とは言うまでもない。近年、学生の主体的な学習を促す授業形態として参加型授業、

双方向授業が注目されているが、京都大学の田中氏は旧来の講義型一斉授業が依然と

して基本であり、一斉授業においても教員と学生とのダイナミックな双方向の相互作

用が起こりうること、その可能性の追求なくして参加型授業の成功は望めないことを

主張された。教育システム開発の核心が各々の授業の日常的な改善であることを改め

て考えさせられた。

講演の全容をここにお伝えし、本学を超えて学士課程についての議論に供されるこ

とになれば当センターとしても望外の喜びである。
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第１報告「関西大学文学部改革と教育の課題」
山本冬彦（関西大学文学部教授）

（はじめに－－文学部の当面する課題）

今曰は「関西大学文学部改革と教育の課題」というテーマでお話します。私どもの

文学部は今回の改革の一環として、幾つか新しい科目を設定したり、大学外のいろい

ろな組織と連携した教育のプログラムを創設する取り組みを行ってきました。その全

部が－つの学部の改革とリンクして、新しい教育のスタイルを今作り出そうとしてい

ます。したがって、今曰の全体のテーマは学士教育課程の問題ですが、特定の教育の

問題というより学部全体の話をせざるをえないことを、最初にご了解いただけたらと

思います。

どこの大学でも、現在さまざまな課題の前に立たされています。１８歳人口がどんど

ん減っている、それから学生のreadiness、受験生が高校までに学んでくる育ちや発

達の在り方の非常に大きな変化があって、彼らの持っている問題関心、学問に対する

スタンスが、やはりどんどん変わっていく。その中で、今の大学の在り方では、なか

なか現実には対応できない。さらに、大学へのユニバーサル・アクセスという問題も

あり、その中で大学をどう変えていったらいいのかというのがあります。

私どもの学部は１学年の学則定員が750名、実質800人台の中ごろぐらいが平均した

ところです。それに対して129名の教員組織です。関西大学は曰本でも有数のマンモ

ス大学となっており、７学部と大学院を合わせますと、大体、学生が２万8000人とい

う規模になります。私たちはその７学部のうちの一つの学部です。ところで、文学部

の場合はこれまでいろいろな学科に分かれていたので、ほかの学部よりも、教員１人

当たりの学生数が少ない、教員の数が比較的多いという、条件としては恵まれた側面

も持っています。

同時に、最近の学生の文学離れという状況の中で、学生の興味・関心、それから私

たちの提供する学問内容との間に、いろいろな齪儲（そご）が生まれてきています。

とりわけ、いい悪いは別として、文学というものに対する関心の在り方の変化。それ

から、特に第２外国語のドイツ語やフランス語など（中国語などは最近の曰中の関係

の流れがありますので、ちょっとようすは違うのですが)、これまでの文学部の学問

の配置・在り方に対する、学生側のニーズやスタンスの間に、いろいろなずれが生じ

ています。

その中で、どうやって文学部の新しい教育を展望していったらいいのかということ

で、実は10年ほど、いろいろな側面から議論をし、2004年度４月から、従来８学科（詳

細は後でお話します）あったものを、総合人文学科１学科と10専修という形に改組を

しました。同時に入試も改革し、従来、各学科ごとに学生を採っていたのを学部一括

募集とし、各学科は専修という名称に変え、１年生から２年生に上がるとき、各専修

に分属するというシステムを、2004年度から同時に採用することにしました。

今曰はその間の経過と文学部改革の中で、､多様な新しい教育の科目などを作ってい
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ったという経過もあり、それもふくめて、今、我々がどういうことをやろうとしてい

るのかを少しお話ししたいと思います。

（改革の経過）

さて、今度の改革では「多彩なディシプリンと活発なプロジェクトによる新しい人

文学の拠点を目指す」というのを、私たちのキャッチコピーみたいにしているのです

が、一方で従来あった学問体系の枠は守りながら、でも新しいプロジェクト型の短期

型の教育コースも、臨機応変に設けることができるスタンスを採ろうとしています。

①将来構想委員会での議論と提言

私たちの学部の学則定員が750名、教員129名は今お話ししたとおりですが、この改

革については、１０年ぐらいのスパンで議論をしてきたわけです。文学部の将来構想委

員会という、従来はなかった委員会を1996年10月から立ち上げました。一種の戦略会

議というか、中長期の学部改革をどう考えていったらいいのかということで、通常ル

ーティンに開催している委員会とは切り離したところで、一種の諮問会議的な委員会

を特別に作り、そこがずっとこの間、学部の改革についての審議、提言の取りまとめ

を行ってきました。

この委員会は大体２年刻みで委員が替わって、委員長や副委員長も入れ替わってや

ってきました。この委員会が発足して最初に提言したことで、９８年に実現したのが、

インターディパートメントです。

資料としてお出ししたもののなかに、我々の学部のパンフレットがあります。ここ

に今度の学部の再編のチャート図があります。左に現在の組織図があって、従来は文

学部は英語英文学科から始まり、国語国文学科、哲学科、フランス語フランス文学科、

ドイツ語ドイツ文学科、史学・地理学科、中国語中国文学科、教育学科という８つの

学科でずっと運営をしてきました。インターディパートメントは、従来の教養教室（こ

れは、全学の教養科目や図書館司書養成課程を担当する先生たちがおられたところで

すが）を中心に、所属はそれぞれの学科だけれども、３年生からその学科に所属しな

がら、そこを離れて、新しいコースの新しい科目が履修できて、そこで卒論が書ける、

そういうディパートメン卜（学科）を横断した内容の、人文情報コースと、ヒューマ

ンサイエンスコース、エリアスタデイーズコースを98年にまず作りました。これを改

革のまず最初のステップとしてやったわけです。

それ以降、さらに学部全体を大きく改変しようということで、2001年12月に「２１世

紀の文学部像の提言・その２」を将来構想委員会が学部長に提出しました。そのとき

の委員長が現在の学部長で、副委員長が私だったのです。その骨子は、当時は教養教

室と、保健体育の先生方の所属する体育教室があったのですが、その８学科２教室を、

１学科多専修という形に改組するというものです。文学部を多様な専修、細かな専修

に分かれる１学科制にするという方向付けをしました。もっとも急激な改革には反対

もあるかもしれないということで、三つの学科に再編しようとか、現状のままで運用

で何とか乗り切ろうとか、幾つかの案を作り、当時の学部長に提言を出したわけです。
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そういう提言を受ける形で、その次の2002年10月に学部長が替わり、部長のもとで

新しい執行部体制になりました。当時の将来構想委員会の委員長が現在の学部長で、

副委員長の私が部長代理になりました。そういう流れの中で、2002年11月から2003年

にかけて、提言に盛り込まれた改革を、部長を含めた執行部の提案のもとで順次行っ

ていきました。

②８学科２教室から総合人文学科１学科１０専修へ

話は前後しますが、2001年12月に出した将来構想委員会の提言は、１学科多専修な

どの組織の改革案と、一括募集２年次分属などの入試改革案、ＦＤヘの取り組み、学

外の社会との協力・連携などの提言を取りまとめたわけです。大体、将来構想のこの

提言を骨子として、新しい執行部になって、2002年11月から改革がスタートしたこと

になります。2003年度までの入学生については８学科と２教室あったのですが、２００４

年４月の入学生からは、１学科10専修への改組を行いました。

専修というのは学科ではなく、カリキュラムのコースの名称ですから、各専修にど

れだけの学生と教員を配置するかは、１学科の中でグロスでやっていけますので、運

用が非常に柔軟にできます。例えば学生の多い少ないに対応して、教員の数も調整で

きるし、逆に学生の数がかなり少なくなっても教員は残しておけますし、新しい専門

分野のいろいろなコースを設けることも比較的簡単にできる。一つの総合人文学科と

いう枠内で、比較的簡単にできる。そういう意味では、時代の変化の中に柔軟に対応

できるような組織を一挙に作ってしまおうということになったわけです。

③学部一括募集・２年次分属の実施

2002年11月の段階で、今言いました提案を我々から教授会に行い、基本的にはそれ

を了承していただきました｡同時に学部一括募集・２年次専修分属の提案をしました。

従来の入試は、私たちの文学部では第１希望から第８希望まで、学科の希望を受験生

に書かせ、あとで学科回しというのをやる。当然、学科によって非常に人気のある学

科、つまり第１希望の受験生だけで合格者が決まってしまうところと、必ずしもそう

でない学科が生じるという問題が起きてきたり、入試の中での査定の課題がいろいろ

出てきます。過不足無く定員を確保できる合理的な査定案ができない状況になってく

ることもあり、維持するのが大変困難になってくる。そこで一応、一括募集という形

で総合人文学科１学科にして、受験生は入学のときは、将来どの専修に属するのかは

決めない。一括で総合人文学科に入るという形で入学試験を行うと改めて、以前の学

科に当たる専修には２年次で分属を決定する方式を採る。これも2002年冬から2003年

春にかけての教授会で了承され､そういう方向で行こうということになったわけです。

実は、文学部の１学科多専修は、私学の場合は早稲田大学や慶應大学がモデルで、

私は将来構想委員会の副委員長時代に、それらの大学に行って、いろいろな話を聞い

てきました。

まず、１学科にして分属を２年生にすると、受験生が大学に入ってから自分の専門

分野を、実際にゼミを受けて、授業を受けた結果を基に最終的に選ぶことができます。

しかし、従来のやり方で学科で入ってくると、例えば教育学科で入学が許可されると、
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転学科という手はありますが、基本的には変えることができません。そのことによっ

て、いろいろなミスマッチが起こってくる。こんなはずではなかったとか、実際に大

学に入ってみたら、自分の考えている教育内容とは違っていたということが起こって

くる。

そういうことを回避することもあって、まず一括募集をして、なおかつ１年間、大

学の授業を受けたうえで、最終的に２年生に上がるときに分属を決定するシステムを

採ろうということになったわけです。むろん希望した人がそれぞれ、自分の希望の専

修にパーフェクトに入れるかどうかという問題がどうしても残るのですが、実際にや

ってみると、９割以上の学生はちゃんと自分の希望の専修に入れています。これは早

稲田でも慶應でもそれでうまくいっているといわれたのですが、そうなりました。

④一年生への共通専門科目の設置

そういう改革が組織の改革として－つあるわけですが、それに関連して、２年生に

なるときに専修分属を実施するので、１年生に専修の入門プログラムを置くというこ

とで、「学びの扉」という１０の専修が提供する半期２単位の講義と「知へのパスポー

ト」と名づけたゼミをつくり、できるだけ少人数クラスにしました。最大で40人にな

っているところも若干ありますが、そういう演習のクラスを置く。

その２つは必修なのですが、もう一つ選択科目として「知のナヴィゲーター」とい

う名称の科目を－年生に置きました。これは文学部で学ぶための基礎的なスキルを学

ぶ共通基礎科目を置いてみようとしたわけです。将来的に全員に必須にするかどうか

は今検討中ですが、今年・来年の１年生には選択科目として置きます。それが新しい

科目です。

もう一つは外国語の基礎科目を置きました。これは従来から、いわゆる教養教育と

しての外国語以外に、外国語外国文学系の学科が専門英語や専門ドイツ語などを置い

ていたのですが、それを少し衣替えをし、「外国語演習」という科目として置きまし

た。

以上、その内容についての簡単な説明は、資料のチャート図の１年次のところに書

いてあります。「学びの扉」「知へのパスポート」「知のナヴィゲーター」「外国語演

習科目」という４つの科目を、１年次生の共通専門科目という形で置き、要するに自

分の専攻分野はまだ決まっていないけれども、最低限、講義と入門演習のゼミを含め

て、複数の分野の内容を履修しなさいという縛りをかけています。

もう一つ、「知のナヴィゲーター」は、それぞれの専門分野の先生から、専門分野

についてのコンテンツを学ぶのではなく、むしろ大学の教育で必要な基本的なスキル

を学ぶような、アメリカの大学のフレッシュマンセミナーをモデルにしたものです。

このように、学部の改組に伴ってカリキュラムの改革を行いました。

こうして、2004年度から１学科10専修へ改組したのですが、さらに２年後の2006年

をめどに専修の名称・数・学生の定員・教員配置数などの見直しを行う。これらの骨

子が2003年１月の教授会で了承されました。一応改革はまだ第１ラウンドが終わった

ところです。今のところ10専修ですが、最終的には15～20ぐらいの専修に細分化させ
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たし､。早稲田、慶應がそういう感じですが、そういう改革の方向性が決まりました。

⑤人事制度の改革

次に、それに対応して人事制度を改革するということで、一つは公募制を採用し、

それから段階的に補充人事を縮小します。補充人事とは、例えば私の所属する当時の

教育学科で、定年に到達された先生がおやめになったとする、その人がいなくなった

ら、教育学科に補充人事としてのポストが当然あるというのが従来のやり方だったの

ですが、基本的にはそれを段階的になくしていくということです。これは、人事に欠

員が生じたら、生じた学科や専修に自動的に次の人事を配分するのではなくて、いっ

たんすべてプールし、改革のために必要なポストに活用できるようにする。だから、

新しい専攻分野を作るとか、ここは学生の数が多いからそこに先生を少し増やすとか、

そういう教員のポストの再配置が可能になる人事のシステムを作りましょうという、

人事制度の改革ということです。

そのために、人事計画に関する提案を行う会議を作ることにしました。最初の2004

年度の採用人事の状況については、どのようにポストを割り振っていくかを提案する

学部長経験者による会議を作って、それ以降は教授会で選挙をし、委員を5人選び、、

それに学部長を加えた「人事計画会議」というものを創設しました。こういう人事に

ついての一種の戦略会議を設置して､以後の人事はこの会議の中長期的な展望の下に、

次の年の人事はどういう方針でいくかという提案をして、それを受け、従来の人事を

決めてきた学部内の人事委員会および教授会で、その提案を審議して、人事の方向性

を決めていくシステムにしようということになったわけです。

これは、いろいろな大学ですでに行われているという話も聞きますが、一応我々は

学部のレベルで、欠員が出たところはいったんプールして、そこで各専修からいろい

ろな要求を出してもらいます。うちは中長期的にはこういう展開を考えているので、

この人事ではこういう人を採りたいという形でそれぞれ出してもらって、この人事計

画会議が受けるヒアリングを基に、例えば来年度に５つポストが空く。その５つにつ

いては、ここに人事として充当していったらどうかという提案を行って、それが人事

委員会や教授会で了承されれば、それでいくというスタイルを採ろうということなの

です。

⑥テーマ・プロジェクトの展開

次に短期プロジェクト（テーマプロジェクト）の展開ということで、これは従来の

学科や専修の枠を超えて、新しい分野の研究や教育、特に教育を短期的にやろうとい

うものです。２年のサイクルで10～20人の学生を募集して、その人たちが３年生、４

年生とテーマプロジェクト（短期プロジェクト）の学生になって、そこで自分たちの

新しいプロジェクトのテーマに則して、演習や講義を受けて卒論を書くという短期プ

ロジェクトをする。これを実施するに当たって、今までの担当の先生では担い切れな

いところは、新任採用とリンクさせて、当面、短期プロジェクトを展開しようと考え

ました。

⑦プレステューデント・プログラムの設置
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さらに､推薦入学者を対象としたプレステューデント・プログラムを実施しました。

私立の大学はどこもそうですが、かなりの数の推薦入学の人を採っています。本学の

場合は指定校推薦で、それまで永年にわたって、私どもの大学に多数の合格者を出し

ているところを指定して、そこから毎年１人、２人と推薦してもらいます。そういう

入学者は11月ごろに入学が決まりますから、その時点で各専修からプログラムを提示

してもらいます。本をこれだけ読んでレポートを書いてくださいとか、スクーリング

をやりますので来てくださいとか、いろいろな趣向を凝らしたプレステューデント・

プログラムを、2004年度の入学生つまり2003年11月からこういうことを始めました。
⑧名称の上位年次適用

また、2004年度から文学部を改組するということで、新しいカリキュラムは、２００４

年度４月に入学した１年生から適用されます。それ以前の上位年次生については、当

然、旧カリキュラムのままであることは言うまでもないのですが、名称については、

上位年次適用をしました。文部省はかまわないと言ってくれたので、2003年度以前の

入学生は文学部○○学科で入学したわけですが、2004年４月からは、彼らも学科では

なく専修に所属という形で、所属の名称が学科から専修に変わったということで、１

年生から４年生まで、総合人文学科○○学専修という名称に統一することができまし

た。

（カリキュラム改革の詳細）

次に、改組に伴う１年次生への共通専門教育科目の創設について、少し詳しくお話

しします。

①学びの扉・知へのパスポート・知のナヴィゲーター

１番目は「学びの扉」という各専修で開く入門講義です。これはリレー式に担当の

先生が何人か出てきてやっているところもあるし、１人の先生がまとめてやる場合も

あるし、各専修でいろいろ工夫しています。各専修の専門分野の内容を紹介する科目

（半期）です。

２番目は「知へのパスポート」は各専修が開く入門演習ということで、少人数のゼ

ミのクラスです。私は教育学の専修ですので、その内容の演習を行うということです。

３番目に「知のナヴィゲーター」という、大学で学ぶための基本的技能を養成する

ための演習で、これには７つの到達目標があります。資料のポイントをつかむ文献・

資料を的確に読む能力。レジュメ・サマリーを作る文献・資料の内容をまとめた文章

を作成する能力。レポート・論文を書くテーマに応じて、自分自身の見解をまとめた

文章を作る能力。プレゼンテーション、調査した内容や自己の見解を口頭で発表する

能力。ディスカッション、発表内容を的確に聞き取り、質疑・議論する能力。モティ

ベーションを高めるということで、人文学への研究の動機づけやテーマの発見。図書

館・コンピューターの利用技術、その他大学で必要な技術の習得という形で、担当の

教員がこのすべてをやるのではないのですが、この７つの項目のうちの重点項目を決

めて、幾つかを中心にやっています。
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この「知のナヴィゲーター」では、各担当者が自分の専門分野の内容は教材にしな

いのを原則にし、コンテンツで教えるのではなく、むしろ議論のしかたや文献の読み

方、プレゼンのしかた、そういうスキルにかかわることを中心に、学生にいろいろな

トレーニングを行う。心理学担当の先生、中国文学担当の先生、歴史担当の先生、い

ろいろな方に担当していただいたのですが、心理学専門の先生は、心理学の内容に関

する教材は一切使わないとか、中国語の先生は、中国語に関する教材は使わない。む

しろスキルをどう学んでいったらいいのかを考えるための科目を作ってみようと、こ

れも希望者だけの少人数クラスで、１クラス20人程度でやってみました。

このような新しいタイプの授業ですので、この科目を担当する担当者会議を、少し

以前から何回も持っていただいて、どう運営していこうかということで、担当者全員

に集まって練り上げていただきました。すべての学生に必修にするためには、ほとん

ど全員の先生に持っていただかなければならず、そのためのＦＤなどいろいろなこと

が要るので、当面は学生の自由選択に任せる選択科目として置いてあります。まだ１

年で、どういう方向になるかはきちっと決まっていないのですが、状況を見ながら拡

大していくと思います。

②外国語演習

４番目の「外国語演習」は、外国語の基礎的なスキルやコミュニケーション能力を

高める。実は１学科多専修で２年次に専修分属をする中で、一つのネックになったの

が未修外国語に関連する専修に分かれる学生のフォローをどうしようかという話で

す。１年生の段階では専修の分属が決まっていません。でも、中国語に行きたい、フ

ランス語に行きたい、ドイツ語に行きたいと学生は思っているかもしれないけれども、

分属は決まっていないのです。だから、中国語中国文学専修に行きたい学生は中国語

の、当然、教養科目の外国語は取ることはありうるけれども、専門の先生がたの立場

からすると、やはりできるだけ早い時点から、特に未修外国語についてはトレーニン

グを始めたいと。そこをある程度確保するために「外国語演習」という科目を開いて、

専修の分属はもちろん決まっていないけれども、いろいろな外国語の基礎的なスキル

を学べる科目を作ろうと置いたわけです｡それが１年次生の共通教育科目の創設です。

自分たちの学科や専修に分属が決まっていない学生に対して、知のナヴィゲーター

は別として、自分たちの専修の専門科目を講義ないし演習で教えることは、実は我々

教員にとっても初めての経験です。学生には最終的に自分の希望の専修へ行けるかど

うかは、成績が最後に物を言うとアナウンスをしてありますので、一応、自分の行き

たい専修のゼミなどは一生懸命受けてくれます。私の所属するのは教育学専修なので

すが、教育学の専修は教育学と心理学とありますから、教育学へ行きたい学生は、う

かうかしていて心理の学生に負けたらいけないから一生懸命やりたいと、かなりはっ

きり言う学生もいて、そういう形で割と活』性化ができました。すべてではないですが、

自分の行きたい専門分野へ行くために一生懸命勉強する学生と相対してゼミや講義を

する。特にゼミはその意味では大変効果があったと思います。

そういうことで、分属が決まっていない学生に専門の講義や演習を行って、学生と
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いろいろやり取りをしながら、自分たちの専修にどうぞ来てくださいということにな

ってくるわけです。

③テーマ・プロジェクトの詳細

５番目に、これは１年生の共通専門教育科目ではないのですが、先ほど言いました

テーマプロジェクトを立ち上げようと。短期（２年間）で３年次から各専修が学生を

募集して、演習と基本的な講義で構成して、卒論まで指導するテーマプロジェクトを

立ち上げよう。そういうことで、2005年度からはアメリカ文化研究、フィールドワー

クとしての芸術学、フランス映像文化論、文化遺産学、アジア民俗宗教学、地域実践

心理学というテーマプロジェクトを中核になって担う教員が１人、それに協力する教

員が１～２名ということで、大体２～３名の構成で募集をしましたｏ各テーマプロジ

ェクトに対して、多いところで18人、少ないところで10人ぐらいの学生の応募があり

ました。来年度、2005年度の４月からテーマプロジェクトが立ち上がります。

④法科大学院進学プログラム

６番目に、LawSchoolAdmissionProgram（ＬＳＡプログラム）という副専攻のコ

ースを作りました。副専攻というのは、自分の属している専修の基本的な必須科目を

取るのだけれども、一部別のまとまりの専門科目を取ることができるシステムを従来

から少し作っていたのです。それに法科大学院進学プログラムを乗せ、法科大学院設

立の趣旨から考えて、必ずしも法学部の出身者でなくても、むしろ社会の広い人材と

いうか、専門的ないろいろな教育を受けた人から法曹界に行ってほしいという趣旨か

らかんがみて、文学部の学生も法科大学院に進学できるフォローができるような副専

攻を作ろうということで作ったのです。

２年次から登録をして24単位（必須４単位、関連科目20単位）を受けてもらう。Ｌ

ＳＡＰ演習ａｓｂは「クリテイカル・シンキング」に関心をもつ哲学専修の先生にお

願いをして演習を持ってもらう。これは３年次配当で各１単位です。ＬＳＡＰ講義は

２．３年次配当で、それぞれ半期で必修は２単位です。ＬＳＡＰ講義は法学部の先生、

あるいは法学専門の先生に専任・非常勤を含めてお願いして学生を持ってもらう。あ

とは法学部の講義科目から関連科目を指定して、これは憲法・民法・刑法など20単位

を取得する。それを取って、所属専修の専門科目の履修は多少減免する形で、文学部

を卒業して法科大学院の進学を考える学生たちのフォローをしようというものです。

従来から、そんなに人数は多くないのですが、例えば私どもの教育学専修からも弁

理士の試験に合格した学生などが少しずつ出てきたので、今般の法科大学院設置の趣

旨から考えて、文学部の学生で法曹界へ進みたいという希望を持つ学生には、できる

だけフォローをしようと考えて副専攻を作りました。

⑤学生の分属の状況

次に、学生の分属の状況を改めてお話しします。１年生の11月・１２月ごろから分属

の希望調査を２回行い、１回目に分属の希望調査を公表します。それに先立って、各

専修の最大受入人数を出してもらって、それを学生が見て自分の希望専修を登録して

出して発表される。そうしたら、大体学生が割と集まるところと厳選されるところと、
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いろいろ出てくるわけですが、その状況を見て、ここがあふれているとか、ここはま

だいっぱいになっていないとか、学生が見ます。それを見たうえで、もう１回、第２

回目の専修希望を、修正をかける学生にはかけさせたところ、結局、３０名強があふ

れてしまいました。もう少しあふれるかと思ったのですが、２つの専修が最大受入人

数を上回っただけでした。

それぞれの専修について、もし上回ったときは、面接や専門科目の成績で最後はセ

レクトすると、学生に初めからインフォメーションをしていたのですが、２つの専修

でそれぞれ成績のチェックと面接を、ボーダーにかかっている学生には行ってもらっ

て、最終的にそこで判定をして、３０名強の学生には別の専修に回ってもらう。第２希

望の専修を出してもらって、一応、３０名強の学生はそれで納得をして、今年度の１年

生の２年生に向かう専修分属は完了しました。今年の１年生はちょっと人数が多くて

900人を超えていたのですが、そのうちの30名ぐらいが最後のセレクトにかかったの

で､ほぼ大部分の学生は自分の希望どおりの専修に進むことができたという結果です。

（大学の社会連携一一学校インターンシップ・プログラム）

以上が学部改組の大きな流れで、それと並行して社会連携をやろうという、これは

実は2001年の将来構想委員会の中で議論が出ていたところです。というのは、大学の

教育は、やはり大学のキャンパスの中だけでは完結しない。学生が社会にある程度出

掛けていって、その中でいろいろなことを学んできて、またキャンパスヘ戻ってきて、

またそこで勉強・学習・研究を進めるという回路は必要であろう。同時に、大学の持

っている資源を社会に活用していただくというか、大学が教育研究以外のところで社

会とどう連携できるのかも含めて､いろいろなプログラムをやっていこうという話を、

将来構想委員会の提言で特に強く出していたのですが、改組の作業と並行して、学校

インターンシップをやろうという話になりました。

私たちの地元の大阪府教育委員会では「まなびングサポート」といい、数年前から

学生をボランティアとして学校に受け入れる制度を作っていたのです。ボランティア

ですから、かなり自由に学校に行って、いろいろなボランティアをするのですが、教

育活動ではない。また、これはどこの大学もおやりになっていることですが、本学も、

就職部を中心に８年前から、企業に対するインターンシッププログラムをやっていた

のですが、その学校版をやろうということです。これはインターンシップの教育プロ

グラムですから、２単位を出すという制度がすでにありましたので、そこに乗る形で、

１年目は大阪府下や神戸市立の高校数十校を中心に呼びかけ、学生をインターンシッ

プ生として派遣しました。

大学の外へ学生の学びの場を拡張していく。教員志望以外の学生の応募も認めて、

大学で学ぶに当たって､いろいろな経験を積んでもらうということでやったわけです。

2003年３月から大阪府教育委員会、神戸市教育委員会などと大学の連携協定を結び、

それをてこにしながら､2003年度では大阪府立高校や神戸市立高校などに呼びかけて、

延べ96人の学生が参加しました。
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本学の学校インターンシップには夏休み短期集中型と長期週一型という２つのパタ

ーンを作り、このごろはどこでもそうなってきたと思うのですが、大学生の夏休みが

大体７月末から９月中旬ぐらいである。私どもの大学では寸大体７月末から９月20曰

までが夏休みで、学校現場の夏休みは８月３１曰まで、事によったら最近のいろいろな

状況の中で、８月下旬ぐらいから、いろいろな行事をされるところもあります。そう

しますと、高校の学校現場の授業が行われていて学生が休みである期間、８月中旬な

いし下旬から９月中旬までの期間を利用して､集中的に学生が高校に出掛けていって、

文化祭や運動会など、いわゆる行事の補助などを中心にした研修を受けてくる。こう

いう型のプログラムと、９月２１曰以降、学生の授業が始まった段階なのですが、授業

の合間を縫って週１回、例えば午後３時から５時ごろまで毎週１回、当該の高校へ行

ってクラブの指導を行うとか、情報教育の補助を行う形での長期週一型という、２つ

のパターンのインターンシッププログラムを設けました。そこに各高校にお願いして

エントリーしてもらう。

いろいろな高校から､例えば何月何日から何月何日の間でこういう業務があるから、

ここに学生さんを３人よこしてほしいとか、いろいろな業務のエントリーが来るわけ

です。それに対して学生を集めて面接をして、去年の場合は100人近い学生の面接を

したわけですが、面接をして彼らのインターンシップに行きたいという意思を確認し

ます。あなたはこの学校のこういう職種に、例えば近隣の高校が行っている外国人留

学生に対する曰本語指導は非常に人気があって、３人募集のところを10人ぐらいが第

１希望で出してくるから、これについてはよりスムーズにできそうな学生を行かせま

す。残りの学生には別のところに行かないかというマッチングをして、学生の行きた

いところと研修希望の先とをうまく当てはめていって、学生に面接で確認するという

作業を行って、学生を送り込みました。

いろいろな職種・業務があります。詳しい説明は時間の関係でできませんが、そう

いう形で学生が出掛けていって、終わったら必ず報告書を出してもらう。それから、

短期型の報告会を10月中旬､長期週一型の報告会を12月20日過ぎにそれぞれ行います。

各会６人ぐらいの代表の学生にプレゼンをしてもらって、そこに受入の高校の教員、

教育委員会の関係者、インターンシップに参加した学生、それから我々大学の教員が

集まって、そこで報告会や議論を行っています。

２月にはインターンシップに行った学生に単位を認定する。ただ、これは学部によ

って違います。基本的に文学部が中心になってやり始めたプログラムなのですが、現

在は大学全体の取り組みという形で位置づいています。ほかの学部の学生ももちろん

来てくれているのですが、学部によっては単位を出さないところもまだあって、文学

部は出していますが、きちっとした制度にはまだなっていない。単位がなくてもイン

ターンシップに行きたいというほかの学部の学生は、もちろん１年目から受け入れて

います。

これが2003年度なのですが、2004年度はさらに衛星都市の１０ぐらいの教育委員会と

連携協定を結び、小中学校でも、学生がインターンシップに行けるプログラムを組み
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ました。幼稚園も含めて、小・中学校については、各教育委員会ごとで取りまとめて

もらって募集をしてもらうことにしています。大体、高校も合わせて1000を超える学

生派遣の要請がありました。それを各地域ごとに分冊にした台帳を作って学生に配っ

て、学生はそれを見ながら行きたい学校を決めるわけです。エントリーしてくる学生

にまた面接をして、学生の希望を尊重しながら、研修先の学校を決めます。今年は延

べ315人余りの学生を高校と小中・幼稚園に派遣をしました。

この学校インターンシッププログラムは、実はかなりブレイクをしました。最初や

るときは、これほどたくさんの学生や学校現場からの反応があるとは思わなくて、ち

ょっと試しにやってみようかという感じではじめたのです。高校にお願いしても、恐

らく１０校ぐらいが手を挙げてくれるぐらいで、学生も20～30人ぐらいかなと。もした

くさんの高校からエントリーがあったときに、学生が足りなくなったらどうしようと

か、だいぶ心配をしたのですが、１年目はふたを開けてみると、エントリーしてきた

高校が50ぐらいあり、２年めは1000件を超える業務のエントリーがありました。学生

は１年目は延べ96人、２年目は全学部にかなり宣伝をして広げたこともあったのです

が、300人を超える学生が応募してくれた。そういう学生たちが研修に出掛けていっ

て、最後に報告書を書いて、教育実習ではないので教壇実習はやらないことになって

いるのですが、いろいろな補助をやって、業務日誌をちゃんと書いてもらって、総括

的な報告書と業務曰誌を一緒に提出してもらう。それに対して単位を与えるというこ

とをやっています。

これは社会連携の一つの形・試みですが、これも改革の議論の中で、一つの改革の

柱として生まれてきたということで、ここでご披露した次第です。

（改革の今後の展開一一むすびにかえて）

最後に、2006年度の新専修設置に向けてということで、これはこの間の教授会で決

まったのですが、新しい専修を作ろうということで、英米文化論専修が従来の英語英

文学専修から分かれてでき上がり、芸術学美術史専修は哲学専修から分かれて、映像

文化論専修は、新しくテーマプロジェクトで来ていただいた先生を中心に、ここは映

画論を中心とした専修を作ろうということでできます。文化共生学専修は、フランス

語やドイツ語関係の先生が、ヨーロッパの文化論をコアにしながら、文化共生のテー

マを深める新専修を作ろうということです。心理学専修は、教育学専修の中に心理学

のコースがあったのですが、そこに８人おられる先生たちが新しい専修として独立し

て立てようという、大体こういう形で新しい専修を作ります。だから、2006年度から

は今の10専修が15専修になります。今後も、もう二つ、三つぐらいの専修が、2007年

度ないし2008年度で立ち上がることはありうるということで、今、改革の次のステー

ジ・段階が進行しているということです。

今から考えたら、２年間でいろいろなことをやってきました。少しざっぱくな説明

というか、流れがつかみにくかったかもしれませんが、時間になりましたので、いっ

たん私の話は終わりたいと思います。どうもありがとうございました。
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第２報告

「九州大学Z1世紀プログラムで育ったもの

－卒業生の輩出を迎えて－」
副島雄児（九州大学高等教育総合開発研究センター教授）

今曰は九州大学の２１世紀プログラムのご紹介をしながら、参考になるところがあれ

ば、ぜひともご質問いただき、取り入れていただければと思います。

「第２回大学教育セミナー」という、きれいな趣旨の文章を頂いていますが、これ

はわずか12行の開催趣旨の中に、とても大事なことを書いておられると感じました。

例えば、これからお話しする２１世紀プログラムにかかわるところで、６行目の「多

様化、高度化を極める社会を生き抜く上で必要な教養とは何か｣、次の「専門基礎と

は何か」という問いかけ、このセミナーの主題となると思いますが「主体的な学びを

促す教育システム｣。こういう言葉が今まさに重要視され、今後も非常に大切になる。

私たちはこれについて考えていかなければならないということで、非常に大事なこと

を書かれているなと思います。

２１世紀プログラムは、平成15年度最初の特色ＧＰの採択を受け、おかげさまで知名

度が上がったのですが、何よりも、その中身をいろいろな形で皆さんがたに理解いた

だけるようになったところで、非常に特色ＧＰ採択の恩恵を受けたと思っています。

今日はまず２１世紀プログラムの構造（ストラクチャー）の概要を説明し、そういう

構造をもって九州大学の中で走っているものであることをご説明します｡それが実際、

九大の中でどう運営されているのかもご説明して、参考になるところがあればと思い

ます。

（以下スライド併用）

（２１世紀プログラムの仕組み）

○資料は縦に見てください。まず、枠組みのストラクチャー、九州大学の中身の話で

す。

1995年に九州大学では大学改革の大綱案が検討され、その中の学部改革で、自由学際

系という学部を作りたいという案が出されたのです。結局、それは文部省との折衝の

結果だめであるということになりました。そこでくじけずに、２１世紀プログラムがで

きたのですが、2000年には、それでだめなら、プログラムとして走らせることになり

ました。2000年に評議会決定、公表し、2001年にスタートしました。上のほうは随分

時間がゆっくり流れていますが、下のほうはドタバタと行き、幾らか学内の強い反対

を押し切って実施したところもあるようです。

とにかく、九州大学の教育資源を自由に使えるシステムを作りたいというところが

あり、そういう新しいやり方を試みるということです。

○いつも理念は欠かせません。あまり具体的な意味は伴わないのですが、一応、理念
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が掲げられており、合い言葉としては「専門性の高いゼネラリスト」を作っていくと

いうことです。これにはいろいろな意味づけができます。高度化が進む中で、多様化

も進んでくる。そういう多様化をひどくくりのものとしてとらえられる目をどう育成

するか。専門と専門の間をつないでいく人材が必要になってくるのではないか。そう

いう意味で、専門性を備えた、しかしゼネラリストである。そういう視野を持った人

材を作っていきたいというのが一つの理念です。

○九州大学の中でのストラクチャーとしての、“プログラム”はどういう意味かを説

明します。ずっと並んでいる各学部は入学の枠組みです。入学試験がこの単位で行わ

れますが、そこから各１名の学生の定員を引っ張り出してきます。例えば平成１３．１４

年のスタート時は、１８名が出てきます。平成15年には医学部保健学科（３専攻）がで

きましたので、３名増えています。つい最近は、芸術工学部、すなわち芸術工科大学

との統合があり、５学科ありましたので５名増えて、２６名の学生定員を集めています。

中での措置になりますので、文部省から見たら何も変化が起こっていないことになり

ます。

その現在26名の学生定員は、「本籍」はどこかの学部に属しているのですが、本籍

から離れた「現住所」を持ち、それが２１世紀プログラムであるという形になっていま

す。

○ある特定の学部を取り出します。例えば文学部ならば、文学士を取れる文学部とい

う学部のコースがあるわけです。その中には、必ず毎年１名分だけ、２１世紀プログラ

ム課程が同時に走っているということです。逆に２１世紀プログラムの立場から見ます

と、どの学部にも１名分のプログラム・コースが走っている形になります。九大全体

として２１世紀プログラムをやっているという形が、そこで保証されているのです。

各学部は２１世紀プログラムコース学生の教育を九大に委託する。実際には２１世紀プ

ログラム実施委員会が責任を持って遂行しています。２１世紀プログラム実施委員会は

教育を委託され､学生に対する教育の実施・決定､承認を常に九州大学に求めながら、

やり取りをして教育をやっていく形になっています。２１世紀プログラム実施委員会の

中には、全学から教員団が入ってきますし、専任教員もいます。そういう協力を得て、

全学の力をもって、２１世紀プログラムを管理・運営し、教育を施していくのです。

このように、この各学部での本籍の枠組みから、現住所として２１世紀プログラムに

いるという形を採っており、これは九大の中で起こっていることで、文科省から見た

ら何も変わっていないのです。自由学際学部や学科になりますと、そこに張りついた

教員がいるわけですが、逆にその構想に失敗してプログラム・コースを作ったという

意味では、これが九州大学の中すべてに根を張っている、あるいはその根から九州大

学すべての教育資源を吸い込むことができる形になって、今考えると非常に有効な仕

組みを作り上げたと考えられます。
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○曰常的には高等教育総合開発研究センターがバックアップしながらやっています。

以前の大学教育センターやアドミッションセンターが、2003年に高等教育総合開発研

究センターに統合され、その中に２１世紀プログラム教育開発研究部門が新設されまし

た。文科省が純増で教授１と助手１のポストをつけたそうで、私はそこに手を挙げ、

今こうやってお話しているわけです。私の任務はここで曰々２１世紀プログラムの運

営を強力に進めていくことです。

次にこういう構造が九州大学の中にあって、そこで実際に何が起こっているかをお

話しします。

○「専門`性の高いゼネラリスト」という理念ですが、実際は二つの試みがあります。

一つはまさにそのとおりで、学部・学科を決めずに自由にやらせていったときに、大

学教育の中で何が生まれてくるか。無責任に聞こえるかもしれませんが、自由に泳ぎ

なさいと言ったとき、学生たちが本当にどんな自由な泳ぎ方をして、そこからどうい

うものが生まれてくるだろうかという試みもあると思います。

もう一つは、今や高校１年生のときに理科系・文科系にまず分かれて、その中で大

学のどの学部に行くかを決めていくのですが、果たしてそういうやり方を高校教育と

してやっていいのか。そこで自分をフィックスさせてしまう教育が、果たして本人の

ためによくなるか、あるいは弊害を生まないか。この二つの大きな課題や疑問への挑

戦という試みがありました。

そういうことを頭に置き、どういうことをやらせるかというと、早い話が学部に属

さずに、自分で九州大学からの出口を見つけなさいという一言に尽きます。幅広い教

養から、専攻テーマを自分で絞っていきなさい。それから、ただ知識を集めるだけで

はなくて、表現力を使う。自分を表現したり、日本だけではなくて国際社会に出て、

それを使いなさいと。そのために学生一人一人が自分だけのカリキュラムを組んでい

って、学生一人一人が自分だけの専門Ｉ性を見つけていく。そういうことをやってみな

さいということで進めています。

（２１世紀プログラムの教育）

○しかし、実際に自由にやると半数以上は失敗するのではないか、結局出口が見付か

らなかったという事態も想定されます。実は、２１世紀プログラムは、学内の教育資源

を自由に使っていいのですが、バックボーン、すなわち、２１世紀プログラムの学生で

あるという背骨、を－本通すためのカリキュラムを作っています。

まず、チューターの教員がついて、教員１人当たり４～５名の学生の面倒を見ます。

曰常的にチュートリアルを開いて、個別指導をいろいろやるわけです。

それから、１年生のときは課題提示科目というのがあります。今現在問題となって

いる課題をコーディネーターの先生に設定していただき、それにまつわるテーマを、

学外・学内を問わず、最先端で活躍されている非常勤の講師をお招きして、どんどん

そういう話をしていく。１年生のときにいろいろな話を聞かされて、その中で自分が
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何をやるのかを見つけていくような素材をある程度与える。それなしには、視野を広

げることは急には難しいと思われますので。

それから、プログラム・ゼミは、１年生から４年生まで通して、例えば１．２年生

を集めて３グループに分け、３．４年生を集めて２グループに分けて、学年混合でゼ

ミナールを毎週開催しています。このゼミナールによって自己を表現するとか、自分

の方針を人に説明してその欠点を突いてもらう。そういう対話型のやり取りをしなが

ら、自分の専門・方向を見極めていく訓練にも役立っています。

残りは各学部を自由に渡り歩いて、自分の出口になる専門性を探していきなさいと

いうことで、専門性を自分で決めていく。

交換留学制度も進めていますし、九州大学外での積極的な活動も進めています。九

大全体としての交換留学は、全学生の４％ほど行っていますが、２１世紀プログラムで

は大体40％を超えています。それから、短期の語学研修の経験のある者まで含めると、

55％ぐらいが外国経験をしています。

それから外部との交流なのですが、九州大学は移転しますが、移転先の自然環境の

問題を、グループを作って徹底的に調査をしている者もいますし、福岡市の市議会議

員にずっとついて回って、議員がどういう生活・活動をやっているかを調べるという

ような活動を、これもグループを作ってやっています。

実際に平成16年の10月１曰から２１世紀プログラムの専攻科目として、特別科目と社

会連携科目を立ち上げました。特別科目というのは、本人の専門性ももちろん審査し

ますが、留学や学外での単位取得の科目を２１世紀プログラムの単位として認めようと

いうものです。それから、学外での活動も本人の専門』性との関連を非常に重要視しま

すが、自分の九州大学での出口を見つけるに当たって、社会的な外でやった活動がい

かに役に立つか、ちゃんと説明がつけば単位として認めていこうというものをスター

トさせました。これが社会連携科目です。１０月１曰にやったにもかかわらず、４年前

の第１期生から適用することにして、今年の卒業生では、このおかげで卒業できると

いう学生も何人も出てきて、いきなり非常に有効に作用しました。

卒業なのですが、例えば、本人の籍が文学部にあってもそれを知らせていませんの

で、本人には関係ないことです。この学生は、実際には農学部で卒業を研究したこと

になります。学部の課程をクリアしてきているわけではありませんので、文学士、あ

るいは農学士という学位を与えるのではなくて､２１世紀プログラムの学生には学士(学

術）を与えるということで、九州大学として、この３月に初めて学士を与えることに

なります。

○九州大学を卒業するまでに、124単位必要です。すべての学生が取得しなければな

らない全学教育科目が48単位、残りの76単位が各学部や学科で専門として取得する単

位です。２１世紀プログラムの場合は、先ほどのチュートリアル、プログラム・ゼミ、

２１世紀プログラム英語､課題提示科目というバックボーンとなる科目を与えておいて、

あとは自分の専攻テーマにかかわる科目。この中に先ほどの社会連携科目と特別科目、
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留学経験などが入ってくることになり、最後に卒業研究４単位という形で卒業します。

専攻テーマにかかわる科目は、２６名の２１世紀プログラムの学生がいれば、２６通りのも
のができ上がります。

○チュートリアルや課題提示科目がどんなものかを説明しています。

○蛇足ですが、転学部・転課程が可能になっています。例えば平成14年に１名、平成

15年に２名、今度４月から１名来たいという者がいて、医学部から２１世紀プログラム

に入ってくることも可能です。

そういう学生はなぜ２１世紀に来たかったか、非常に気になるところです。今度来た

いと言ってきたのは理学部化学科の学生だったのですが、自分はＡＯ入試で入ってき

て、化学を専門にしたいと思った。それに伴っていろいろな勉強ができるということ

で、一般入試ではなくてＡＯ入試を受けて入ってきた。ところが、１年生になってや

ってみると、自由度がなかったと。特に理科系は積み上げで、ほとんど自由度はない

のです。そこからはみ出すと、即、留年になってしまいます。この学生は化学を専門

にするのだけれど、それに加えて自由にいろいろな勉強をしたいと思ったのに、でき

なかった。２１世紀プログラムならやれると判断したので、来たいと言っています。い

ろいろなケースがあるとは思います。

（２１世紀プログラムの選抜方法）

○２１世紀プログラムは、入試から根本的に違ったやり方をし、一般の入試形態は採っ

ていません。センター試験を課さないＡＯ選抜となり、学力はきちんと見ていない部

分もあります。

○求める学生像は、自主的に勉強していく学生。いろいろ悩んで自分の専門を決めて

いく学生。幅広く学ぼうという意欲のある学生。とにかく自分の視野を広げたい。そ

れから、積極的に外に出たり勉強したり、つまり、自分で自分の学生生活を決めてい

くことができないと、２１世紀プログラムでは卒業できないことになります。

こういう学生を求めているのですが、専門を高校で絞られて、大学でわき目も振ら

ずに専門`性を高める形が従来の大学教育だったとすれば、２１世紀プログラムが求めて

いるものは、高校時代にそういうものを決めるなということです。自分がやりたいこ

とを一生懸命勉強し、あれもやりたい、これもやりたいと思いなさいということです。

あれもやりたくて、これもやりたくて、決められなくて２１世紀プログラムに来れば、

いろいろな勉強をしながら大学の中で自分の出口を見つけていきなさい。概念として

絵に表すと、こんなものをねらいたいということで、それを実施している形になりま
す。

○九大の一般的なＡＯ選抜はこんな状況で､その中に２１世紀プログラムも含まれます。
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○これは九大全体のＡＯ入試の時間的な変化ですが、なぜか今年度は突然増えている

のです。これが合格者、募集定員で、こういう形で九州大学では行われています。

○２１世紀プログラムではセンター試験を課さないＡＯ選抜。選抜といっても、一芸に

秀でたというのではなくて、総合力を見ることを非常に強調しています。選抜の過程

そのものが、入学後の九州大学での修学課程を模したものである。だから、大学で勉

強するという素養を、ある意味では試しているという言い方もできると思います。

１次では書類だけでなく、きちんと学力を見ると書いていますが、学力はあまり見

れていない部分もあるかもしれません。

○実際にどんなことをやったかというと、例えば平成17年度の例です。今までの実施

形態の反省点を考慮し、少し形を変えてやったのです。今度の新入生に対しては、１０

月中旬に１次選抜（書類選考）をしました。志望理由書や高校での成績表、活動歴な

どの提出を求め、それらの書類を選考して総合的に見ています。

そのあとに２次選抜として、１１月の初めに１泊２曰で集中的に試験をする。以前は

１０月初旬と11月中旬とに分かれていたのです。講義を最初にやり、そのあとｌか月ほ

ど間を置き、講義で出したレポートを改良して、今度は発表・討論、小論文、面接に

臨みなさいという空白の時間を置いていたのです。受験生にも非常に負担になります

し、我々にはこの間に、受験生に入ってくる外からの入れ知恵が面白くない。１ケ月

前にはものすごくぎらっと光るものを持っていると思っていた学生が、ここで普通に

なってしまったというのが、審査をしてくださる先生がたからものすごくよく聞かれ

る意見です。それでこの1ケ月の隙間をなくしました。お互いに負担軽減というか、

受験生も集中できますし、我々も本人を見ることができる。こういう改良をやってみ

ました。

○第１曰目に講義１．２．３を聞いて､講義を聞いてはレポートを書くということで、

一般的なもの、やや文系寄りの専門的なもの、理系寄りで作業や実験を含むものと、

この三つの講義をそれぞれやります。ですから、得手不得手はあるかもしれませんが、

割とトータルにできないと、評価はよくならないということです。

２曰目は、受験生を五つのグループに分け、前曰のレポートの討論をさせます。も

ちろん、試験官は「次、どうぞ」「これについて意見はありませんか」というのは言

いますが、学生たちに自由に討論をさせてそれを評価する。午後は面接をしながら、

結局レポート、試験初曰の夜中に考えたこと、翌曰討論で人の意見を受けて考え直し

たこと、そういうものを最終的に論文としてまとめなさいと。この2曰間の試験を通

して自分の観点や視点がどう変化したかを論文にまとめなさいという、とても手間ひ

まがかかりますが、こういう試験をやっています。

○どう評価するかというと、黒い丸が審査員一人一人です。例えば１次の書類審査は

４人でやり、２次の講義の審査、それから討論・レポート・最終論文の審査、総勢2５
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名程度でいろいろな評価が集まってきます。

もちろん、この25名の審査員は、専門もばらばらです。いろいろな先生に全学から

集まってきてもらっていますので、いろいろな立場からの評価が集まってくるのです

が、この形態の場合は、審査員の数が多ければ審査は有効に働くのではないかと思わ

れます。どの先生が見ても高い評価とか、本当にばらばらになるものもあります。後

者については、査定をするときに、先生方で本当に意見を戦わせます。

○例えば、講義にはどんなものがあるかというと、「考古学とはどのような学問か｣、

「『イギリス人」とはだれか｣、「SymmetryinFantasy」は理科系の問題ですが、受験
生はこういうレポートをきちんとまとめないといけないことになります。

○一部、受験生の声を挙げています。試験に合格したかどうかは別として、受験した

現場で聞いた声なのです。「いろいろな意見が出て勉強になった」「もっと討論したか

った」という受験生の声も挙がってきます。

○それから、こんなに動き回れる試験なんて初めてだとか、試験中にお茶が出たと高

校に帰って自慢したという話もありますし、「全体を通じて、先生方が学生のことを

とても大切に思ってくれていると感じた」と。これは、どこでも今から入ってこよう

とする学生さんにはそうかもしれませんが、とにかく２１世紀プログラム入試は、普通

の入試とは違って手間ひまをかけて、ものすごい労力を費やしていることは間違いあ

りません。これ以上、募集人員を増やしては、成り立たないところまで来ていると思

います。

○志願者の推移ですが、今年は全体的にＡＯの方が志望が多かったのですが、139名

が応募してきました。結果的には30名の合格者を出しており、４月に30名が入学して

います。倍率としては５～６倍の間を行ったり来たりしている状況です。

○それから、下が古くて上が新しくなっていますが、志願者の男女比です。それから、

志願者の高校での成績です。外国人が入試を受けましたので、不明というのもありま

すが、この辺が出身校の地域です。やはり福岡が多く、九州が断然多いのですが、今

後徐々に全国的に広げていけたらなど。全国から集まると、それだけ優秀な人材が集

まることは保証されると思います。

○それから、実際の合格者はこんな推移になっています。男女比、高校の成績は年に

よって割と違います。それから出身校です。こういう状況で現在走っています。

○広報として、学生が作っているホームページが立ち上がっています。

パンフレットを作ったり、自分たちのことを外に伝えたいという雑誌「Orbit」を

自主的に学生たちが作ったり、今年度は広報用のＤＶＤを作成しました。
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こうやって広報活動をみても、学生たち自身が自分たちのことを知ってもらいたい

という意欲もあるようです。

○入試に関して、長所や短所もいろいろ考えられ、これらは今後もずっと検討してい

きます。もちろん２１世紀プログラムの運営形態は固定されたものではなく、むしろ非

常に流動的です。２１世紀プログラムの大きな枠組みはもちろんあるのですが、実際に

は曰常生活の中で出てくる問題を見て、これはどうすべきかを考えているところが非

常に大きいのです。

例えば、卒業研究の指導教員が、九大の中にはおられない。よその先生に指導をお

願いしたいということで、今度卒業研究着手を申請している学生がいます。その先生

には来年度、卒業研究の非常勤講師として九大に登録し、実際に卒業研究を曰々指導

し、査定のところでかかわっていただく形を採るようにしました。

そういう感じで、かなり予測できないことが起こっていますので、出てきた時点で

いろいろ考えながら、今まで走ってきたというところです。そして非常に流動的とい

うか、予想外のことが起こっているというのが正直な気持ちです。それが２１世紀プロ

グラムのそもそもの一つの目的でもあったかもしれません。

（２１世紀プログラム学生の修学動向と卒業状況）

○実際に学生たちがどんな生活をしているか、時間割を挙げました。例えば今年卒業

する女子学生が３年生のときの状況です。昨年度の後期にどんなことをしていたかと

いうと、茶色っぽいのが文学部とか経済学部、文系の講義を受けたということです。

ちょっと紺色っぽいのが農学部・理学部・工学部、理系の科目を受けています。１週

間の時間割はこういうふうに組まれているという例です。ここに理科系が入っていま

すし、ここに文科系が入っています。それから、全学教育科目が残っているのもあり

ますし､２１世紀プログラムのプログラム・ゼミが３年生・４年生の間も続きますので、

士曜曰に実際にやっています。例えばこんなケースが出てくるわけです。

○この辺がどうつながっているのかは、本人の頭の中にきちんとあるはずで、方針が

あってやっていることになります。ですから、例えば経済学部の国際経済学を月曜の

１時限目に受けに行くのですが、経済学部の学生の中にポツンと１人、この２１世紀プ

ログラムの学生がいるわけです。評価を実際に聞かせてくださる先生は「とにかく一

生懸命やる」と言ってくださいます。それは、私から見れば当たり前だと。この子は

これを受けたいから、自分に必要だから受けに行っているというモティベーションが

あるはずで、一生懸命になっているのは当たり前だと感じるのですが、同時に、よか

った、頑張っているなという安心感もあります。

○例えば、今年卒業します21名の１期生がどんな単位を取ってきたかというと、縦の

９人は文系学部からしか授業を取りませんでした。残りは文系と理系にまたがって、

自分の専門性を獲得しようというチャレンジをやってきたことが、うかがえると思い
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ます゜

最大が６学部から取ってきているのがいて、その６学部を分析してみますと、もち

ろん均等ではないのです。細かい分析をすると、６割程度はある特定の学部から取っ

て、残りの４割を自分が必要と思ったものを取りに行っている状況になっています。

○それから、ついこの間、２月１８日に卒業研究発表会をやり、２１名中１６名が卒業

することになりました。残りは何をしているかというと、今、留学に行っている者が

おり、それから４年生の夏休み前に留学から帰ってきたのが５名おり、卒業研究に取

り組んだのもいますし、もう半年待ってやるというのもいます。最終的には今年度は

16名が卒業研究を提出しています。教育学部に４名、経済学部に２名、法学部に２名、

文学部１名、比較社会文化学府・研究院という、学部のない大学院の先生の指導を仰

いでいるのが２名います。農学部に３名、医学部に１人、薬学部に1人という形で卒

業研究をやっています。

こういう卒業研究にどうやってたどり着いたかというと、自分でこれをやりたいと

いうのを決めて、自分で卒業研究をしてくださる先生を見つけてきて、お願いしてオ

ーケーをもらって、その時点で２１世紀プログラムとしては、先生の所属されている研

究院長に卒業研究の委嘱をお願いすることになります。おたくの学部のこの先生が、

２１世紀プログラムの卒業研究指導をしますので、よろしくお取りはかりくださいとい

う委託をします。そういうものは、最初にお話ししました、すべての学部に２１世紀プ

ログラムというコースが存在しているわけですから、断ることができないシステムに

なっています。それを断ると、自分のところの学生の教育を放棄したことになってし

まいます。

無事16名が卒業研究発表会を１日がかりでやりましたが、いろいろな話が出てきま

した。九大の卒業研究の代表例が、全部そこに集まってきているような感じになりま

した。「これは本当に専門性ですか？」と言われる先生もたくさんおられます。こん

なことをやって、本当に専門が身につきますかとも言われますが、むしろこちらの答

えとしては、専門が身につくか疑問を抱いておられる「先生の考えておられるような

専門」は身につきませんと言いたいわけです。この中から何が生まれてくるかに、む

しろ期待するところがある。

それから、今この卒業研究を実施して、卒業生を出すに当たって、恐らく初めて九

州大学の中で起こったことは、学生が自分で卒業研究のテーマを考えて、それを指導

してくれる先生を見つけてきた。この行為が、今までの学部の教育ではありえなかっ

たことです。それが今こうやって、実際に九大の２１世紀プログラムの中で起こってい

るということ、今後これがどう定着するか、あるいはだめになっていくか分かりませ

んが、非常に注目に値する部分かなと思っています。

（２１世紀プログラムの成果と課題）

○あとは効果ということで、学生たちがどんなに積極的かを訴えています。本当は学
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生を見ていただくのが一番で、すぐに普通と違うことが分かると思います。ちょっと

静かにしておいてというぐらい、うるさいような感じで頑張っています。

○それから、九州大学の中でいろいろな支援を受けており、２１世紀交流プラザという

建物があります。学部がありませんので、居場所がないので、こういうプラザという

建物を本拠地にして活動しているわけです。ですから、２１世紀交流プラザには、学生

たちが休み時間にふらっといまして、授業が始まると散っていって、また昼休みにな

るとそこに集まってきて、いろいろなことをやっています。こういう設備も準備して

いただいています。

○自由だというと、それはいいという感じなのですが、実際、学生たちは４年間、非

常に悩んで生活しているのが実態です。いちばんの悩みは何といっても、自分は何を

すべきかを常に悩んでおかないと一歩も前に進めないということです。これは18歳で

入学している子たちには、ちょっと過酷かという気もしますが、ある意味では２１世紀

プログラムの独自科目を頼りに訓練をしていっている部分もあり、非常に悩みながら、

自分は何をすべきかを常に考えています。

卒業研究を委託している先生を訪問して回ったことがあるのですが、そのときにあ

る女子学生も来て、「私は本当にこの４年間悩んで悩んで、涙が出てくるときもあり

ました。でも先生、３年生、４年生になるころには、悩むのに慣れてしまって、もう

悩むことを普通だと思うようになってしまいました」という話をしてくれたほどです。

このように自分の進むべき道を考えて行っているのも、自主的に自分から大学生活を

やっているという、一つの非常に大事な部分になっているのではないかと思います。

入学してくる選抜を説明しましたやり方でしていますので、２１世紀プログラムに入

ってくる学生たちは、いわばそれを分かり切って入学してきているのですが、実際に

は現場で非常に大変なきつい思いをしていると思います。

○いろいろな反響も頂いています。実は２１世紀プログラムを立ち上げた直後は、全国

あちこちでこれに追従してくださる大学が次々と出てきて、このシステムが全国に広

がるのではないかと予想したのですが、実際には全然出てこなかったらしいです。岡

山大学あたりが、来年度からこのタイプを立ち上げると伺っていますが、２１世紀プ

ログラムを立ち上げた先生方によると「いろいろなシミュレーションをして、とても

大変だということが分かってなかなかスタートできなかったのではないか」と言う予

想です。九大では大変なものをあえてやっているわけです。

○今後の課題もいろいろあると思います。本当にスタート時点で強行突破したところ

があり、いまだに２１世紀プログラムはけしからんという学内の意見もあります。こう

いうことをやっていると、２１世紀プログラムは何でもありなのか、思想があるのかと

言われることもあります。これだけの建物まで準備して、お金もかけてやっているの

ですが、わずか１％未満の学生たちをなぜ特別に手厚くやるのだ、不公平であるとい
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う意見もあります。

そういう問題もあったり、２１世紀プログラムが卒業生を出して、今後どう進むべき

かをきちんと考えなければならないことは、もっと大事な問題点・課題でもあると思

っています。今後どう進んでいくか、非常に責任もありますし、それと同じ分だけ、

やりがいもあるプログラムが走っていると思っています。

そういうことで、２１世紀プログラムのストラクチャーや実際にどうやっている力､と

か、そういうお話をしたのです。現状、４年間過ぎまして、本当にその場その場、て

んやわんやでどうするかということばかりの連続でしたが、一通り一巡して、何をす

べきかが非常によく見えてきた感がしています。今後は何をすべきか、こういうこと

をすべきであって、もっと体制を整えるにはどうしたらいいか、ということも問題で

す。

それからもう一つ、実は九州大学２１世紀プログラムのもくろみは、ただ単に２１世紀

プログラムをやることではなく、九州大学をどう変えていくかが最大の問題だと位置

づけられていることです。この２１世紀プログラムのやり方を全学にどう還元していっ

て、九州大学の学部教育をどう進展させていくか、変化させていくかが最大の課題で、

私はいろいろ重荷を負っていると思っています。例えば独自科目と社会連携科目が－

つのポイントだと思っています。それぞれの学部・学科が専門の学部・学科の教育を

やっていますが、２１世紀プログラムの独自科目と社会連携科目を全学に開放しようと

いう計画を進めています。

ですから、どのような学部・学科の学生でも留学中の単位、それから向こうの大学

はよくボランティア活動がシステマティックに組まれていますが、そういうものをち

ゃんと自分の単位として持ち帰ることができる｡Uそれをこの２１世紀プログラムの社会

連携科目、独自科目で読み替えてもらえるということです。それをどの学部の学生も

申請できるようにしよう。そういうところから踏み込んでいってはどうかと、今、具

体的に進めているところです。その単位を各学部がどう認定するかは、また別問題で

すが、それを足掛かりに積極的に、自分の視野を広げたり活動範囲を広げる大学教育

も、そこから切り開いていけないかと、いろいろ具体的に検討しているところです。

○残りのレジュメは、九大全体のシステムです。最後のページの右上は、九州大学の

システム図です。大学院の重点化があちこちの大学で行われました。あるいは学部に

所属していた先生方が、大学院に行く。大学院を本拠地にして教育研究をやるという

システムができ上がったのですが、九州大学は大学院重点化をして、また翌年から学

府・研究院制度という改革をしました。大学院に先生がたが所属されましたが、また

そこを抜け出して研究院を作ったのです。先生たちが出ていったあとの大学院には、

「学府」という名前をつけました。

今、先生方の所属は、学府の教育研究現場からいったん離れて、研究院という教員

の組織が別個にでき上がりました。この研究院は、部門ごとに一応分かれてはいます

が、研究院の中の部門と大学院が、１対１にがっちり直結した形にはしなかったので

－１３１－



す。なぜかというと、その中で流動的に動けるようにです。

今、九州大学の先生たちは研究院に所属していて、特定の大学院や学部には所属し

ていません。割と教育研究をいろいろなところで実施する自由度があります。こうい

う制度を作ったのも、実は２１世紀プログラムに関連しており、２１世紀プログラムは、

むしろこういう制度ができ上がったので、割とスムーズに動きだしたのです。

ですから、先生方の所属研究院から、農学部や工学部の授業もやっていいし、もち

ろん２１世紀プログラムの授業もやっていただけるというシステムになっているのも、

２１世紀プログラムが九大で何とか走っている、一つの手助けにはなっていると思いま

す。

以上で紹介を終わりたいと思います。どうもありがとうございました。

－１３２－



7he27s1Cenf川P'Dglam定員(｣蝶入貢ﾉと学籍ｍｅ２ブョCenlu〃Pmg旧m,KyushuUmVelsmy

ﾉＭＭﾌt学/:2?/産f潟ヨブZﾌｸﾞﾗﾑﾉ 4年制学部の募集区分の前期日程から各1名

,
本籍

4年制学部のいずれか

予め定めた規則により
機械的に割り振る

劇
１
１

ヨ
観
「

副島雄児

九州大学高等教育総合開発研究センター

２１世紀プログラム教育開発研究部門 現住所

２１世紀プログラム

学生番号:１NCO1001X震zi三雲］

7ｈｅ２ﾌﾞstCemU〃Program 7M7slCemUO,Pmg,ａｍ実ji駒ｔｉﾄﾞﾘﾉ

全学教育機構
（委貝長･総長）

枠組み
～教育の委既

実施･決定承認２１鶏麓襄
(辮毒識二二

経緯

理念

定員(募集人員)と学籍

実施体制

鉾
‐
閏

心
専門委員会 ２１世紀フロクラム

皆生

7Ｍ７劃CentuO,Pmg,a、経緯
高等教育総合開発研究センター

1994-95学際系学部の検討（将来計画小委.検肘グループ）

｣Ｕ、
自由学際学部構想（将来計画小委）

内容の検討（大学改革推進専門姜,自由学際学部構想WG）

自由学部設置準備委員会

文部省と憾譲新学部(自由学部)設置困難

1996

1997-98

1999

1999/1２
大学教育研究センター

I霊iirⅢ￣
名称:２１世紀プログラム（総長補佐会）

検討･審議（ﾀｽｸﾌｵﾆｽ会餓）

文部省と憧議プログラム全体･学籍の扱い

－
５
｜

何一好一朽
麺一ｍ一ｍ

2000/10-12第１期生募集･選抜

放瓜は貼り付けられている全学

管理教且(1CHR名)を除いた英日．

7Ｍ７割Cenfu,γ肋脆、理念 7h零７鐵cenlwW｡IQglam

専門性の高いゼネラリスト 〆P､ハ騨已ｆ

い:J1W籔口口寶ID
！■扇,Ⅷ“教育の枠組み
蝋ＡＩ:、教育課程)蔓

：町1iiWJii…J鞭灘ゼ

】
腰ら坪さ

２１個

プロ ーム

創造を引き出す
基礎的な知

Ｊ､.と甑Zい‐

二列■鼻鰊。
毎験毘
率『巌学

塵
４ﾄﾞミ.〃

燭B；
-昂６－

１．１．超H罰

こ開かれた知識

。
Ⅲ
弐
・
ル
ー
。
⑪
』

騨鐘》．”辞、（》“

学部横断的な教育プログラム
ﾛ』.堀；ｊ劇白野鉛

Ｊｒ．

…B9博芭:腐宙…

－１３３－

文

教育

法

経済 2学科

理 5学科

薬

エ ｉｓ学科

農



教育のｸ壁ｊｉ９ｋみ 7M7s1CenlW],P,｡g,ａｍ蕊i;学笥『･ｲ鑑碧程7ｈｅ２７ｓｆＣｅｎＭ]/Ｐｍｇｌａｍ

･転学部:6年制学部から
４年制学部(いずれか)の２１世紀プログラム課程へ

．転課程:4年制学部から
当骸学部の２１世紀プログラム課程へ

縢詞
●１年･２年次終了時から2年次へ

．小鑛文,面接による審査：
･１年次必俸の｢課題提示科目｣と
「２１世紀プログラム英語｣を
２年次で履修

･若干名

教濤1譲穰 71ｈｅ２ﾌﾟslCennjO/Ｐｌ℃ghamme27sfCenfuO'ＰｒＤｇｒａｍ

PZ三雲iii;扇
一□一

選抜

求める学生像

専門を決める

選抜の基本方針

選抜の流れ

選抜(i次２次）
選抜の結果

葱つ
_□

子士[字

7he27劃CemU"肋grZ1m求める掌生藤me2ﾌﾟ域CenlU,],Pm鮠、力`ノキユ量ム

問題の発見とその解明をめざす自主性全学教育科目単位年次

コア教養科目

宮居文化科目１２１－３

輔鮪科目単位|年次

文

健康･スポーツ
科学科目

求める

出生像
情報処理科目 ’'-３

総合選択履修 2４， 1－４

二l霊iiiiiiiiiii蓑 積極的に学びたい
という意欲や能力

身につけよう
という意欲

鍛自科目 鬮日ｦ達決める7he27sfCemU〃Phoglam me27sfCenlu'ｙＰｍｇｌａｍ

チュートリアル
（1～4年次）

学生一人ひとりにチューター

履修,修学の指導

…年鰭Ｈ 大学院

酔溌､』j譲繍霊i；
学部

２１世紀プログラム英語
（1～2年次）

＝…外国人教官による

使える英語力の養成

英旛表現法,英鯖発惣法

多くは筆記試験 ＡＯ(総合廓便)迅抜

高校

学部入試 ２１世紀プログラム

－１３４－

÷豐驚Ｉ
』

学生＝人ひとりが自分だけのｶﾘｷﾕﾗﾑ
ﾁﾞ畠i=ﾀｰ制度Ｍ１修指導と体系性の維持



A○選Z方基礎堂カナａ 7he27slCe川O'Pmglam選鼓の流/Ｚ

弓
◆一芸･一能入試ではない

◆学校長の推繭がいらない
自己出願

◆麗知領域と情意領域を

総合的に評価

◆入学後の修学のため,基
礎的学力はしっかり見る

◆学部のｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝポリ

シーに応じて異なる

鷺議蕊itL1jJJ
第１嬢鍵噸蝋ｈ
ぷ書類審査ﾂｰﾄﾞ坪i/“アシ

~謹蕊蕊
第１次選抜１０月初旬

・レハート

、《ｺﾒﾝﾄの送付,発表の準備》＿

,，２・レハート－マ

■ 小一合文．、品

合格発婁ji月満■いい合格発表１１月下旬

辱嘘７１Z)理醒７7ｈｅ２ﾌﾟsrCenru〃Pmog'a、Ａ○選Hi7仇力票威７Z卓度

2000年度,法,薬,良の3学部からスタート｡その後顧次.主に推画入学から移行。

四
フ
ロ
ク
ラ

譲騨蕊：

■
6+1学部１３募集区分総募集人貝170名(入学定負の6.7％）

★:センターI式験を課さない

＊;出願資格を綴和 卒業見込み

卒菜後１年以内

卒菜見込み

卒業･資格取得後５年以内

虎輔瀞数の総j1;F仇ズソ 恥27s(Ce､川Pm叩、第習次灘をA○選Zｒ

第１日目(土曜日）800

ljiJjUHh
：鶏

700
拳・レホート１′、９:30-11:３０

１２:30-14:３０

１５:00-17:００

600

霊１２.レホート２
500

零重３.レホート３
A400

第２日目（

９:3い１１：

日曜日）

30■

300

200

０
０

０

鍵撚薇

川e21s1Cenh〃Pmg,ａｍ籔畳F/繩ﾘノ
選酸の菫灘Z藩チ71ｈｅ２７ｓｆＣｅｎｍ〃Ｐｍｇｒａｍ

小賎文監督等

３～５名
1次

●●●●

_□

Ｌ－ｊ－

●●●●●●●●●●●●●●●
臨烈勘

胖価はいずれも,Ａ～Ｄの4段階評価。
査定は,実施小委員会＋審査委員(計約25名)で行う。

－１３５－

雷雲

-6題

匹鉤樗雪雪国

文学部

￣

￣□｡.■

麗知領域潟基礎的な学力

ｻﾞ/…問題発見能力…

歯鍾鵜辮力

高校(念:中等救宵学校）

卒業見込み

卒業後1年以内

■
高校(倉:中等敬育学校）

高校に準ずる課程(合:外国）

大検

卒菜見込み

卒業･資格取得後5年以内

囚悪悪■

曇
邇

全志願者

(139名）



me27slCenmO,Ｐｒｏg届ｍ感願書gのｊ逹移7Ｍ７ｓｌＣｅ"tuO,Progm講義

高校成績男女
Ｈ１７

Ｈ１６

Ｈ１５

Ｈ１４

Ｈ１．

Ｈ１７

ＨＩＯ

園㈱,，
ＨＩ４

ＨＯ８

園
－大学の鱗義を聴けた
だけでも.受けた甲斐
があった…

－何の賭があるのか興
味洋々だった…

‐もらった擬り子の重り

の５円玉は合格のお
守りに…

０５０UＤＯＵＣＯ
ＯＯＯ１００150

出身校の地域

霞
Ｈ１７

Ｈ１６

Ｈ１５

Ｈ１４

Ｈ１３(*）女性教且

０００ ０５０。 ５０

7he27s1CenruwPmglam合ﾀﾞfF管の推移
me2ﾌﾟs1Cenlu,〕,P心服、討論

高校成績男女

■■■■■■

７
０
５
０
３

１
１
１
Ｉ
１

Ｈ
Ｈ
Ｈ
Ｈ
Ｈ

ＨＷ

ＨＯＵ

圃鰄”
ＨＩｑ

ＨＯＯ

3講義ごとに討論

（120分） 国

0０２０８０００
1０２０３０４０

Ｈ１７

Ｈ１０

Ｈ１Ｂ

ＨＩ４

Ｈ１３

出身技の地域

霧函

受験生は.３つの内2つを選んで

邇見発表(１回2分以内)をしそ
の後全貝で自由肘瞼する。

￣いろんな意見が出て勉強になった…

－もっと肘輸したかった…

■■■■

ロ 1０１５ＺＤＺ５３０３ｓ

7Ｍ７s【Centu,〕,Pro卵、広報7Ｍ7誠CenMyPmg,ａｍ小j論〕Q5励i毒

四一扇■、囿困■nｍｍ■別別隈鴇■

ｊｆ霧:M蕊織職…窪…曇i:l鱈鷆‐
小論文(270分）

いずれか1つの購義を選び，
それに関連するテーマを設定して作成

面接(15分/人）

小銭文中に個人面接

･プログラムの趣旨の理解を確麗

･志望理由谷,活動歴報告書,膜麓・

レポート,肘鰭をペースに質問

蕊…iiiiiii－こんなに動き回れる賊殿なんて… 囲密■蝿ロ
ー拭験中にお茶が出たって.学校で自慢した…

‐全体を通じて,先生方が学生のことをとても大切に思ってくれていると感じた…

･教麗貝と学生で実施(学生主体）

･受験生の５割がいずれかのオープン

キャンバスに穆如

孟捌鴎畷rの麓移 7h．２７鐡Cen町Pmglam聞霞点･息Eとめ7ｈｅ２ﾌﾞsfCenlUO/Ｐｍｇ７ａｍ

受験生 大学
８

０
０
０
０
０
０
０
０
０

６
４
２
０
８
６
４
２

１
１
１
１

人
数

LJ亜ｌＬ
ｉ薑篝議慧 宜勘BBB鰯.薯畿ｒＰｎｄ

蕊蕊
一j調肇i輔i②醤

高校成績の扱い

審査グループ間の評価の鯛整漂圧

lii蕊i霧 初日夜の受験生による2日目への対策

136

■■■
自由討鹸

自菌蔚箇
一一一一

自由討鎗

霧霧

圓
.｢きたない｣ってどういうことだろう？

･経膜や直感による判断と践理による判断

｡`.-.Ｌｕ｡｡？

囿
｡。‐ｸ●｡■-□.●l

歴史の見方一島原の乱トー）’

｢行為｣とは何か？ﾐｰ
ｰ4,■-｣ＰＦ－び

擾り子の糸の長さを変化させて周期を竃塵する３題食

０ ･５８代社会における責任偵理
･(奥文化》としての過去

･福利厚生･体育魔笛M二よるキャンパスﾗｲﾌの劇遺、

回蕊iii鍵|蕊i綴;蕊ｬ摩…
Ｉ 露l麓麗i護電oSwmね位ｙｍＦ白赦asy

霊蕊麺口棹

８
．

Ｉ

．’｜’
－－－可
１１１

卍

囚

Ｈ今:|■■
鑑Ｅ

‐夕剖nＬＳﾛ

意見発表

認 意見発表

霧ii露



7he2ﾌﾟ割CemuO'P'Cgl臼、常引噂門；§ｿ目の履諺Ｐ
7he27srCenrulyP'oglam

第１期生(4年)全21名の4年後期までの凪修申厨単位数

文系のみ履修文系･理系にまたがって反修

学生文政法経理醸エ

：■■■H■■畳団。．

剛
弘
一
氾
妬
羽
一
加
｜
巫
巫
、
、
氾
印

修学

時間割例

修得単位

卒業研究

盃少２学圃（ｒＴＬｑ）

殴多ｅ学卸（ｄｋｐ）

平均3.9学部

学生毘号の白抜きは.交換留学経験者8名．

*1:アメリカ.中塗イギリス＊3:オーストラリアＰ４:ベルギー.堵:■国

鮭/i籍V鰯ノ 7Ｍ７s'CentMWamHI7弓喋研男７71he27sfCenfuwPmglam

2期生女子１年後期

線形代HRB

DＪＵＩ

司
』■

i鴎蝿鯛鰯9W鰯懸譲匡輌雨司

J1:旬瀦1物ノ7he27sfCemWWqrDg7am
71he27sfCemUOAPmglam
尻臼ｉｑｒ貯早戸

1期生女子２年後期
iii．｛:葛該〆

！“艫；ぎぎ(Ｘ

ｈｮ隷慕多JJpL気■■■.．
■詞工向

Ⅵ活動Ⅲ,：詞蓑拠

口鈎.JJifJTJs

Ｔｌ７．国
､魂．？

`蝋Ｘ
陸-tし

［･立
乃‘

鈍
く中区

;'1弊騨i４：
沿蕃ｉｔ齢，

弓 やｂ

泊

Ｌ1０

屋霞H罰 EE亭i雨颪百１

嫌聞篝v麓，巴77De27s『ＣｅｎｌＵｌｙＰｍｇｌａｍ

7Ｍ７域CemyRbg,ａｍ秀瀬選･菖皇『麓
1期生女子(yo）３年後期

ｈＵＴハロロマ

■晤凸nＪ内口

軋i墓i鐸椒
Ｕ猫

鑿;蝋Ⅲ四旦匡;i5i雨’ 舘岱または病塵キャンパス

－１３７－

月 火 水 木 金

１
健康スポー
ツ科学鱗義

細胞

生物学

総合

英霞演習

フランス鰭
Ⅱ

物理学

基礎実験

２

３

異文化の

理解

フランス鱈
Ⅱ

英文作成
演習Ａ

数理と情報

情報処理

基礎演習

線形代数Ｂ

漢

■
４ 露i鰯■趨塵圏鬮記 英鱈

特別演習

フランス鱈

プラティクＩ

５



7he27sICenfu'yPrOglamノ寵it'29点 元気な第７瓢生7he27slCenfulyPrDglam

21世把交流プラサ

六本松ほぼ専用ゴ
箱崎文系専用控室1室

箱崎理系Ｉ 習室

箱崎理系Ⅱ控室2室１Ｆ学生室

三
岸
■
…

lHfl

71he２７劃CenfuO'Pmgmm黛生のＩ簿み 、/uｓｈｕ ｕＭ'e'百/rｙ

概容

Kws加UniI'e柳歴史学観…に7Ｍ７s'Cenfu,〕,P､胴、反響
1867黒国譲医学嫁賛生館
,８，:躯岡病院r

p--会企与nBo｡-.

取材(掲敏／放映),来訪,鱗漬など

鯉i騨霧:蕊『
=’ :iii雲蕊霧霧議讓霧

蝋
求鴬

霞篁厳守園
19鋤;鱒部

1947t鯛九州大学ｎ

M9…九州大学文学部鐘蝋鑿識鱗部■i〈
1964薬学部

1967歯学部

2003芸術エ学甑〈芸衡ｴ科大字と統合ルー－－…

Ｚ会ペネッセ

学研，河合塾

会.ペネッセ.字研

違研アトリクルー＋

Ｚ会.ペネッセ.進研アド

旺文社 臓卜…
錘

/，,ushuU,we酬鰯要7he２７域Cemul]'Pmglam今菱の議題●

１
１
Ｉ

学部学生11,633名
（女子3,309名）

大学院生6,283名
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第３報告

「学生の主体的学びを促す教育システム」
田中毎実（京都大学高等教育研究開発推進センター教授）

これまでお２人のお話をお聞きしましてかなり強く受けた印象は、お話が明るいと

いうことです。前向きですし、夢があります。こういう組織ができたとか、こういう

組織でこういう運営をしたという、何もないところから新しいものを作っていく迫力

みたいなものもありました。ところが、私の話は迫力のある話には絶対になりません。

いろいろ原因があります。一つは、京都大学でＦＤをやるのは、ほとんど茶番劇みた

いなもので、悪戦苦闘するのは当然ですから、その点で威勢が悪くなるのは当然のこ

とです。

悪戦苦闘の典型的な例を、お話しします。私たちのセンターは一つの目玉として、

公開実験授業を８年間やってきました。去年やり方を変えたのですが、最初の３年間

は毎週、私が自分の授業を公開し、それを参観者に見てもらって、そのあとｌ～２時

間ぐらい、その授業の講評をやってもらいました。一人で３年間やって、本当にほと

ほと疲れ、４年以降はリレー式でやりました。結局、今まで私の授業はさんざん見ら

れてきて、参観者たちにさまざまなことを言われてきました。

たとえば、私はものすごく早口です。なぜかというと、あまり授業の内容について

きちっと考えていなくて、しゃべっているうちに考えるので、忘れるのではないかと

いう恐怖心がある。次のことを忘れないままにしゃべろうと思うから、どんどん早く

なっていく．ずっと授業の講評で言われ続けたのは、「あなたはどこかで冗談を入れ

ようとしているみたいだけれども､笑おうと思ったときには次の話になっているから、

笑えない」と。そんなことを言われ続けたわけです。

３年目以降は、リレー式で、うちのスタッフたちと一緒に授業をやったのですが、

そうなると本当に、私の授業は、評判が悪いのです。なかにむちやくちや授業のうま

い、大山（泰宏）という助教授がいます。もともと東大の哲学出身ですが、臨床をや

りたくて学士入学して京大に変わり、臨床のほうでもとてもできる人ですが、ドクタ

ーが終わった段階でうちの助手になって、今は助教授になっています。彼の資産は二

つあり、一つは東大のとぎに生活が苦しかったから、予備校の教師をしていたのです。

それはものすごい資産になっています。予備校の講師は、競争の中でもまれるわけで

す。しかも臨床をやっていますから、集団でしゃべっても、見ているとうまく１対１

の関係を創ってしゃべっている。ほんとうにすごい技があります。

そういうすごいスタッフがいて、そのあとで私が授業を担当すると、学生の感想の

中に「田中先生の授業はとても下手です。大山先生を見習ってください」とあるので、

私はずっと恨みに思っているのですが、今日、私は授業の話をするわけです。だから、

決して威勢のいい話にならないというのを、まず最初に言っておきたいと思います。

(教育改革とローカリズムー京大センターの自己理解一）
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高等教育研究開発推進センターというのは、たし力､に長い名称ですね。名称の長さ

は新しく未成熟な研究施設・学部であることを示していると、よく言われます。医学

部．理学部．文学部などはみんな１文字、経済学部は２文字、総合政策学部は４文字。

私たちのセンターは高等教育研究開発推進センターで、何文字あるのか。しかも、私

の属する部門は、高等教育教授システム研究開発部門という名前です。書類でも見な

がらでないと、とても私にも正確には言えません。

それぐらい訳の分からない新しい未成熟なセンターですが、資料をお配りしていま

すのでご覧ください。私たちの旧センター最後のセンター長、今、工学研究科の研究

科長をやっておられるのですが、電子工学が専門のとても優秀な人です。彼は、パワ

ーポイントを絶対に使わない。もっぱらＯＨＰを使います。電子工学の人がどうして

ＯＨＰを使うのかというと、「まだ成熟していないから、‘怖くて使えない」と言って

いました。いつ壊れるか分からない。たしかに、学会発表でパワーポイントが使えな

くなって、うろうろする人がたくさんいます。私もひどい目に１～２回遭ったことが

あり、それ以来パワーポイントを使いたくないなという恐`怖心があります。印刷した

配布資料をお配りしますので、そちら側をごらんください。

私たちのセンターは、研究センターですが、京都大学の教育改善に役立ちたいとも

考えています。そのときの前提条件は、私たち自身が授業をやっていることだと思い

ます。つまり、私たちが授業を持っていて不安を感じているとか、とてもつらいと思

っていないと、ほかの人たちと授業についての話などできないわけです。たとえば、

私が学生にうまく通じないという感覚をなくしたら、私は授業の話をすまいと思って

います。なるべくこういう感じで、実践的な研究をやりながら、それを素材にして教

育の改善に関するサービスをやろうと思っています。

そのときに、私たちがいちばん大事にしたいと思っているのは、個々の教育実践現

場のローカリズムです。それは当然のことながら、大所高所から語らない、偉そうに

言わない、一般論としてしゃべらないという覚悟でもあります。みんなそれぞれの場

所が違うにもかかわらず、「大学の授業はこうあるべきだ」といっても、そんなもの

が通じるわけはありません。私たちのそれぞれが立っているローカリズムを大事にし

ながら、そこを突き抜けて一緒に話ができるところは話す。こういうスタンスで行こ

うと思っています。

「大学教育はこうあるべきだ」という話が、今までずいぶん語られてきた。ほとん

どそれは、アメリカやどこかでこういう授業をやっているからという話でした。つま

り、自分たちのコミットしない輸入話で事は済んできたわけです。それぐらいでお茶

を濁しても何とかなったくらい、現実のほうが随分後れていたからです。

ところが、３年前に「現状はすでに啓蒙段階を超えた」ということを示す資料があ

ります。これは文部省のホームページから取ってきたのですが、３年前にすでに76％

が学生による授業評価をやっている。国立大学で当時99校あったのですが、９６校が授

業評価をやったと書いています。そのときに光栄ある「やっていない」３校のうちに、

確実に京都大学は入っているわけですが、ともかくも授業評価を大半の96校がやって
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いる。

こうなると、問題は、単に授業評価をやったということではなくなってきています。

実施した授業評価をどう利用したのかが、問題なのです。これを活用したと言ってい

る大学が、すでに随分な数にわたっている。つまり、授業評価とか何とかかんとかを

やったから意味があるのではなく、それをやってどうしたのかが問われてくる。そう

いう段階になってきている。啓蒙段階はすでに終わったのです。

（大学の分化一経営、教育、研究一）

もう一つは、私はこういう商売をしていますので、全国のあちこちの大学に行って

話をします。だんだんと、ただ講演して帰るのではなく、その大学の教育改善のディ

スカッションに参加して帰ることが多くなりました。そこで、あちこちの大学の事情

が分かってきているのですが、そのなかで強い印象を受けたことが、たくさんありま

す。

たとえば、琉球大学と山形大学に、わりと期日を接して行ったのですが、たしかに

気温はまったく違います。一方は雪が山ほどありますが、一方はまったくない。けれ

ども、出てくる話や学生の話はそんなに変わらず、ほぼ同じようなことを言っていま

す。地方の国立大学は、そうじてこんな調子です。

ところが、私立大学の話をすると、これは全然違います。何年か前に神戸のわりと

近接した女子大学二つに、ほぼ１週間隔てて講演にいったことがあるのですが、あの

雰囲気の違いは二度と忘れません。一方は本当にのんびりした感じで、非常に温かに

話をやって帰ることができたのですが、もう一方は非常にとげとげしい雰囲気で、Ｆ

Ｄについて話していると、とげのある視線が集まって、とげのある質問がわつとある

という感じなのです。背後にあるのは何かといったら、おそらく経営の問題なのだろ

うと思います。

もう一つ、ずっと前に、ある大学に行ってＦＤの話をしたのです。そこはあまり行

きたくなかったのですが、後輩がぜひ来てくれと言うので、しかたがないから行って

しゃべりました。終わったあとで政治家でもある理事長があいさつで立ち上がって、

「ＦＤの話をお聞きして、とても参考になった」と言いました。「ただし、自分が思

う大学の授業の理想は、たとえば50人ぐらいしか入れない教室に、受講登録学生が20

0人ぐらいいる。その200人ぐらいが全部試験を受けて、全部大体通っていく。それで

文句も不満も出ないで、みんながよかったという形で単位が取れる。そういう授業が

いちばんいい」と言いました。私はこれも一つ』恨みに思っています。そういうことを

言うなら、どうしてＦＤ講演などに呼ぶのだと思うからです。

これは結局、経営上のネックで、十分な授業ができるだけの人間が集められないわ

けですね。だから、簡単に言うと、「経営の合理性」が「教育の合理`性」を押しつぶ

しているわけです。ただし、これは「短期的な経営の合理`性」です。長期的に考えれ

ば、そういう授業をさんざんやっていたら、ろくな授業・教育をやっていないという

評判が上がります。ろくな付加価値もつけていない。卒業するといっても、ただ学生
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を追い出しているだけではないかという評判が出てきます。となると、学生が集まる

のだろうか。こういう問題があります。短期的な経営的合理性はありますが、おそら

く長期的な経営的合理性はないのです。貧すれば鈍するという感じで、自分で自分の

首を絞めていっているのだろうと思うのです。ただ、何であれ、経営の問題を考えざ

るをえないところに追い詰められていく大学は、これからどんどん増えていく。こう

して、まず経営の問題が先行していく大学は随分あるのだろうと思います。

次に、大半のごくふつうのレベルの大学はどんなものかというと、多分、教育的な

合理性と経営的な合理性がわりと一致している。こんな大学は、これからますます多

くなるだろうと思います。どういうことかというと、教育改善の努力をやらないとと

ても困る大学が増えると言うことです。

たとえば以前、大きな都市圏で中くらいの位置にある私立大学の人が、こういうセ

ンターを作りたいということで相談に来られました。自分のところの大学は、世間的

にけつこういい大学だと思われているから、入試の倍率もそんなに落ちておらず、新

入生たちは、大体、これまでと同じ倍率の競争をへて入学してくる。だから、受験料

収入はそんなに変わらないけれど、しかし、入ってくる学生の質は画然と違っている。

以前だったら入れないような学生が多数入ってくる。それに対して以前と同じような

教え方をすると、ぼろぼろこぼしていくことになる。いちばん確実な収入源は授業料

収入だから、そのようにこぼしていくのは、経営的に非常に重大な問題で、むしろ今

まで入らなかったような学生にきちっと対応して、それに付加価値をつけてきちっと

卒業させて、また受験生を増やしていくという回路を確立しないと、経営上の問題な

のだと言うのです。その問題を解決するのに役立つようなセンターを創りたいという

わけです。

教育的な合理性と経営的な合理性が完全に一致している例ですが、そういう大学が

曰本の大学の６割ぐらいを占めるのではないかという感じがします。

（研究中心大学における教育）

あと一つ、京都大学や金沢もそれに近いのだろうけれども、研究志向の強い大学も

あるかもしれません。たとえば、この話の枕で「京都大学では大学教育センターは茶

番だ」と言いましたが、それでも強力なバックアップをやってくれる学部がないと存

続できなかったわけです。工学部、薬学部、経済学部など、わりと応用性の強いとこ

ろが、強力にバックアップしてくれています。

このように教育に熱心な学部があるのには、それなりの理由があります。簡単に言

うと、よい学生を選別してきちっと教育しないと、研究室そのもののパワーが下がっ

てしまうからです。教育を一生懸命やらないと、研究の継続性がとぎれる。そこで、

一生懸命に教育をやっていく。研究上の合理性と教育上の合理性が合致している形で
す。

もう一つ面白いのは、今のうちのセンター長は理学部出身ですが、面白いことを言

いました。「うちでいちばん考えなければいけないことは、ひょっとしたら本来なら
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伸びていくものを、無駄な教育をやってつぶすことがあってはならない」と。そうい

うことがあるのかないのか、よく分かりませんが。

ただ、ちょっと話が飛びますが、以前、私がいた地方の国立大学に数学の教師がい

ました。わりと私の親しいとてもいい人で、研究業績もたくさんあります。委員会活

動や組織活動もよくやっている人で、私はいい人だと思っていたのですが、彼の授業

のことを、学生が酒を飲んだときにポロッと言い、私は随分ショックを受けたのです。

教室に入ってくるとき、ここに黒板があると、こう入ってきて、黒板にダーツと数式

を書いていく。黒板が満杯になったら、また端から数式を書いていく。それから、ベ

ルが鳴って授業が終わったら、こういうふうに出ていくらしいです。終始一貫、彼は

学生のほうを見ないわけです。

あと－つ思い出すのは、うちは授業参観プロジェクトをやっていて、京都大学理学

部の数学のフィールズ賞を取った人の授業を参観したという記録があります。選択科

目で、理学部の50人ぐらいの３回生が受けているのですが、その先生の授業のパター

ンも同じです。とにかく入ってきたら、ど－つと黒板に数式を書き続けるらしいです。

あまり必死になって数式を書くから疲れて、途中で横のいすにへたっと座って、黒板

の数式を見ながら、「ああ、美しいですね」と言うのだそうです。

センターのスタッフが記録を取っていましたが、５０人ぐらいの受講生の大半は、数

式を漏れなく全部写すために必死になってノートを取っている。授業のあとで学生に

インタビューし、「どうしてあんなに必死になってノートを取るのか」と聞くと、「今

はこれを見ても何のことか全然分からないから、写して帰って下宿で、じっくり１週

間考える」と言ったそうです。ところがすごいのは、その授業で３～４人腕組みをし

てじっと黒板をにらんでいる学生がいるのです。それについて聞くと、「大体分かる」

と言っているらしいです。とんでもない学生は、どこにもいるわけです。

今、京都大学と地方大学の数学の授業の例を出しましたが、たしかに、やっている

行動は外面的には同じです。ともに、学生のことが目に入っていない。しかし違うの

ですね。どこが違うのか考えると、おそらく、京都のほうには教師と学生との間にく

暗黙の契約＞みたいなものがあるのですね。授業はこんなもので、こういうことをや

っていくのだという、多分、学生と教師の間に「黙契」みたいなものがある。地方の

同僚の場合は、どうしてそれが授業にならなかったかというと、このような黙契なし

にやっているからです。

多分そこの違いはとても大きい。だからこそ、「いい授業」とは何かを一般的に言

うのはとても愚劣なことです。この授業のやり方は、全く同じなわけです。ただ、一

方は授業として成り立っているけれども、一方は成り立っていない。どこが違うかと

いうと、黙契があるかないかです。だから、一般論で言いたくないというのは、こう

いう理由があるからです。

私は、ここしばらく京大内部の授業を見て歩いているのです。経済学部や工学部や

薬学の授業を見たのですが、何が面白いかといったら、彼らは自分の授業が自分なり

の特殊なやり方で、それなりに個性的な授業をやっていると思っているのですが、比
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べてみたら大体同じようなパターンの授業をしている。これがおもしろいですね。

たとえば、理科系の場合は、きちっとしたテキストがありますね。経済の場合はち

ょっと難しいですが。補助的な教材を使うかどうかは別にして、きちっとしたテキス

トを、まずきちっと伝達していく。そのときに、人の名前が出てきたら、その人には

こういうエピソードがあって、こういうことをやった人で、こういう問題があったと

いう話をちょっとだけします。それから、いちばん大事なのは、テキストについて話

をしながら、今はこの辺のところに来ていて、ここでやっていることは将来こういう

ことにかかわっていくというマッピングを、繰り返し語っています。

結局、人の話が出てきたら関連した話しをするとか、今の進行状態は将来どこにつ

ながるという話をやっているというのは、全部、学生たちを将来、研究者という集団

に組み入れていく作業が行われているわけです。その点については、全く同じような

授業が行われていっている。

大学の教師は、教育実習をしていませんから、言うなればく自分が学んできたよう

にしか教えられない＞のです。だから、京都大学みたいにかなりピュアな純粋培養の

ように人事をやっているところは、学んできた形で教えていくので、周辺の教え方が

共通してくることは必然的に起こってくるわけです。しかもそこには、研究者の集団

に組み入れていくという、一つのとても強い志向性によって裏づけられた教育システ

ムができ上がっているわけです。

問題は、それで学生たちがうまく乗れなくなってきているということです。そうい

うやり方で行ったら、死屍累々という状況になっていく。今まで黙契があると思って

やってきたのに、どうやらそうではないかもしれないという恐怖心を、京都の教師は

もってきているわけです。そうなると、研究を持続していくのはとても難しくなりま

すから、どうしても学生が本当に授業内容をきちんと受け入れているかどうかが、気

になります。そちらにだんだん志向が行って、研究集中志向ではなくて、教育とのか

かわりをかなり重要視する人たちも出てきている。こんな感じだと思います。

今、京都大学は移行期だと思います。教育への関心がわりと出てきている。京都大

学のなかで教育改善を担うセンターは茶番劇、漫画みたいなものですが、それが何と

か存続できているのは、今、移行期に差しかかっているからで、私たちの存在は今後

も決してゼロにはならないだろうと思っています。

（ローカルな教育的知恵とその継承一FDの基本前提一）

今曰の題は「学生の主体的学びを促す教育システム」という話です。最初のおこ方

のように組織的な話はできないのですが、教育システムのコアになっている授業をど

う考えていくのかを基本的に話したいのです。そのときぜひ伝えておきたいのが、そ

れぞれの場所、たとえば学部や学科あるいは大学によって、完全にローカルな違いが

当たり前にあるということです。たとえば、京大のフィールズ賞の人がやった授業は、

地方では通らないわけです。みんな授業のしかたを、ある条件に合った形で作ってい

っているわけです。
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さっき、京大の授業は外から見たら同じようなことをやっているともうしました。

それには、教え方が継承されてきたという面と、あと一つは京都大学という条件に合

わせていけばそうなっていくという面があるのです。学生の資質など、いろいろなこ

とを考え合わせて。たとえば、短期大学で教えている友人がよく言いますが、短大に

非常勤で来る人は、私語が多くて授業にならず、黙らせられないそうです。いきなり

外から来た先生は、まず黙らせることができないだろうと、かねがね言っています。

自分たちは専任だから、黙らせるノウハウを持っていると言うのです。毎日、彼は専

任として学生を相手に授業をやってきているので、当然、あるやり方を開発してきて

いるのです｡それを外からポッと来た非常勤の先生がまねできる道理がないわけです。

大学の教師たちは、それぞれの場所で、それぞれのローカルな知恵を作ってきている

のです。

この点を強く強調したい。大学の教育開発や授業開発を言うときに、まるでゼロか

ら出発するみたいに､外側から授業のやり方はこうだと言っても無意味なだけでなく、

有害ですｂ私たちは、ゼロから教育の改善を考えるわけではないのです。私たちは、

集団としても個人としても、あるローカルな授業のやり方についてのテクニックや方

法、あるいは雰囲気の作り方を持っているわけです。ゼロではなく、確実にそれはあ

ります。

実際問題として、このごろあちこちの大学で、自分たちのローカルな場所に即した

授業のやり方について、事例集を出す例がたくさんあります。あれはまだまだほんの

ささやかな試みです。もっと確実にちゃんとしたやり方で、自分たちの持っている知

恵を共有して伝達していくシステムを作るべきだろうと思います。小学校・中学校・

高等学校は、ご存じのように100年以上かけて、授業のやり方のノウハウを共有して

伝達していくシステムを作ってきているわけです。教育実習や事前指導・事後指導、

中堅研修、ベテラン研修とか、いろいろなシステムで、教育のノウハウを共有して蓄

積して、それを伝達していくシステムを作ってきていますね。

ところが、大学の教師は、けつこうみんな頑張って授業の中でいろいろやっている

わけです。それは、ちょっとしたつまらないアンケートをやってみたら、たくさんい

ろいろなデータが集まるので、すぐ分かるのです。自分のところに合わせた授業をや

って学生が乗ってくれなかったら、だれがいちばん苦しむかといったら、教師である

に決まっています。だから、教師たちは自分が苦しまないように、何かのしかたで何

かをやっているわけです。

しかも、大学の教師はけつこう闘って勝ち上がってきていますから、何か問題があ

ればそれなりにいろいろできるわけです。それなりの努力を個人個人がやって、ある

ノウハウを築いて、ローカルな場所で授業をできるようになって、定年を迎えて辞め

てしまう。けれども、そのときにはその人の開発したノウハウは、全部ちやらになっ

て消えてしまう。そういうことをこれまで大学は繰り返してきたのです。これは、と

てももったいない話だと思います。まずこれを共有して伝達していくシステムを考え

ることが必要です。
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たとえば、たしかにアメリカ合衆国の法学教育では、ソクラテス的な方法で授業が

行われている。しかしそんな話しを無批判に受け入れる前に、さしあたってまずは、

自分たちがどういう技法を開発してきているのかを共有して、伝達していくシステム

をまず考える必要がある。それで通用しないとしたら、どうしてなのだということを

考えていく。そういうやり方が、おそらく大事になるのではないかと思っています。

全体的な教育状況を見ると、だんだんとそういうことができてきているように思いま
す。

（相互研修の組織化一京大センターの基本戦略一）

配付資料の２枚目の下に、うちのセンターでやってきたことが載っています。いろ

いろやってみても徒労の積み重ねが多いのですが、全学レベルでは、全学教育シンポ

ジウムをやっています。私たちは発足以来、わりとこれに関与してきたのですが、こ

こ１～２年、関与しなくなっています。もうこの集会の使命は終わったのだと思って

います。

全学教育シンポジウムは、毎年200人ぐらいが参加して、ほぼ１０年間やってきた

わけです。全学共通経費によって、かなりぜいたくな仕方で運営してきた。ずいぶん

お金もかかっているので、これまでもそんな必要があるのかという批判が繰り返しさ

れてきました。ほかの大学では、私たちが参加したところでも、少年自然の家とか青

年自然の家に、あえて酒を持ち込んで、閉じ込めて合宿でＦＤをやっておられます。

京都大学はぜいたくで、けつこうきれいなホテルを借り切ってやります。

これにはどんな意味があったのか。200名で８年間とすれば、1600名です。ただ、

全部の会に重複して出席した私のような人もいますから、その重複をのぞけばほぼ12

00～1300人が参加したのではないかと思っています。京大の助手以上は2500～2800名

います。1200名ぐらいは一応この会に参加した。どんな成果があったのか。たとえば、

思い出してみますと、最初のころ繰り返して言っていたのは、「ＦＤという言葉を使

ったら反発が出てくるから、そうならないように口が曲がっても、口に出さないよう

にしよう」と言っていたのです。この２～３年は平気の平左でＦＤと言っています。

そういう変化はあったでしょう。しかし、それがあれだけの金額で、１０年間かけた

成果としてどうなのだと言われたら、私にもよく分かりません。

あと、実際問題として各学部で授業改善の努力をしているのです。工学部では、デ

イベート方式による工学部ＦＤシンポジウムとか、薬学部でも経済学部でも、特に医

学部がいちばんＦＤをたくさんやっています。そういうところと連携してやっていき

たいと思っています。私たちがＦＤを組織するのではなくて、やっておられるところ

を援助していくスタンスで、何かやりたいと思っています。

私たちのところでやっているのは、うちのセンターのホームページにアクセスして

いただいたら見られますが、大学授業ネットワークプロジェクトがあります。典型的

な授業が幾つか出てきて、動画でも授業が見られるようになっています。こういう授

業のいろいろなパターンをなるべく集めて整理していきたいと思っています。
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うちのセンターでも必ずしも意見が一致しているわけではないのですが、私の考え

方では、あちこちの学部の公開授業をやるとき、なるべくよい授業、評判の高い授業

は見まいと思っています。いい授業を見ることに意味があるのではないかと言う人も

いて意見が分かれますが、私は強固に、普通の授業を普通に見ていったほうがいいと

言っています。たとえば授業参観や公開授業をやる場合も、なるべくモデルにならな

い普通の授業を普通に見ていくほうがいい。だから、こういう大学授業ネットワーク

も、普通の授業が普通に載っていくパターンがいいのではないかと思っています。そ

こは意見が分かれるかもしれません。

とにかく、私たちがずっと考えてきたのは、センターが「大学授業はこうあるべき

だ」ということを啓蒙するのではなくて、まず京都大学の中で、いろいろなＦＤ活動

をやっているところを援助していきたいということです。相互研修型ＦＤを支援して

いきたい、ＦＤの支援システムを作っていきたいということで、実はＧＰ申請が受理

され、今年からやっています。

こうして、工学部のＦＤを援助する形でＧＰをやっています。しかし、たとえばＧ

Ｐでお金が入ります。そうすると、ＧＰを本当にやるために、プロジェクトを走らせ

ないといけないわけで、そのために、せいぜい補佐員みたいな人は雇えますからその

人を雇います。そうすると、ほかのお金がなくなる。こうして、どんどん苦しくなる

のです。外部資金を取ると、仕事が増えて、お金がなくなる。力､といって外部資金を

取るほかはない。こうして、私たちは、仕事が累積して、借金で首が回らないといっ

た調子になっています。だから外部資金を導入して、ＧＰも取りましたし、科研も取

っていますが、やればやるだけ自分の首を絞めています。勉強する時間がないと、助

教授の人たちからずっと責められているのですが、その点はたしかに私が悪いわけで

す。

外部資金を導入しなかったら、今度は逆に一切のプロジェクトができない。行くも

地獄、戻るも地獄です。多分その状況は私たちだけではなくて、一般的にそうではな

いかと思っています。こういうプロジェクトをやったら、ほかの仕事をやらなくても

いいという、何かある条件をつけないと、とてもやれないという感じがだんだん強く

なって、半分降りたいと思っています。なかなかつらいところがあります。愚痴にな

ってしまいました。

（一斉授業と学生参加型授業）

さて、今曰の題は、「学生の主体的学びを促す教育システム」です。このようなテ

ーマに関連しては、ご存知のように、学生参加型の授業うんぬんという話が繰り返し

語られます。まず、その点について考えてみたい。たしかに、大学といえば、一般的

に一斉授業を思い浮かべます。そしてまさにこの一斉授業が槍玉に挙がっていて、一

斉授業ではだめだといわれているのです。ただ、こういうことがあります。

たとえば、今私は、ここでこんなふうに話しています。こういう一斉授業で何が起

こっているのか。このことに関連した調査を、私のセンターの若いスタッフが、私の
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授業を材料にして、やっています。まず、教室にカメラを１台固定して、写します。

この固定したカメラの視野には、大体30人ぐらいの学生が入るのです。こうして撮影

したビデオを10秒ごとに止めて、その30名のうちの何人が頭を上げているかをカウン

トして、授業１時間の間の棒グラフを作ったわけです。研究対象は、私の授業です。

たしかに受講生の頭がほとんど上がらないで、くちやっとなっている棒グラフがたび

たび出てきます。つらいことです。私はそんなことを若い連中がしているとは全然知
りませんでした。

教室の後ろには、私だけを直接写しているビデオもありました。その映像を授業が

終わったあとすぐに、研究をしている助手の人がビールを用意していて、「ご苦労さ

までした。これでも飲みながら、先生の授業ビデオを見て、何でも良いから感想を言

ってください｡」と言うのです。私は終わったばかりの自分の授業を見て、ビールを

飲みながら感想を言うわけです。たとえば、「ああ、この辺で上着を脱いでいる。ち

ょうど調子が上がってきて落語家が羽織を脱ぐように、ここらあたりでだんだん調子

が上がってきた」と言ったり、「この辺ではものすごい苦しくて、やめたくてかなわ

ないと思っているよ」とかの、感想を言うわけです。まさかそれと先の頭上げの棒グ

ラフとを重ねて分析しているとは思わなかったのですが、スタッフたちは、私の感想

と頭上げの棒グラフと授業の内容を全部かみ合わせて授業の「ノリ」の分析をしてい

るのです。

私が授業にノッテいるのは、頭が上がりだす途中のところで、私が自分でもしゃべ

りたい話題をしゃべっていて、それに応じて学生のほうの頭が上がりかけているとこ

ろで、私は非常にノリを感じているわけです。そのかわり、頭がすべて沈没してぺち

ゃんこになっているときは、私は死にそうになっているわけです。自分で振り返って

思うに、学生がオリテいるときには、何とかノラソウとして一生懸命、働きかけてい

るのです。それでも起きてくれないとき、どうするか。しかたがないから学生を見な

いように、天井を見てしゃべったりしています。

つまり、通常は、一斉授業には、授業者という完全に主体的で能動的な側と受講生

という完全に受け身な側があって、相互行為などないとされています。しかし、そん

なことはないのです。実際問題、学生の反応を何とか起こすために、私は一生懸命に

なっているわけです。それで学生は頭を起こしたり、それでも無視したりするわけで

す。

私の授業を分析したチームの－人は、曰本猿のフィールドワークをやっている心理

学者です。その人は猿にケンタとか何とか個別の名前をつけて、ケンタがどういう行

動を取っているか、ずっとフィールドノートをつけたりしているのです。その人が私

の授業に出てきて、学生についてのフィールドノートを作ったのです。

学生はさまざまな行動をとります。机にうつぶせたり、頭や体を揺すったり、頭や

おなかや足を掻いたｂです。私がいちばん面白く、「ざまあみろ」と思ったのは、肘

付き行動です。この研究者によれば、肘付き行動には２種類あり、たとえばものすご

く授業が面白くて目がらんらんというとぎ、こうして肘の上に頭を置いて必死になっ

－１４９－



て授業者を見るわけです。あと一つは、眠たくてしかたがないから、こうする場合も

あります。この研究者は、その区別をしたかったのですが、後ろから見ていたって、

できるわけがないですね。それは失敗だったのです。ともかく、そのフィールドノー

トをあとで見せてもらって私が非常にショックだったのは、授業が始まって50分ぐら

いになると、頭やあちこちをかいたり、うつぶせたりする学生が急増するのです。こ

の研究成果は、残念ながら、授業者としての私自身の感覚と、見事に一致しています。

私の授業は、５０分しかもたない。このことが、とてもよく分かりました。

ともかく、双方向性の授業だとか学生参加型の授業と言って、そのとぎにいちばん

大きなとばっちりを食っているのは、一斉授業です。先ほどの数学教師の授業も、暗

黙の契約があって成り立っていると言いました。それから、微妙な顔を上げたり下げ

たりという、ある種の相互行為もあります。だから、実際問題は一斉授業といっても、

その中で起こっているのはとても複雑な事態で、そのまさに複雑きわまりない事態の

中で私たち授業者は、ほかならぬ自分の授業を常にモニターしながら、授業をしてい

っている。このように考えたらいいと思います。

だから、一斉授業をやめて、たとえばワークショップ型の授業をしたら、参加型の

授業になると思ったら大間違いです。あるいは、少人数型の授業にしたら全部うまく

いくかといったら、そんなことはないわけで、一斉授業もきちんとできない人が、ど

うやって少人数の授業ができるのだろうかと思います。そういう意味では、とにかく

一斉授業がだめだから、参加型の授業を別立てで考えるのではなく、どのようにして

学生の参加が可能になっていくのかを考えていく。そのための具体的な手だてについ

て考え、これを作っていくほうが、随分重要ではないかと考えています。

時間があれば､参加型の授業の試みを幾つかお見せしていいかなと思っていますが、

とにかく一つだけ。５枚めの左下に英語が出てきます。そこにホームページのアクセ

スの番号が載っていますが、ハワイ大学でしたか、これには学生にアクティブな授業

参加をさせるための問いのしかたなどが、ずらっと載っています。こういうテクニッ

クについてまとめたものはたくさんあります。いちどごらんになったらいいのかなと

いうだけのお話です。

（授業改善の基本戦略）

時間があまりないので、まとめた話をします。おそらく、授業改善をやって学生の

参加のしかたをきちっと考えていく場合、大事なことは、そんなに突拍子のないこと

をやることではないのです。たとえば、私は今ここでしゃべっています。さっき顔が

上がっていなかったらとても苦しいと言いましたが、私たちが一斉授業をやっている

ときに、大体私たちは二重に分裂しています。一つはしゃべっている自分がいます。

つまり、しゃべりながら、その辺にいる人をモニターしている自分もいるのです。こ

うして、しゃべっている自分と、全体をモニターしている自分が分裂しながら、それ

がかみ合わされながら、授業を作っていっていると思うのです。おそらく、モニター

がうまく働いていたら、授業改善はそんなに必要はないのです。そのモニターがうま
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く働かないからこそ、問題なのだと思います。

つまり、モニターをうまく働かせることができれば、学生を主体的に授業に参加さ

せることもできるわけです。それでは、モニターを十分に働かせるために、どうした

らいいのか。それは、モニターが十分に働いていないことが、分かったらいいわけで

す。私は以前、いちばん簡単な方法として、授業が始まる前に、学生のいちばん後ろ

の席にテープレコーダーを置いておけと、先輩に言われました。たしかに、あとでテ

ープレコーダーを聞いたら、あぶら汗が出ます。ビデオを見たときはもっとすごいで

す。自分が教壇のところを、クマのように行ったり来たりしているわけです。その歩

き方がすごく不細工であることに気がついて、本当に恥の感情をもちました。言葉も

こんな調子で、ビデオなどを見たら、本当にあぶら汗が出てくるという経験を繰り返

しています。どれだけ自分のモニターがうまく働いていないかが、実によく見えてく

ると思います。

だから、授業改善をやるときにいちばん基本的なのは、モニターの力をきちっと回

復していくことだと思います。モニターがいかに働いていないかを、はっきりさせて

いくことが、まず第一歩だと思います。そのときに、ビデオを撮るのももちろんいい

ですが､それでも自分のことだから割り引いてしか見ない部分があるかもしれません。

もっと使えるのは、目の前に学生がいるのだから、その学生に自分の授業について聞

いてみたいわけです。それは授業評価の問題になるから深入りはしませんが、いちば

んいいのはミニッツペーパーみたいに自由記述で毎回毎回書かせることだろうと思い

ます。

学生が、たとえばきちっとしたことを言えば、応答したらいいわけだし、訳の分か

らないことを書いたら、「おまえの言っていることは訳が分からない。おまえの書い

ていることを実行しようがない。もっと訳の分かる実行できることを書け」と言えば

いいのです。私たちは、授業を通じて、学生を教えているわけです。だから、学生を

まつとうな評価のできる主体にしていくのも、教育の重要な目標の一つです。変な授

業評価をやったとしたら、「それはおかしい」ときちんと返すのが、教育の一環です。

授業評価を通じてこちらが変わると同時に、学生にもきちんと返していく。そんなこ

とをしないと、多分だめなのだろうと思います。そういうインタラクシヨンの手続き

として、ミニッツペーパーなどを書かせて、学生のモニターとしての力を活用するこ

とが大事だろうと思います。

あと一つ、いちばんいいのは同僚の評価を得ることです。授業参観や公開授業が意

味をもつのはその点です。ぜひ、一度やられたらいいと思います。やる前はちょっと

しんどいかもしれません。私みたいに毎週３年間もやったらへきえきするし、しんど

くなります。しかし、１～２回を数年ごとにやるのは、本当にいい経験になると思い

ます。

他人の授業を見たときにも、ものすごく大量な情報が入ってきます。それをうまく

言語化できないのですが、授業が終わったあと、ただそのままバツと帰るのではなく

て、短い時間でもいいから、見た人と授業者がちょっと話すことが大事です。うまく
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言葉にならない部分が実は大事なのだけれど、そこが分かるためには、言葉にしてみ

ないといけない。その意味で、集まってちょっとだけ話してみることは、とても有効

だと思います。大学の教師は、けつこうみんな勝ち残ってきているわけだから、セン

スもそれなりにあるし、そういうことをやりだしたら、どんどん変えることができる

だろうと思っています。

最後に、これもあちこちでよく出す例ですが、東北の大学で公開授業に参加したこ

とがあります。西洋中世のお城の歴史について、先生はしゃべっていました。学生は

20人ぐらい。それを40人ぐらいの参観者が取り巻いて、公開授業をしたのです。その

先生の授業はとてもオーソドックスといえばオーソドックスで、黒板を３分割して、

書いては、こっちに帰ってきてしゃべるわけです。また黒板に書いて、帰ってきて、

しゃべる。これはチョーク.アンド・トークの典型的な授業です。ただ、何か独特な

のです。その独特さは言葉でうまく伝わらないのですが。授業が終わったあと、４０人

で授業に関する検討会をやりました。まず、１０人ぐらいを核にして、その人たちが議

論して～それを取り巻いている人たちがそのあとに参加していくというパターンを採

ったのですが、ほとんどすべての議論は、板書に集中しました。たとえば、板書には

どういう意味があるのだろうかという話になります。実際問題、しゃべっていてバツ

と振り向いて黒板に向かうと、声が途切れますから、学生たちがふっと頭を上げるの

です。それから、黒板に書くときにバーンと音がします。それでまた学生が見る。板

書が授業のリズムを作っていくのがとてもよく分かります。だから、板書には実にい

ろいろな意味があるなという話になったのです。

話はそれで終わりません。その後の懇親会に出たときに、その先生と個人的に話し

たのですが、その先生が、自分は小さいときに人前でしゃべるのがとても苦しかった。

だけど、何とか教師をしたかった。そこでどうしたかというと、一生懸命しゃべらな

ければならないところに出てきて、何とかしゃべられるように訓練してきた。しゃべ

るのに困難を感じる人が、たとえば予備校で教師をやるのは、とてもつらかっただろ

うと思います。しかし彼は、「結局、自分は板書、しゃべる、というリズムで、授業

をやっていく方法を見つけ出した」と言っていました。

言いたいのは、その先生がすごいということだけではなく、彼の授業を観察してい

る連中がみんな､そのリズムはただごとではないという感じを持ったということです。

それをみんなが雰囲気として鋭敏に察知しているのです。みんながそこに何かあると

思っているから、鋭敏に察知しているからこそ、すべての話題が板書の意味に集中し

たのです。

おそらく授業を参観してみんなで話をしてみることの意味は、そこだと思います。

ものすごく多様な情報が一挙に入る。それは全部、多分自分のモーターする力を確か

める力になっている。そういう意味があるので、けつこうすごい経験ができると思い

ます。
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エピローグ

ー大学院から始まる大学改革一

「当該専門職大学院の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及

び研究を実施するものとする」－専門職大学院設置基準においてＦＤを義務づけ

た規定である。極めて短期間で進められてきた一連の高等教育改革政策のなかで

もこれが如何に画期的であるか、私は、コンファレンス「専門職大学院の将来と

認証評価一法科大学院を手がかりに－」の開会挨拶で強調した。

この規定を受けて本年３月、文部科学省は、「法科大学院年次計画履行状況調

査の結果等について（平成１７年度)」とする文書を発表した。総合所見で、「Ｆ

Ｄについては、多くの法科大学院が更なる努力を要する状況にある」と指摘し、

項目別所見で「(学生による授業評価）アンケート結果への対応を個々の教員の

判断に委ねるにとどめているため、教員間で対応に差が生じる」など、改善を要

する点を詳細に指摘している。この調査は「各法科大学院の教育水準の維持・向

上及びその主体的な改善・充実に資することを目的として」実施されたものであ

り、文部科学大臣が学校教育法に基づき是正措置を講ずる権限を持つことを考え

れば、極めて重い意味を持つが、多くの法科大学院において、ＦＤが期待された

ようには実施されていないことが明らかになったのである。

昨年１月の中央審議会答申「我が国の高等教育の将来像」に引き続き、９月の

「新時代の大学院教育」答申では、大学院教育の実質化等のための制度改正が提

言され、本年３月の大学院設置基準の改正により、冒頭の条文と同様のＦＤの義

務付けが、専門職大学院以外の大学院にも規定された。私は、法学部教授時代、

提案したＦＤ委員会設置を実現するのにさえ苦労した経験を持つが、自分の専門

研究の一端を伝えることで授業をしてきた教員たちが、（学部でも）大学院でも

常に組織的に研修を受け、ＩＴ技術も含め多様化する授業方法それ自体を研究し

なければならなくなったのである。

法科大学院制度創設で中心的な役割を果たされた佐藤幸治氏は「大学改革とし

ての『法科大学院」の責務」（｢文部科学時報』１５３５号、２００４年２月）に

おいて、「法科大学院は、大学改革のいわば先導役のような役割を担わされ

ており、その成否は今後の高等教育の行方に甚大な影響を及ぼすであろう」と指

摘されておられた。いま、曰本の高等教育が大きな転機を迎えている。それを推

進するキーワードとして、ＦＤがあり、さらに学部組織・カリキュラム改革があ

る。「大学が一方的にカリキュラムを決める時代、何のためにこの授業を受けて

いるのか学生に分からないという時代は終わった」そう言えるような新しい大学

教育の在り方に向かって、学士課程教育でも改革の動きは急である。第２回大学

教育セミナーはこのような観点から「学士課程教育の再構築」をテーマに開催したも
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のである。

山本冬彦氏はご報告の中で、関西大学文学部が、１０年間の議論を経て２００４年

に実施した、Ｓ学科から１学科１０専修体制へ、学科別入学から学部一括入学へ

という制度改革を紹介された。従来の文学部にはなかった新しい専門分野や複数

の専門分野に関連する複合的領域の重要性が高まり、また学生の興味・関心も多

様化してきたとの認識のもと、学生の数に対応して教員の数を変更できる組織を一

挙に作ったわけである。

時代の変化に対応した教育改革は、当然、学部単位でのみ必要なことではなく、大

学全体にも言えることである。多様化する学生に対して、大学の側が多様なカリキュ

ラム、教育内容、教育方法で臨まねばならない。九州大学２１世紀プログラムについ

て報告された副島雄児氏も、＜多様化と高度化が進むなかで、九大全体として各学部

で全学部に根を張って、大学の教育資源を自由にそこから養分を吸収できるコースを

走らせた＞＜大学からの出口を学生自らで見つけさせるためのカリキュラムを開発し

た＞と指摘された。

金沢大学が平成２０年度に導入する３学域制も、学部という名称を捨てるという大

胆な組織改革であるが、どこの大学でもカリキュラムのあり方を全面的に見直し、

新たな社会ニーズに合わせて体系化を図る必要があろう。国立大法人化や十八歳

人口の減少で大学間競争が激化する中にあっても、「大学とは何か」という根源

的な問いを絶えず意識し、教育の質の向上を図るべきことは、当センター企画で

昨年２月に刊行した『国立大学法人化の衝撃と私大の挑戦」（監修：清成忠男、

編集：早田幸政、エイデル研究所）でも多くの論者が指摘していたことである。

少なくとも、学生が入試段階から細分化された学部・学科を選択し入学後はその

分野を中心に履修していく、教員は個々の研究に根ざした授業を行う－このよう

な従来型の教育では現状に対応できないことは事実である。

杉野剛氏はコンフアレンスの記念講演で、＜平成１６年は大学史上、非常に重

要な意味をもつ三つの大きな出来事、すなわち国立大学法人化、認証評価システ

ム導入、そして法科大学院創設が同時に起きた年として記憶されるであろう＞と

述べられた。その後も、改革は矢継ぎ早である。教育研究の責任体制を明確にす

ることなどを目的に専攻分野ごと、教授を頂点にして教育研究を進めてきた講座

制の規定が大学設置基準から削除され、さらに、教授の職務を助ける役割だった

助教授が廃止され「准教授」が新設される。今後、各大学・大学院が自らの裁量

で柔軟な教育研究体制作りを進めることが可能になったわけである。

大学は改革を続けなければ淘汰されかねない。うわくだけの改革では学生にも

社会にも見透かされ、長続きはしない。すべての大学は、教育の質的充実という

視点から何が今の大学に欠けているかを自己分析し、より高度な専門教育は大学

院に委ねるという選択肢も含めて、各大学が目指す理想像を実現できるカリキュ

ラム、それに即した組織を研究し実現しなければならない。当センターが２００

５年３月に企画・開催したコンファレンスとセミナーの意義を、以上で再確認し
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ていただければ幸いである。

なお、この書は、金沢大学大学教育開発・支援センターが企画する大学教育に

関する研究成果に世に問う叢書、すなわちＴＥＳＫライブラリー（ＴはTertiary
：高等、ＥはEducation：教育およびEvaluation：評価、ＳはStudent：学生お

よびSupport：支援、ＫはKanazawaUniversityを意味する）第一巻として公
刊するものである。編集にご尽力いただいたジアース教育新社加藤勝博社長及び

同社「文部科学教育通信」編集部デスク江崎民二氏に心より感謝する次第である。

２００６年６月 青野透
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